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財務ハイライト
業績データ

2024年度から国際財務報告基準（以下「 IFRS」といいます。）に基づいて連結財務諸表を作成しております。

ＳＯＭＰＯホールディングス　連結財務指標

1. IFRS
IFRS

移行日 
（2023年度期首） 2023年度 2024年度 2025年度

業績概況（百万円）

保険収益 － 4,836,830 5,065,520 5,372,921

税引前利益 － 614,529 330,279 843,226

親会社の所有者に帰属する当期利益 － 529,655 243,132 640,086

親会社の所有者に帰属する当期包括利益 － 1,253,872 381,260 1,328,436

1株当たり情報（円）

基本的当期利益 － 534.46 250.90 701.03

希薄化後当期利益 － 534.28 250.90 701.03

1株当たり配当額（円）

年間配当額 － 300.00 132.00 150.00

（うち中間配当額） － 150.00 56.00 75.00

財政状態（百万円）

資本 2,984,618 4,127,198 4,226,153 5,291,009

親会社の所有者に帰属する持分 2,967,633 4,107,621 4,205,192 5,167,823

総資産額 14,860,669 16,459,939 15,890,039 18,603,704

親会社所有者帰属持分比率（%） 20.0 25.0 26.5 27.8

連結ソルベンシー・マージン比率（%） － － － －

株式情報（千株）

期末発行済株式総数 347,698 330,160 990,482 934,228

修正財務指標

修正連結利益（億円） － 3,359 3,234 5,352

修正連結ROE（%） － 10.9 9.2 13.4

※ 「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、基本的1株当たり当期利益および希薄化後1株当たり当期利益の算定上、期中平均株式数の計
算において控除する自己株式に含めております。

※ 2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。移行日に株式分割が行われたと仮定して基本的1株当たり当期
利益および希薄化後1株当たり当期利益を算定しております。また、2023年度以前の発行済株式総数および1株当たり配当額は、当該株式分割前
の実際の株式数および配当額を記載しております。

※ 連結ベースのソルベンシー・マージン比率について、2025年度分の開示は2026年10月末を予定しています。
 また、2024年度以前の数値については、令和7年7月23日内閣府令第71号附則第3条（経過措置）に基づき掲載しておりません。
※ IFRSでは純資産額を算出していないため、相当する項目（資本等）をご覧ください。
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ＳＯＭＰＯホールディングス　連結財務指標

2. 日本基準
日本基準

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

業績概況（百万円）

経常収益 4,167,496 4,525,869 4,933,646 5,453,769

正味収入保険料 3,215,713 3,670,717 3,690,419 4,016,599

生命保険料 325,183 316,752 311,850 316,610

経常利益 315,512 49,504 488,034 552,924

親会社株主に帰属する当期純利益 224,842 26,413 416,054 422,927

包括利益 143,823 29,346 1,061,846 281,096

1株当たり情報（円）

当期純利益 214.74 26.14 419.83 436.45

潜在株式調整後当期純利益 214.62 26.13 419.69 436.45

1株当たり配当額（円）

年間配当額 210.00 260.00 300.00 132.00

（うち中間配当額） 105.00 130.00 150.00 56.00

財政状態（百万円）

純資産額 2,040,789 1,919,140 2,868,258 2,865,132

総資産額 13,787,835 13,351,277 14,832,778 15,030,015

自己資本比率（%） 14.71 14.25 19.23 18.94

連結ソルベンシー・マージン比率（%） － － － －

株式情報（千株）

期末発行済株式総数 347,698 347,698 330,160 990,482

修正財務指標

修正連結利益（億円） 2,613 1,522 2,910 3,343

修正連結ROE（%） 9.4 5.5 9.2 9.0

※ 「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、1株当たり当期純利益および潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数
の計算において控除する自己株式に含めております。

※ 2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。2021年度の期首に株式分割が行われたと仮定して1株当たり
当期純利益および潜在株式調整後1株当たり当期純利益を算定しております。また、2023年度以前の発行済株式総数および1株当たり配当額は、
当該株式分割前の実際の株式数および配当額を記載しております。

※ IFRSを適用している海外連結子会社は、2023年度の期首から、IFRS第17号「保険契約」およびIFRS第9号「金融商品」を適用しております。これ
に伴い、2022年度については、遡及適用後の数値を記載しております。なお、2021年度以前に係る累積的影響額については、2022年度の期首
の純資産額に反映させております。

※ 2024年度の日本基準に基づく連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査を受けておりません。
※ 2024年度以前の連結ベースのソルベンシー・マージン比率については、令和7年7月23日内閣府令第71号附則第3条（経過措置）に基づき掲載し

ておりません。
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（参考）修正連結利益等の定義
IFRS

ＳＯＭＰＯ P&C

修
正
連
結
利
益

国内 
生命保険

国内 
損害保険 海外保険※1 介護 その他 

ウェルビーイング

ＳＯＭＰＯ ウェルビーイング その他 
（ダイレクト・
デジタル等）

ベース利益

金融市場 
由来の 
時価変動

一過性 
損益

その他 
調整

IFRS当期利益

– 運用資産に係るFVTPL時価変動※2

– FVOCI金融商品の為替変動
– 保険負債に係る割引差額等
– 変額保険の不利契約に伴う損益
– ヘッジに係るデリバティブ損益（株式先物、金利スワップ等）

– 有価証券の売却損益※3

– 運用資産に係る予想信用損失（減損）
– 事業投資に係るのれん等の減損損失※4

–  事業活動に影響しない一時的費用（例 組織再編に係るコストなど、具体的な定義はＳＯＭＰＯ
ホールディングス（SHD）取締役会が承認）

– M&Aに伴うその他無形資産の定期償却（ただし、SHD連結調整項として費用認識）
– SHDに対する経営管理料（ただし、SHD連結調整項等として費用認識）

事業以外
損益等

SHD単体・一部子会社等の損益、連結ベースの税効果の調整額、M&A・事業投資等にかかるその他無形資産
の定期償却費用などを計上

連結純資産－有価証券および保険負債に係るAOCI※5

修正連結利益÷修正連結純資産（分母は期首・期末の平均残高）

修正連結純資産

修正連結ROE

※1 海外保険の事業部門別修正利益は1～12月の会計期間で測定（修正連結利益は 4～3月の会計期間で測定）
※2 投資信託、海外保険で保有する株式・債券等。ただし、海外保険の非伝統資産は対象外
※3 国内損害保険および海外保険は除外対象を一部調整
※4 介護は有形固定資産・リースの減損損失（戻入）も含む
※5 保有有価証券および保険負債の含み損益（AOCI：Accumulated Other Comprehensive Income、その他の包括利益累計額）

日本基準
修正連結利益は事業部門別修正利益※1の合計

国内損害保険事業

介護事業

海外保険事業

デジタル・その他

国内生命保険事業

当期純利益
　＋異常危険準備金繰入額等（税引後）
　＋価格変動準備金繰入額（税引後）
　－有価証券の売却損益・評価損（税引後）

当期純利益

Operating Income※2

なお、持分法適用関連会社は、原則当期純
利益

当期純利益
　－投資に関する売却損益・評価損（税引後）

当期純利益
　＋危険準備金繰入額（税引後）
　＋価格変動準備金繰入額（税引後）
　＋責任準備金補正（税引後）
　＋新契約費繰延（税引後）
　－新契約費償却（税引後）
　－有価証券の売却損益・評価損（税引後）
　－サープラスリリーフ再保険効果（税引後）

※1 事業部門別修正利益は、一過性の損益またはグループ会社配当等の特殊要因を除く
※2 一過性の変動要素を除いたOperating Income（＝当期純利益－為替損益－有価証券売却・評価損益－減損損失等）

事
業
部
門
別
修
正
利
益

修
正
項
目
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事業の概況（連結）
1. 国内損害保険事業

保険収益は、2024年度に比べて960億円増加して2兆7,305億円となりました。親会社の所有者に帰属する当期利益は、2024年
度に比べて2,097億円増加して2,681億円となりました。

（単位：百万円、%）

区分
2024年度

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
2025年度

（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

金額 対前年増減（△）率 金額 対前年増減（△）率

保険収益 2,634,478 1.9 2,730,572 3.6

親会社の所有者に帰属する当期利益 58,338 △69.7 268,112 359.6

（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

2. 海外保険事業

保険収益は、2024年度に比べて2,134億円増加して2兆4,411億円となりました。親会社の所有者に帰属する当期利益は、2024

年度に比べて1,167億円増加して2,944億円となりました。

（単位：百万円、%）

区分
2024年度

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
2025年度

（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

金額 対前年増減（△）率 金額 対前年増減（△）率

保険収益 2,227,704 8.6 2,441,152 9.6

親会社の所有者に帰属する当期利益 177,771 △31.7 294,489 65.7

（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

3. 国内生命保険事業

保険収益は、2024年度に比べて39億円増加して2,587億円となりました。親会社の所有者に帰属する当期利益は、2024年度に
比べて387億円増加して686億円となりました。

（単位：百万円、%）

区分
2024年度

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
2025年度

（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

金額 対前年増減（△）率 金額 対前年増減（△）率

保険収益 254,716 2.5 258,707 1.6

親会社の所有者に帰属する当期利益 29,876 △60.5 68,605 129.6

（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

4. 介護事業

その他の営業収益は、2024年度に比べて48億円増加して1,862億円となりました。親会社の所有者に帰属する当期利益は、
2024年度に比べて26億円増加して79億円となりました。
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連結主要指標
（単位：百万円）

2024年度
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

増減 増減率

保険収益 5,065,520 5,372,921 307,400 6.1%

保険サービス損益 304,162 588,290 284,128 93.4%

金融損益 119,734 344,907 225,173 188.1%

その他の営業収益 220,689 228,575 7,885 3.6%

親会社の所有者に帰属する当期利益 243,132 640,086 396,954 163.3%

保険収益は、国内損害保険事業および海外保険事業における増収などにより、2024年度に比べて3,074億円増加し、5兆3,729

億円となりました。
保険サービス損益は、国内損害保険事業および海外保険事業における発生保険金の改善などにより、2024年度に比べて2,841

億円増加して、5,882億円となりました。
金融損益は、国内損害保険事業における市況変動影響などにより、2024年度に比べて2,251億円増加して、3,449億円となりま

した。
保険サービス損益、金融損益にその他の損益を加減した2025年度の税引前利益は、2024年度に比べて5,129億円増加して8,432

億円となりました。税引前利益に法人所得税費用などを加減した親会社の所有者に帰属する当期利益は、2024年度に比べて3,969

億円増加して6,400億円となりました。

( ) ( )
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5. 保険持株会社の連結ベースのソルベンシー・マージン比率

◆連結ベースのソルベンシー・マージン比率
保険会社グループは、自然災害や市場の急変など、発生頻度は低いものの大きな損失が生じうるリスクに備え、十分な資本を保有

しておく必要があります。そうした「通常の予測を超えるリスク」に対して、どれだけ支払余力（ソルベンシー・マージン）を持っている
かを表したものがソルベンシー・マージン比率です。

ソルベンシー・マージン比率（%）＝
適格資本

× 100
所要資本

この比率が100%以上あれば、必要な備えができているため一定の健全性が確保されていると評価されますが、100%を下回っ
た場合には、早期是正措置により、金融庁長官によって早期に経営の健全性の回復を図るための措置がとられます。

2025年度決算から、この比率を資産・負債の経済価値に基づいて評価する制度が導入されました。これにより、帳簿上の数字で
はなく、実際の市場価値やリスクを反映した評価が可能になりました。
当社は、保険業法施行規則第210条の11の3（健全性の基準に用いる資本金、準備金等）および第210条の11の4（通常の予測を超

える危険に対応する額）ならびに令和7年金融庁告示第74号等の規定に基づき、連結ベースのソルベンシー・マージン比率を算出し
ています。連結ベースの比率とは、当社および子会社等をまとめた「保険グループ全体」の資本とリスクを対象にして算出した比率の
ことです。

2025年度末の当社の連結ベースのソルベンシー・マージン比率の開示は2026年10月末を予定しておりますが、早期是正措置の
発動基準である100%は上回る見込みです。

6. 保険子会社等の単体ベースのソルベンシー・マージン比率

◆単体ベースのソルベンシー・マージン比率
保険会社は、自然災害や市場の急変など、発生頻度は低いものの大きな損失が生じうるリスクに備え、十分な資本を保有しておく

必要があります。そうした「通常の予測を超えるリスク」に対して、どれだけ支払余力（ソルベンシー・マージン）を持っているかを表し
たものがソルベンシー・マージン比率です。

ソルベンシー・マージン比率（%）＝
適格資本

× 100
所要資本

この比率が100%以上あれば、必要な備えができているため一定の健全性が確保されていると評価されますが、100%を下回っ
た場合には、早期是正措置により、金融庁長官によって早期に経営の健全性の回復を図るための措置がとられます。

2025年度決算から、この比率を資産・負債の経済価値に基づいて評価する制度が導入されました。これにより、帳簿上の数字で
はなく、実際の市場価値やリスクを反映した評価が可能になりました。
国内保険会社は、保険業法施行規則第86条（健全性の基準に用いる資本金、基金、準備金等）および第87条（通常の予測を超える

危険に対応する額）ならびに令和7年金融庁告示第74号等の規定に基づき、単体ベースのソルベンシー・マージン比率を算出してい
ます。単体ベースの比率とは、1つの保険会社の内部の資本・リスクだけを対象にして算出した比率のことです。

2025年度末の国内保険子会社の単体ベースのソルベンシー・マージン比率の開示は2026年10月末を予定しておりますが、損害
保険ジャパン株式会社、ＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社、キャピタル損害保険株式会社およびＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式
会社のいずれの会社も早期是正措置の発動基準である100%は上回る見込みです。

業績・コーポレートデータレポート2026
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7. 子会社である少額短期保険業者の単体ソルベンシー・マージン比率

少額短期保険業者は、保険業法施行規則第211条の59（健全性の基準に用いる資本金、基金、準備金等）および第211条の60（通
常の予測を超える危険に対応する額）ならびに平成18年金融庁告示第14号の規定に基づき、単体ソルベンシー・マージン比率を算出
しております。
少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発生や、少額短期保

険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要が
あります。
こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（次ページの（B））に対する「少額短期保険業者が保有している資本金・

準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：次ページの（A））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算さ
れたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（次ページの （C））です。
「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
① 保険引受上の危険（一般保険リスク）：
 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
② 資産運用上の危険（資産運用リスク）：
 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
③ 経営管理上の危険（経営管理リスク）：
 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～②および④以外のもの
④ 巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：
 通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当） により発生し得る危険

「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、少額短期保険業者の純資産、
諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。
ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が少額短期保険業者を監督する際に活用する客観的な判断指標の1つですが、その数値

が200%以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。
保険会社には、2025年度決算から経済価値に基づいてソルベンシー・マージン比率を算出する制度が導入されましたが、少額短

期保険業者については制度の変更はありません。

Sompo Holdings
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Mysurance株式会社

（単位：百万円）

区分 2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

（A）単体ソルベンシー・マージン総額 677 1,106

純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 596 976

価格変動準備金 － －

異常危険準備金 81 130

一般貸倒引当金 － －

その他有価証券評価差額（税効果控除前） － －

土地の含み損益 － －

契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） － －

将来利益 － －

税効果相当額 － －

負債性資本調達手段等 － －

控除項目 － －

（B）単体リスクの合計額√(R1＋R2)2＋R3＋R4 185 271

保険リスク相当額 179 262

一般保険リスク相当額 (R1) 175 256

巨大災害リスク相当額 (R4) 4 6

資産運用リスク相当額 (R2) 7 13

経営管理リスク相当額 (R3) 5 8

（C）単体ソルベンシー・マージン比率 [(A)/{(B)×1/2}]×100 731.7% 815.8%

業績・コーポレートデータレポート2026
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経理の概況（連結）
連結財務諸表等

1. 連結財政状態計算書
（単位：百万円）

注 2024年度
（2025年3月31日）

2025年度
（2026年3月31日）

資産

現金及び現金同等物 7 1,027,628 1,134,996

リバース・レポ取引及び他の類似の担保付貸付 － 36,065

デリバティブ資産 10 9,519 5,654

投資有価証券 8 11,068,996 12,451,875

貸付金等 9 508,363 545,958

再保険契約資産 18 1,209,313 2,194,887

保険契約資産 18 16,294 57,345

持分法で会計処理されている投資 17 42,175 42,869

有形固定資産 14 619,769 646,548

のれん及び無形資産 15 535,795 599,080

退職給付に係る資産 20 687 1,266

繰延税金資産 19 81,919 119,458

その他の資産 13 769,576 767,698

資産合計 15,890,039 18,603,704

負債

レポ取引及び他の類似の担保付借入 22 139,832 3,078

デリバティブ負債 10 5,410 16,421

保険契約負債 18 9,343,635 10,737,677

再保険契約負債 18 1,235 91,164

社債及び借入金 22 691,201 744,946

退職給付に係る負債 20 28,338 14,659

未払法人所得税等 19 113,725 129,718

繰延税金負債 19 544,491 710,731

引当金 21 4,302 4,474

その他の負債 13 791,711 859,821

負債合計 11,663,885 13,312,694

資本

資本金 23 100,045 100,045

資本剰余金 23 32,733 △187,445

利益剰余金 23 3,521,076 4,344,319

自己株式 23 △188,418 △197,905

その他の資本の構成要素 739,755 1,108,810

親会社の所有者に帰属する持分合計 4,205,192 5,167,823

非支配持分 20,961 123,185

資本合計 4,226,153 5,291,009

負債及び資本合計 15,890,039 18,603,704
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2. 連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書

（単位：百万円）

注
2024年度

2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

保険収益 26 5,065,520 5,372,921

保険サービス費用 27 4,401,125 4,459,715

再保険損益 28 △360,232 △324,914

保険サービス損益 304,162 588,290

金利収益 29 105,817 106,582

その他の投資損益 29 235,852 491,052

投資経費 30 14,501 14,668

投資損益 327,168 582,966

保険金融費用（純額） 29 272,708 305,419

再保険金融収益（純額） 29 65,274 67,360

保険金融損益 △207,434 △238,059

金融損益 119,734 344,907

その他の営業収益 220,689 228,575

一般管理費 30 91,390 141,916

その他の金融費用 31 18,026 24,547

その他の収益 32 17,464 27,506

その他の費用 32 197,605 183,162

持分法による投資損益 17 △24,749 3,571

その他の損益 △93,617 △89,972

税引前利益 330,279 843,226

法人所得税費用 19 85,068 200,270

当期利益 245,210 642,955

当期利益の帰属

親会社の所有者 243,132 640,086

非支配持分 2,078 2,868

1株当たり当期利益

基本的1株当たり当期利益 34 250円90銭 701円03銭

希薄化後1株当たり当期利益 34 250円90銭 701円03銭

( ) ( )
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連結包括利益計算書

（単位：百万円）

注
2024年度

2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

当期利益 245,210 642,955

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目：

資本性金融商品に対する投資 29 27,141 433,962

確定給付制度の再測定 20 △8,155 4,577

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 17 217 △357

純損益に振り替えられることのない項目合計 19,203 438,183

純損益に振り替えられる可能性のある項目：

負債性金融商品に対する投資 29 △228,833 △292,473

キャッシュ・フロー・ヘッジ 11 － △503

在外営業活動体の換算差額 △25,730 159,375

保険契約に係る割引率変動差額 29 375,113 388,845

再保険契約に係る割引率変動差額 29 △345 △3

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 17 △542 △343

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 119,661 254,897

その他の包括利益 33 138,864 693,080

当期包括利益 384,075 1,336,035

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 381,260 1,328,436

非支配持分 2,815 7,598

( ) ( )
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3. 連結持分変動計算書
2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：百万円）

注

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

資本性 
金融商品に 
対する投資

確定給付 
制度の 
再測定

負債性 
金融商品に 
対する投資

期首残高 100,045 33,156 3,120,777 △4,125 1,109,491 － △199,198

超インフレによる影響額 4,976

期首残高（調整後） 100,045 33,156 3,125,753 △4,125 1,109,491 － △199,198

当期包括利益

当期利益 243,132

その他の包括利益 33 27,358 △8,199 △228,833

当期包括利益合計 － － 243,132 － 27,358 △8,199 △228,833

所有者との取引額等

配当金 25 △103,915

自己株式の取得 23 △48 △186,125

自己株式の処分 23 △411 1,832

株式報酬取引 24 36

利益剰余金への振替 256,105 △264,305 8,199

その他 △33

所有者との取引額等合計 － △423 152,190 △184,292 △264,339 8,199 －

期末残高 100,045 32,733 3,521,076 △188,418 872,510 － △428,032

注

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

合計在外営業 
活動体の 
換算差額

保険契約に 
係る割引率 
変動差額

再保険契約に
係る割引率 
変動差額

合計

期首残高 172,923 △224,962 △486 857,767 4,107,621 19,576 4,127,198

超インフレによる影響額 － 4,976 4,976

期首残高（調整後） 172,923 △224,962 △486 857,767 4,112,597 19,576 4,132,174

当期包括利益

当期利益 － 243,132 2,078 245,210

その他の包括利益 33 △26,965 375,113 △345 138,127 138,127 737 138,864

当期包括利益合計 △26,965 375,113 △345 138,127 381,260 2,815 384,075

所有者との取引額等

配当金 25 － △103,915 △1,588 △105,504

自己株式の取得 23 － △186,173 △186,173

自己株式の処分 23 － 1,421 1,421

株式報酬取引 24 － 36 36

利益剰余金への振替 △256,105 － －

その他 △33 △33 157 123

所有者との取引額等合計 － － － △256,139 △288,665 △1,431 △290,096

期末残高 145,957 150,151 △831 739,755 4,205,192 20,961 4,226,153
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

（単位：百万円）

注

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素
資本性 
金融商品に 
対する投資

確定給付 
制度の 
再測定

負債性 
金融商品に 
対する投資

キャッシュ・
フロー・ 
ヘッジ

期首残高 100,045 32,733 3,521,076 △188,418 872,510 － △428,032 －
超インフレによる影響額 3,974

期首残高（調整後） 100,045 32,733 3,525,051 △188,418 872,510 － △428,032 －
当期包括利益
当期利益 640,086

その他の包括利益 33 433,605 4,578 △292,473 △503

当期包括利益合計 － － 640,086 － 433,605 4,578 △292,473 △503

所有者との取引額等
配当金 25 △140,113

自己株式の取得 23 △75 △229,290

自己株式の処分 23 0 181

自己株式の消却 23 △219,622 219,622

株式報酬取引 24 △328

連結範囲の変動
利益剰余金への振替 319,295 △314,717 △4,578

その他 △153

所有者との取引額等合計 － △220,179 179,181 △9,486 △314,717 △4,578 － －
期末残高 100,045 △187,445 4,344,319 △197,905 991,399 － △720,506 △503

注

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

合計在外営業 
活動体の 
換算差額

保険契約に
係る割引率
変動差額

再保険契約に
係る割引率 
変動差額

合計

期首残高 145,957 150,151 △831 739,755 4,205,192 20,961 4,226,153

超インフレによる影響額 － 3,974 3,974

期首残高（調整後） 145,957 150,151 △831 739,755 4,209,166 20,961 4,230,127

当期包括利益
当期利益 － 640,086 2,868 642,955

その他の包括利益 33 154,301 388,845 △3 688,349 688,349 4,730 693,080

当期包括利益合計 154,301 388,845 △3 688,349 1,328,436 7,598 1,336,035

所有者との取引額等
配当金 25 － △140,113 △2,508 △142,622

自己株式の取得 23 － △229,366 △229,366

自己株式の処分 23 － 181 181

自己株式の消却 23 － － －
株式報酬取引 24 － △328 △328

連結範囲の変動 － － 96,925 96,925

利益剰余金への振替 △319,295 － －
その他 － △153 209 56

所有者との取引額等合計 － － － △319,295 △369,779 94,625 △275,153

期末残高 300,259 538,996 △835 1,108,810 5,167,823 123,185 5,291,009
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4. 連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

注
2024年度

2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 330,279 843,226

減価償却費及び償却費 103,363 107,286

減損損失 3,329 6,283

投資損益（△は益） △341,824 △597,635

その他の金融費用 17,987 24,547

持分法による投資損益（△は益） 24,749 △3,571

保険契約負債の増減（△は減少） 253,556 206,890

再保険契約資産の増減（△は増加） 7,091 △85,818

退職給付に係る負債の増減（△は減少） △5,514 △7,305

引当金の増減（△は減少） 66 81

その他 △26,829 39,810

小計 366,256 533,793

利息の受取額 327,883 381,951

配当金の受取額 54,107 50,030

利息の支払額 △18,407 △24,857

法人所得税等の支払額 △156,832 △234,498

営業活動によるキャッシュ・フロー 573,009 706,419

投資活動によるキャッシュ・フロー

リバース・レポ取引及び他の類似の担保付貸付の純増減額 
（△は増加） － △36,065

投資有価証券の取得による支出 △2,088,689 △3,221,759

投資有価証券の売却・償還による収入 2,142,404 3,602,763

預貯金の純増減額（△は増加） △34,358 △23,628

貸付けによる支出 △111,095 △120,812

貸付金の回収による収入 129,923 116,787

レポ取引及び他の類似の担保付借入の純増減額（△は減少） △232,117 △136,753

有形固定資産の取得による支出 △25,357 △34,772

有形固定資産の売却による収入 2,523 4,191

無形資産の取得による支出 △32,425 △25,194

無形資産の売却による収入 195 12

子会社の取得による支出 6 － △300,345

子会社の売却による収入 7,506 －

子会社の売却による支出 △2,226 －

その他 △28,517 △57,336

投資活動によるキャッシュ・フロー △272,236 △232,914

( ) ( )
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（単位：百万円）

注
2024年度

2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

財務活動によるキャッシュ・フロー

レポ取引及び他の類似の担保付借入の純増減額（△は減少） △155,078 －

借入れによる収入 6,570 9,141

借入金の返済による支出 △5,583 △10,863

自己株式の売却による収入 577 0

自己株式の取得による支出 △186,125 △229,290

配当金の支払額 △103,794 △140,017

非支配持分への配当金の支払額 △254 △1,908

その他 △37,972 △39,758

財務活動によるキャッシュ・フロー △481,660 △412,697

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,224 46,559

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △189,111 107,368

現金及び現金同等物の期首残高 1,216,739 1,027,628

現金及び現金同等物の期末残高 7 1,027,628 1,134,996

( ) ( )
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5. 連結財務諸表注記等

1. 報告企業
　ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社（以下「当社」といいます。）は日本国に拠点を置く株式会社であり、登記上の本社の住所は、
東京都新宿区西新宿一丁目26番1号であります。
　当社グループの連結財務諸表は、当社および子会社ならびに関連会社に対する持分で構成されております。当社グループ
の事業内容は、注記「5. セグメント情報」に記載しております。

2. 連結財務諸表作成の基礎
（1） IFRSに準拠している旨

　当社の連結財務諸表は、国際会計基準審議会によって公表されたIFRSに準拠して作成しております。当社は、連結財務諸
表規則第1条の2第1号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たしているため、同第312条の規定を適用
しております。
　本連結財務諸表は、2026年6月17日に、グループCEO 取締役 代表執行役社長 奥村幹夫およびグループCFO 代表執
行役副社長 田尻克至によって承認されております。

（2） 測定の基礎
　連結財務諸表は、注記「3. 重要性がある会計方針」に記載のとおり、保険契約、金融商品およびトルコにおける超インフレ
会計の適用等を除き、取得原価を基礎として作成しております。

（3） 表示通貨および表示単位
　連結財務諸表は当社の機能通貨である円（百万円単位、単位未満切捨て）で表示しております。

（4） 新会計基準等の早期適用
　連結財務諸表の作成において、早期適用した新会計基準等はありません。

（5） 未適用の公表済み基準書および解釈指針
　当社グループの連結財務諸表の承認日までに公表されている主な基準書および解釈指針は、次のとおりであります。なお、
これらの適用による当社グループへの影響は検討中であり、現時点で見積ることはできません。

IFRS
強制適用時期 

（～以降開始年度）
当社グループ 
適用時期 新設・改訂内容

IFRS第18号 財務諸表における表示
及び開示 2027年1月1日 2028年3月期

 • 損益計算書における比較可能性の改善
 • 経営者が定義した業績指標の透明性の向上
 • 財務諸表における情報のより有用なグルーピング

IFRS第9号
IFRS第7号

金融商品の分類 
及び測定に関する修正 2026年1月1日 2027年3月期

 • 金融資産の分類に関する明確化と関連する開示要
求の追加

 • 資本性金融商品に係る開示規定の改訂

業績・コーポレートデータレポート2026
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3. 重要性がある会計方針
　連結財務諸表の作成にあたり適用した重要性がある会計方針は次のとおりであります。
（1） 連結の基礎

①　子会社
　子会社とは当社グループにより支配されている企業であり、当社グループが投資先への関与により生じる変動リターン
に対するエクスポージャーまたは権利を有しており、かつ、投資先に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力
を有している場合に、その企業を支配していると判断しております。
　なお、当社グループの連結財務諸表には、当社および子会社が支配するストラクチャード・エンティティの勘定をすべて
含んでおります。ストラクチャード・エンティティとは、議決権または類似の権利が支配の有無の判定において決定的な要因
とならないように設計された事業体であります。当社および子会社は、ストラクチャード・エンティティに対する支配の有無を、
議決権または類似の権利の保有割合に加え、投資先に対する契約上の取決めなどを勘案して総合的に判定し、支配を有す
るストラクチャード・エンティティを連結しております。
　当社および当社が直接または間接に支配する子会社について、当社が支配を獲得した日から、当社が支配を喪失する日
まで連結しており、すべての重要な連結会社間の債権・債務残高および取引高は、連結財務諸表作成にあたり消去してお
ります。

②　関連会社および共同支配の取決め
　関連会社とは、当社グループがその経営および財務の方針に関する経営管理上の意思決定に対して、重要な影響力を有
するが、支配的持分は有しない企業をいいます。一般的に、当社グループが議決権の20%から50%を保有する場合には、
重要な影響力があると推定されております。当社グループが重要な影響力を有しているか否かの評価にあたり考慮される
その他の要因には、取締役会への役員の派遣等があります。これらの要因が存在する場合には、当該企業に対する当社グルー
プの投資が議決権株式の20%未満であったとしても、当社グループが重要な影響力を有することがあります。
　なお、当社は、国内損害保険子会社を通じて、日本地震再保険株式会社の議決権の26.6%を所有しておりますが、同社
事業の公共性を踏まえ、同社の財務および営業または事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができないと判
断されることから、関連会社から除いております。
　共同支配とは、取決めに対する契約上合意された支配の共有であり、取決めの変動リターンに重要な影響を及ぼす活動
に関する意思決定に、支配を共有している当事者の全員一致の合意を必要とする場合にのみ存在します。共同支配の取決
めへの投資は、各投資家が有する契約上の権利および義務に基づいて、共同支配事業か共同支配企業のいずれかに分類
されます。共同支配事業とは、取決めに対する共同支配を有する当事者が、当該取決めに関する資産に対する権利および
負債に対する義務を有している場合の共同支配の取決めであり、共同支配企業とは、取決めに対する共同支配を有する当
事者が、当該取決めの純資産に対する権利を有している場合の共同支配の取決めをいいます。
　関連会社および共同支配企業に対する持分の投資は、IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」（以
下「 IFRS第5号」といいます。）に従って会計処理される、売却目的で保有する資産に分類される場合を除いて、持分法によ
り会計処理しております。関連会社および共同支配企業の経営成績に対する当社グループの持分は、当社グループの会計
方針と整合するように修正され、連結損益計算書において持分法による投資損益として認識しております。取引に係る未
実現損益は、投資先に対する当社グループの持分の範囲で消去されております。持分法による会計処理では、関連会社お
よび共同支配企業に対する当社グループの投資は、当初、取得原価で計上された後、取得後の純利益または損失に対する
当社グループの持分および当該関連会社または共同支配企業の資本または純資産に直接反映されたその他の変動に対す
る当社グループの持分を反映して、増額または減額されております。
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（2） 企業結合
　企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、被取得企業の支配と交換に譲渡した資産、引き受けた負
債および当社が発行する資本性金融商品の取得日の公正価値の合計として測定しております。
　取得日において識別可能な資産および負債は、以下を除き、取得日における公正価値で測定しております。
・  繰延税金資産または繰延税金負債および従業員給付契約に関連する負債または資産は、それぞれIAS第12号「法人所

得税」（以下「 IAS第12号」といいます。）およびIAS第19号「従業員給付」に従って認識し測定しております。
・  株式報酬に関連する負債は、IFRS第2号「株式に基づく報酬」に従って認識し、測定しております。
・  IFRS第5号に従って売却目的に分類される資産または処分グループは、当該基準書に従って測定しております。
・  IFRS第17号「保険契約」（以下「 IFRS第17号」といいます。）の範囲に含まれる契約グループは、当該基準書に従って測

定しております。
　のれんは、取得対価、取得日時点で測定した被取得企業の非支配持分の金額および当社グループが以前より保有してい
た被取得企業に対する持分の支配獲得日における公正価値の合計が、取得日時点における識別可能な資産および負債の正
味価額を上回る場合に、その超過額として測定しております。この差額が負の金額である場合には、ただちに純損益として認
識しております。非支配持分は、公正価値で測定するか、または被取得企業の識別可能な純資産の比例持分で測定するかを、
取得日に個々の企業結合ごとに選択しております。
　企業結合を達成するために発生した取得関連コストは、発生時に費用として認識しております。

（3） 外貨換算
①　外貨建取引
　外貨建取引は、取引日における為替レートにより機能通貨に換算しております。外貨建の貨幣性資産および負債は、期
末日における為替レートにより換算しております。公正価値で測定される外貨建の非貨幣性資産および負債は、公正価値
が測定された日における為替レートにより機能通貨に換算しております。
　外貨建の貨幣性資産および負債の換算および決済により生じる為替換算差額は、発生する期間の純損益として認識して
おります。ただし、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産（以下「FVTOCI」といいます。）のうち資本
性のものおよびキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる為替換算差額については、その他の包括利益として認識しております。

②　在外営業活動体
　在外営業活動体の資産および負債（取得により発生したのれんおよび公正価値の調整を含む）については、決算日にお
ける為替レートにより表示通貨に換算しております。在外営業活動体の収益および費用は、その期間中の為替レートが著し
く変動していない限り、期中平均為替レートで表示通貨に換算しております。
　在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外営業活
動体の持分全体の処分および支配、重要な影響力または共同支配の喪失を伴う持分の一部処分の発生時に、当該為替換
算差額は処分損益の一部として純損益で認識しております。

（4） 現金及び現金同等物
　現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されております。
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（5） 金融商品
①　非デリバティブ金融資産
（a） 当初認識および測定

　非デリバティブ金融資産は、金融資産を契約条項の当事者となった時点で当初認識しております。すべての金融資産は、
純損益を通じて公正価値で測定（以下「FVTPL」といいます。）される場合を除き、公正価値に取引コストを加算した金額
で当初測定しております。
　当初認識時において、非デリバティブ金融資産を償却原価で測定される金融資産、FVTOCIまたはFVTPLに分類して
おります。
償却原価で測定される金融資産
　以下の要件を満たす場合には、償却原価で測定される金融資産に分類しております。
・  契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、金融資

産が保有されている。
・  金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日に

生じる。
FVTOCI

（ⅰ） その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産（以下「負債性FVTOCI」といいます。）
　以下の要件を満たす場合には、負債性FVTOCIに分類しております。
 ・   契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルに基づいて、金融資産が

保有されている。
 ・   金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日

に生じる。
（ⅱ） その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産（以下「資本性FVTOCI」といいます。）

　当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包括利益に表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産
については、資本性FVTOCIに分類しております。

FVTPL

　償却原価で測定される金融資産またはFVTOCI以外の金融資産は、FVTPLに分類しております。
　ただし、純損益を通じて公正価値で測定しない金融資産について、FVTPLとして指定することにより、会計上のミスマッ
チを除去または大幅に低減する場合には、当初認識時にFVTPLとして指定する取消不能な選択をする場合があります。

（b） 事後測定
　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定しております。
償却原価で測定される金融資産
　償却原価で測定される金融資産については、実効金利法による償却原価で測定しております。また、償却原価で測定
する金融資産に係る利息発生額は連結損益計算書の「金利収益」に含まれております。
FVTOCI

（ⅰ） 負債性FVTOCI

　負債性FVTOCIについては、当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は、減損損失（戻入）および為替差損益を
除き、当該金融資産の認識の中止が行われるまで、その他の包括利益として認識しております。当該金融資産の認識
の中止が行われる場合、過去に認識したその他の包括利益累積額は純損益に振り替えております。

（ⅱ） 資本性FVTOCI

　資本性FVTOCIについては、当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は、その他の包括利益として認識してお
ります。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、過去に認識したその他の包括利益累積額は利益剰余金に直接
振り替えております。なお、当該金融資産からの配当金については純損益として認識しております。

FVTPL

　FVTPLについては、当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。
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（c） 認識の中止
　金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合または契約上のキャッシュ・フローを受け
取る権利を譲渡することにより、実質的に所有に伴うすべてのリスクと経済価値が移転した場合に、当該金融資産の認
識を中止しております。

②　非デリバティブ金融負債
（a） 当初認識および測定

　非デリバティブ金融負債は、当社グループが発行した負債性金融商品をその発行日に当初認識しており、その他のす
べての金融負債を当社グループが当該金融負債の契約当事者になる取引日に当初認識しております。すべての金融負
債は、公正価値から取引コストを控除した金額で当初測定しております。
　当初認識時において、非デリバティブ金融負債を償却原価で測定される金融負債に分類しております。

（b） 事後測定
　金融負債の当初認識後の測定は、償却原価で測定される金融負債については、実効金利法による償却原価で測定し
ております。また、償却原価で測定する金融負債に係る利息発生額は連結損益計算書の「その他の金融費用」に含めてお
ります。

（c） 認識の中止
　金融負債は消滅した時点、すなわち契約中に特定された債務が免責、取消しまたは失効となった時点で認識を中止し
ております。

③　金融資産および金融負債の相殺
　金融資産および金融負債は、認識している金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存在し、かつ、純額ベース
で決済するか、または資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、
純額で表示しております。

④　金融資産の減損
　償却原価で測定される金融資産または負債性FVTOCIに係る予想信用損失に対する信用損失引当金を認識しており
ます。ただし、負債性FVTOCIに対する信用損失引当金は、その他の包括利益で認識しております。
　当社グループは、期末日ごとに金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているかどうかを評価して
おります。当該評価を行う際には、金融資産の債務不履行発生のリスクを期末日現在と当初認識日現在で比較し、当初
認識以降の信用リスクの著しい増大を示す、過大なコストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報を考
慮しております。
　なお、当社グループは、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融資産に係る
信用リスクが当初認識以降に著しく増大していないと推定しております。
　金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る信用損失引当金を全
期間の予想信用損失に等しい金額で測定し、著しく増加していない場合には、12か月の予想信用損失に等しい金額で測
定しております。
　当社グループは、金融資産の予想信用損失を次のものを反映する方法で見積っております。
・ 一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・ 貨幣の時間価値
・  過去の事象、現在の状況および将来の経済状況の予測についての、期末日において過大なコストや労力を掛けずに

利用可能な合理的で裏付け可能な情報
　予想信用損失は、金融資産の予想存続期間にわたる信用損失の確率加重した見積りであります。信用損失は、契約に
基づいて当社グループが受け取るべき契約上のキャッシュ・フローと当社グループが受け取ると見込んでいるキャッシュ・
フローとの差額の現在価値であります。
　金融資産の予想信用損失は、減損損失として純損益に認識しております。減損損失認識後に減損損失を減額する事象
が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れしております。
　また、当社グループは、金融資産の全体または一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、金融
資産の総額での帳簿価額を直接減額しております。
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⑤　デリバティブおよびヘッジ会計
　当社グループは、為替リスクや金利リスクなどをヘッジするために、為替予約、通貨スワップ、通貨オプション、金利スワッ
プおよび株価指数先物などのデリバティブを利用しております。当該デリバティブは、FVTPLに分類し、契約が締結された
時点の公正価値で当初測定し、その後も公正価値で事後測定しております。
　デリバティブの公正価値の変動額は、純損益として認識しております。ただし、キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分は
その他の包括利益として認識しております。
（a） ヘッジ会計の適格要件

　当社グループは、ヘッジ関係がヘッジ会計の適格要件を満たすかどうかを評価するために、取引開始時にヘッジ手段
とヘッジ対象との関係ならびに種々のヘッジ取引の実施についてのリスク管理目的および戦略について文書化しており
ます。また、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フローの変動を相殺するに際
し、ヘッジ有効性の要求をすべて満たしているかどうかを判定する方法は、ヘッジ開始時に文書化しており、継続的な評
価を実施しております。なお、ヘッジ有効性の継続的な評価は、各期末日またはヘッジ有効性の要求に影響を与える状況
の重大な変化があった時のいずれか早い方において行っております。

（b） 適格なヘッジ関係の会計処理
　ヘッジ会計の適格要件を満たすヘッジ関係については、次のように会計処理しております。
公正価値ヘッジ
　ヘッジ手段に係る公正価値の変動額は、純損益として認識しております。ヘッジ対象に係る公正価値の変動額のうち、
ヘッジ対象のリスクに起因する利得または損失は帳簿価額を調整するとともに純損益として認識しております。
キャッシュ・フロー・ヘッジ
　ヘッジ手段に係る公正価値の変動額のうち、有効部分はその他の包括利益として認識し、非有効部分はただちに純損
益として認識しております。なお、通貨スワップに係る通貨ベーシス・スプレッド部分はヘッジ手段から除外し、ヘッジコ
ストとしてその他の包括利益で認識し、累積額はその他の資本の構成要素に含めております。
　ヘッジされた予定取引がその後に非金融資産もしくは非金融負債の認識を生じる場合または非金融資産もしくは非金
融負債に係るヘッジされた予定取引が公正価値ヘッジの適用される確定約定となった場合、その他の包括利益を通じて
認識した利得または損失の累積額を直接、当該資産または負債の当初原価またはその他の帳簿価額に振り替えております。
　上記以外のキャッシュ・フロー・ヘッジは、その他の包括利益を通じて認識した利得または損失の累積額をヘッジされ
た予想将来キャッシュ・フローが純損益に影響を与えるのと同じ期間に純損益に振り替えております。
　ヘッジ手段に係る公正価値の変動額のうち、発生した非有効部分はただちに純損益に計上しております。
　ヘッジ会計を中止する場合、その他の包括利益を通じて認識した利得または損失の累積額は、ヘッジされた将来キャッ
シュ・フローの発生が依然見込まれる場合には、当該キャッシュ・フローが発生するまでその他の資本の構成要素に残し、
ヘッジされた将来キャッシュ・フローの発生がもはや見込まれない場合には、ただちに純損益に振り替えております。

（6） 有形固定資産（使用権資産を除く）
①　認識および測定
　有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額で計上してお
ります。取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除去および土地の原状回復費用が含まれております。有
形固定資産の処分損益（処分により受け取る金額の純額と有形固定資産の帳簿価額との差額として算定）は、その他の収益
またはその他の費用として純損益で認識しております。

②　減価償却
　有形固定資産項目は、償却可能額（取得原価から残存価額を控除した金額）を規則的にその耐用年数にわたって減価償
却しております。当社グループは、資産から得ることができる将来の経済的便益の消費パターンを反映した方法として主と
して定額法によっております。
　有形固定資産項目の減価償却は、資産の稼動が可能になった時より開始し、資産が消滅（滅却もしくは売却）または売却
目的で保有する資産に分類された日のいずれか早い日に終了します。
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　重要な有形固定資産項目の見積耐用年数は、次のとおりであります。なお、見積耐用年数、残存価額および減価償却方
法は、期末日ごとに見直しており、見積りの変更による影響は、見積りを変更した期間および将来の期間において認識して
おります。
・ 建物 3年～75年
・ その他 2年～20年

（7） 無形資産
　無形資産は原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した額で計上しております。個別
に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合で取得した無形資産の取得原価は、取得日現
在における公正価値で測定しております。
　内部利用目的のソフトウェアを開発するための支出については、信頼性をもって測定可能であり、将来の経済的便益を得ら
れる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該資産を使用または販売する意図およびそのための十分な資源を有
している場合に限り自己創設無形資産として資産計上しております。
　資産計上したソフトウェアに係る支出は、取得価額から償却累計額および減損損失累計額を控除した額で計上しております。
　耐用年数を確定できない無形資産および未だ使用可能でない無形資産は、償却しておりません。耐用年数を確定できない
無形資産は、当該資産の耐用年数を確定できないものと判断する事象または状況が引き続き存在しているか否かについて、
期末日ごとに見直しを行っております。
　耐用年数を確定できる無形資産は、それぞれの耐用年数にわたり定額法で償却しております。償却方法、耐用年数および
残存価額は、期末日ごとに見直しを行い、必要に応じて改定しております。
　主な耐用年数は次のとおりであります。
・ ソフトウェア 5年～10年
・ その他の無形資産 2年～24年

　減損については、「（10）非金融資産の減損」に記載しております。

（8） のれん
　当初認識時におけるのれんの測定については、「（2）企業結合」に記載しております。当初認識後ののれんについては償却
を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。減損については、「（10）非金融資産の減損」に
記載しております。

（9） リース
　契約の開始時に、当該契約がリースであるか、またはリースを含んだものであるかを判定し、使用権資産およびリース負
債を認識しております。使用権資産は、契約開始日に取得原価で当初測定しており、その取得原価は、リース負債の金額およ
び発生した初期直接コスト等から構成されております。リース負債は、契約開始日における未払リース料を、追加借入利子率
を用いて割り引いた現在価値で当初測定しております。
　開始日後においては、使用権資産は、開始日から使用権資産の耐用年数の終了時またはリース期間の終了時のいずれか
早い時点まで、定額法により減価償却しております。使用権資産の耐用年数は、有形固定資産の耐用年数と同じ基準で決定
しております。また、リース負債は、実効金利法を用いて測定しており、リースの条件変更または見直しを反映するように再
測定しております。
　当社グループは、連結財政状態計算書において、使用権資産を「有形固定資産」に、リース負債を「その他の負債」に含めて
表示しております。
　なお、リース期間が12か月以内の短期リースおよび少額資産のリースに係る使用権資産およびリース負債を認識しないこ
とを選択しており、リース料をリース期間にわたり定額法により費用として認識しております。
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（10） 非金融資産の減損
　繰延税金資産を除く非金融資産について、期末日ごとに減損している可能性を示す兆候があるか否かを判断しております。
減損の兆候が存在する場合には、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれんおよび耐用年数を確定できないまた
は未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎年同時期に見積っております。
　回収可能価額は、資産または資金生成単位の使用価値と売却費用控除後の公正価値のうち、いずれか高い金額としており
ます。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローの見積額を貨幣の時間的価値および当該資産の固有のリスクを反映した税引
前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。減損損失は、資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下
回っている場合に、純損益として認識しております。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、最初に、その単位に配分
されたのれんの帳簿価額を減額し、次に、当該資金生成単位内の各資産の帳簿価額に基づいた比例按分により、当該単位の
中の他の帳簿価額を減額するように配分しております。
　のれんに関する減損損失については、戻し入れておりません。過去の期間において、のれん以外の資産について認識した
減損損失は、期末日ごとに、損失の減少または消滅を示す兆候の有無を判断しております。減損の戻入れの兆候があり、回
収可能価額の決定に使用した見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れております。減損損失の戻入れについては、減
損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費または償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限
としております。
　持分法適用会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは別個に認識されておらず、個別に減損テストを実施し
ておりませんが、持分法適用会社に対する投資の総額を単一の資産として、持分法適用会社に対する投資が減損しているか
もしれないという客観的な証拠が存在する場合に、減損テストの対象としております。

（11） 保険契約および再保険契約
①　分類
　保険契約者または他の保険会社から重大な保険リスクを引き受けている契約を保険契約として分類しており、また、基礎
となる保険契約に係る重大な保険リスクを移転している契約を再保険契約として分類しております。また、保険契約および
再保険契約により金融リスクにもさらされております。
　当初認識時に次の要件を満たす保険契約を、直接連動有配当保険契約として分類しております。
・ 契約条件で、基礎となる項目の明確に識別されたプールに対する持分に保険契約者が参加する旨を定めている。
・ 保険契約者に基礎となる項目に対する公正価値リターンの相当な持分に等しい金額を支払うと予想している。
・ 保険契約者に支払う金額の変動の相当な部分が、基礎となる項目の公正価値の変動に応じて変動すると予想している。

　その他のすべての保険契約およびすべての再保険契約は、直接連動有配当保険契約以外の契約に分類しており、これ
らの契約の一部には、保険料配分アプローチ（Premium Allocation Approach）（以下「PAA」といいます。）を適用して測
定しております。

②　集約のレベル
　保険契約はグループごとに集約して測定しており、保険契約グループは保険契約ポートフォリオに基づいて決定してお
ります。類似したリスクにさらされ、一括して管理されている複数の契約により構成された各ポートフォリオは、契約の発行
年月およびその収益性に基づき、少なくとも次のグループに分割しております。
・ 当初認識時に不利な契約グループ
・ 当初認識時において、その後に不利となる可能性が高くない契約グループ
・ その他の契約グループ

　また、再保険契約についても同様に、少なくとも次のグループに分割しております。
・ 当初認識時に正味の利得が存在する契約グループ
・ 当初認識時において、その後に正味の利得が発生する可能性が高くない契約グループ
・ その他の契約グループ
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③　当初認識
　発行した保険契約グループを次のうちの最も早い日から認識しております。
・ 契約グループのカバー期間の開始時
・ 契約グループ内の保険契約者からの初回支払期日
・ 事実および状況が保険契約の属するグループが不利であることを示している日

　ただし、契約上の支払期日がない場合には、保険契約者から最初の支払を受けた日をその支払期日とみなしております。
　また、次の日において再保険契約グループを認識しております。
・ 比例的なカバーを提供する再保険契約については、基礎となる保険契約の当初認識日
・ その他の再保険契約については、再保険契約グループのカバー期間の開始日

　ただし、カバー期間の開始前から基礎となる不利な保険契約グループを認識し、関連する再保険契約がそれ以前に締結
されていた場合、再保険契約グループは、その保険契約グループの当初認識日に認識しております。
　なお、企業結合で取得した保険契約および再保険契約については、取得日に認識しております。

④　契約の境界線
　契約グループの測定においては、契約の境界線内の将来キャッシュ・フローのすべてを含めております。
　保険契約グループについては、保険契約者に保険料の支払を強制できる報告期間中またはサービスを提供する実質的
な義務を有している報告期間中に存在する実質的な権利および義務から生じるキャッシュ・フローは、契約の境界線内にあ
ると判断しております。サービスを提供する実質的な義務は、次のいずれかの場合に終了すると判断しております。
・  特定の保険契約者のリスクを再評価する実務上の能力を有していて、その再評価したリスクを完全に反映する価格ま

たは給付水準を設定できる場合
・  当該契約を含むポートフォリオのリスクを再評価する実務上の能力を有していて、そのポートフォリオのリスクを完全に

反映する価格または給付水準を設定でき、かつ、その再評価日までの保険料の価格設定にその再評価日後の期間に係
るリスクが考慮されない場合

　また、再保険契約グループについては、再保険者から支払を強制される報告期間中または再保険者からサービスを受領
する実質的な権利を有している報告期間中に存在する実質的な権利および義務から生じるキャッシュ・フローは、契約の境
界線内にあると判断しております。再保険者からサービスを受領する実質的な権利は、次のいずれかの場合に終了すると
判断しております。
・  再保険者が、移転されたリスクを再評価する実務上の能力を有していて、その再評価したリスクを完全に反映する価格
または給付水準を設定できる場合

・ 再保険者が、カバーを終了させる実質的な権利を有する場合
⑤　測定－PAAを適用せずに測定する契約
保険契約
（a） 当初測定

　当初認識時に、保険契約グループを、履行キャッシュ・フロー（見積将来キャッシュ・フロー（貨幣の時間価値および関
連する金融リスクを反映するように調整）および非金融リスクに係るリスク調整で構成される）ならびに契約上のサービス・
マージン（Contractual Service Margin）（以下「CSM」といいます。）の合計額で測定しております。
　保険契約グループのCSMは、その契約に基づきサービスを提供するにつれて認識することとなる未稼得利益を表し
ております。保険契約グループの当初認識時において、履行キャッシュ・フロー、その日に生じたキャッシュ・フローなら
びに保険獲得キャッシュ・フロー（以下「新契約費」といいます。）に係る資産および当該保険契約グループに係るキャッシュ・
フローについて過去に認識した資産または負債の認識の中止から生じた金額の合計が、正味のインフローである場合には、
当該保険契約グループは不利な契約ではありません。この場合、CSMはその正味のインフローと同額で正負が逆の金
額として測定しており、当初認識時に発生する損益はありません。その合計が正味のアウトフローの場合には、当該保険
契約グループは不利な契約グループとなり、その正味のアウトフローは、当初認識時に損失として純損益で認識しており
ます。
　なお、企業結合で取得した保険契約グループについては、その保険契約に対して受け取った対価（取得日時点の保険
契約の公正価値）を、取得日時点で受領する保険料の代用としてその合計に含めております。
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（b） 事後測定
　期末日現在における保険契約グループの帳簿価額は、残存カバーに係る負債と発生保険金に係る負債の合計であり
ます。残存カバーに係る負債は、将来の期間において契約に基づき提供されることとなるサービスに係る履行キャッシュ・
フローおよび期末日の残存CSMで構成されております。発生保険金に係る負債は、まだ支払われていない発生保険金（発
生しているがまだ報告されていない保険金を含む）および関連する費用に係る履行キャッシュ・フローで構成されており
ます。
　保険契約グループの履行キャッシュ・フローは、期末日時点で、将来キャッシュ・フローに関する現在の見積り、現在の
割引率および非金融リスクに係るリスク調整に関する現在の見積りを用いて測定されております。なお、当初認識後の
各契約グループに係るCSMを報告期間ごとに計算しており、その後の報告期間において、従前行われた会計上の見積
りの取扱いを変更しない会計方針を採用しております。

（i） 直接連動有配当保険契約以外の保険契約
　期末日におけるCSMの帳簿価額は、期首における帳簿価額を、次の項目で調整した金額であります。
・  当期中にグループに加えられた新契約のCSM

・  当期中にCSMの帳簿価額に対して発生し、計上した利息（当初認識時に決定した割引率で測定）
・  将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動（ただし、次の場合を除く）
 － 履行キャッシュ・フローの増加がCSMの帳簿価額を上回り、損失要素が発生した場合（超過額は損失として純損益

で認識）
 －履行キャッシュ・フローの減少が損失要素に配分される場合（過去に純損益で認識した損失の戻入れが発生）
・  CSMに係る為替換算差額の影響
・  当期間にサービスを提供したことにより、保険収益として認識した金額

（ii） 直接連動有配当保険契約
　期末日におけるCSMの帳簿価額は、期首における帳簿価額を、次の項目で調整した金額であります。
・  当期中にグループに加えられた新契約のCSM

・  基礎となる項目の公正価値に対する当社グループの持分金額の変動（ただし、次の場合を除く）
　－持分金額の減少がCSMの帳簿価額を上回り、損失要素が発生した場合（超過額は損失として純損益で認識）
　－持分金額の増加が損失要素に配分される場合（過去に純損益で認識した損失の戻入れが発生）
・  将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動（ただし、次の場合を除く）
 － 履行キャッシュ・フローの増加がCSMの帳簿価額を上回り、損失要素が発生した場合（超過額は損失として純損益

で認識）
　－履行キャッシュ・フローの減少が損失要素に配分される場合（過去に純損益で認識した損失の戻入れが発生）
・  CSMに係る為替換算差額の影響
・  当期間にサービスを提供したことにより、保険収益として認識した金額

再保険契約
　当社グループは、原則として保険契約グループと同一の会計方針を適用して再保険契約グループを測定しておりますが、
一部の測定方法については保険契約グループと異なっております。
　将来キャッシュ・フローの見積りにおいては基礎となる保険契約グループの見積りに用いた仮定と首尾一貫した仮定を利
用しておりますが、保険契約グループとは異なり、再保険者の不履行リスクに関する調整を考慮しております。再保険者の
不履行リスクの影響は期末日ごとに評価し、その不履行リスクの変動の影響は純損益で認識しております。また、再保険契
約グループは、不利になることはありません。
　再保険契約グループが、基礎となる不利な保険契約グループの認識以前またはそれと同時に締結されている場合には、
その保険契約グループの当初認識時に計上される損失に対して、再保険契約グループのCSMを調整し、収益を認識して
おります。
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　損失回収要素は、再保険契約グループにおけるCSMの調整を表すものとして、次の項目を乗じて設定しており、その後
の変動に応じて調整しております。
・  基礎となる保険契約グループについて認識した損失
・   基礎となる保険契約グループに係る保険金請求のうち、保有している再保険契約グループから回収できると見込む

割合
⑥　測定－PAAを適用して測定する契約
　次のいずれかに該当する契約グループには、原則としてPAAを適用しております。
・  契約グループ内の各契約のカバー期間が1年以内である契約グループ
・   PAAを適用して測定した結果が、上記⑤の測定を適用した結果と重要な相違がないと合理的に予想される契約

グループ
保険契約
　各保険契約グループの当初認識時の残存カバーに係る負債の帳簿価額は、当初認識時に受け取った保険料により測定
しており、新契約費および新契約費に係る資産や当該保険契約グループに係るキャッシュ・フローについて過去に認識した
資産または負債の認識の中止から生じた金額は残存カバーに係る負債から控除しております。なお、新契約費については、
保険契約グループに規則的かつ合理的な方法で配分しております。
　残存カバーに係る負債の帳簿価額は、事後測定において受け取った保険料および費用として認識した新契約費の償却に
よって増加し、提供したカバーについて保険収益として認識した金額および当初認識後に配分された追加的な新契約費に
より減少しております。また、重大な金融要素がある場合には、残存カバーに係る負債について貨幣の時間価値および金
融リスクの影響を反映するような調整を行っております。
　カバー期間中のいずれかの時点で、保険契約グループが不利であることを事実および状況が示している場合には、残存
カバーに係る履行キャッシュ・フローの現在の見積りが残存カバーに係る負債の帳簿価額を上回る範囲で、損失を純損益で
認識し、残存カバーに係る負債を増額しております。この履行キャッシュ・フローには貨幣の時間価値および金融リスクの
影響を反映しております。
　保険契約グループの発生保険金に係る負債については、発生保険金に関連する履行キャッシュ・フローの金額で認識し
ております。その履行キャッシュ・フローは、保険金請求の発生日から1年以内に支払われる見込みがない場合には、現在
の割引率で割引計算をしております。
再保険契約
　原則として保険契約グループと同一の会計方針を適用して再保険契約グループを測定しておりますが、必要に応じて保
険契約グループと異なる特徴を反映するように調整を行っております。損失回収要素が、PAAを適用して測定した再保険
契約グループに対して発生する場合には、CSMを調整する代わりに、残存カバーに係る資産の帳簿価額を調整しております。

⑦　認識の中止および契約の条件変更
　契約が消滅する場合（すなわち、契約で定められた義務の失効、免責または取消しがあった場合）のほか、会計処理を著
しく変化させるような契約の条件変更があった場合に、契約の認識の中止を行っております。

⑧　表示
　資産である保険契約のポートフォリオおよび負債である保険契約のポートフォリオならびに資産である再保険契約のポー
トフォリオおよび負債である再保険契約のポートフォリオは、連結財政状態計算書において区分して表示しております。また、
連結損益計算書および連結包括利益計算書において認識した金額を、保険サービス損益（保険収益と保険サービス費用で
構成）および保険金融収益または費用に区分して表示しております。
　再保険契約からの収益および費用は、保険契約からの収益および費用と区分して表示しており、保険金融収益または費
用を除いて、「再保険損益」として純額で保険サービス損益に表示しております。
　非金融リスクに係るリスク調整の変動は、保険サービス損益と保険金融収益または費用とに分解しております。
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（a） 保険収益
　保険収益は、投資要素を除外し、次のように認識しております。

PAAを適用せずに測定する契約
　保険収益は、保険契約グループに基づくサービスの提供に応じて認識しており、対価を受け取ることを見込むサービス
に関連する残存カバーに係る負債の変動の合計を表しております。
　また、保険料のうち新契約費の回収に関連する部分を、時の経過に基づいて規則的な方法で各期間に配分しており、配
分した金額は保険収益として認識し、同額を保険サービス費用として認識しております。
　保険収益として認識するCSMは、保険契約グループのカバー単位に基づいており、期末日に残存するCSM（配分前）を
当期間に提供した各カバー単位と将来の期間に提供することが見込まれる各カバー単位に同等に配分することによって決
定しております。カバー単位の数は、保険契約グループ内の契約によって提供されるサービスの量であり、提供される給
付の量およびカバーの予想存続期間を考慮して決定しております。なお、カバー単位は各期末日において見直し、更新し
ております。
　不利な保険契約グループの残存カバーに係る負債の損失要素を設定しており、不利な保険契約グループに基づくサービ
スの提供に応じて、履行キャッシュ・フローを損失要素と損失要素以外の残存カバーに係る負債とに規則的な方法で配分し、
損失要素に係る履行キャッシュ・フローの金額については保険収益の認識において除外しております。
　不利な保険契約グループにおいては、将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動および直接連動有配当保険
契約の基礎となる項目の公正価値に対する当社グループの持分金額の変動は、損失要素のみに配分しております。損失要
素がゼロまで減額された後は、当該保険契約グループについてCSMが新たに認識されることになります。
PAAを適用して測定する契約
　各期間の保険収益は、当期間のサービスの提供に対して予想される保険料の受取額であり、予想される保険料の受取額
を、原則として時の経過に基づいて各期間に配分しております。
（b） 保険サービス費用

　保険サービス費用は、投資要素の返済を除外した次の項目から構成されており、原則として発生時に純損益に認識し
ております。
・  発生保険金およびその他費用
・  新契約費償却額
・  不利な契約に係る損益（将来のサービスに関する変動）
・  発生保険金に係る負債の変動（過去のサービスに関する変動）

（c） 再保険損益
　再保険損益は、再保険者からの回収額から支払再保険料の配分額を控除した金額であります。
　再保険契約グループに基づくサービスを受け取る際に、支払再保険料の配分額を認識しております。PAAを適用せず
に測定する契約の場合、各期間に受け取ったサービス（支払再保険料の配分額）は、対価を支払うことを見込んでいるサー
ビスに関連する残存カバーに係る資産の変動の合計を表しております。
　PAAを適用して測定する契約の場合、各期間の支払再保険料の配分額は、当期間のサービスの受取に対して予想され
る保険料の支払額であります。
　なお、基礎となる不利な保険契約グループをカバーする再保険契約グループについて、認識された損失の回収を表す
ため、次のとおり、残存カバーに係る資産の損失回収要素を設定および修正しております。
・  基礎となる不利な保険契約グループをカバーする再保険契約が、基礎となる不利な保険契約の認識と同時にまたは

それ以前に締結されている場合には、当該再保険契約グループについて、基礎となる不利な保険契約の認識時に
損失回収要素を設定しております。

・  基礎となる不利な保険契約グループの履行キャッシュ・フローの変動により損失要素が発生または変動した場合には、
将来のサービスに関連する再保険契約グループの履行キャッシュ・フローの変動について、損失回収要素を設定お
よび修正しております。

　当該再保険契約グループに基づくサービスの受取に応じて、残存カバーに係る資産を損失回収要素と損失回収要素
以外の残存カバーに係る資産とに規則的かつ合理的に配分し、損失回収要素の変動額については支払再保険料の配分
額から除外しております。
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（d） 保険金融収益または費用（再保険金融収益または費用を含む）
　保険金融収益または費用は、貨幣の時間価値および金融リスクならびにこれらの変動の影響から生じた、保険契約グルー
プおよび再保険契約グループの帳簿価額の変動で構成されております。
　原則として保険金融収益または費用を純損益とその他の包括利益とに分解することを選択しており、純損益に含める
金額は、見込まれる保険金融収益または費用の合計額を契約グループの存続期間にわたり規則的に配分することによっ
て算定しております。残存カバーに係る資産または負債に対しては、対象となる保険契約グループのほとんどについて、
金融リスクに関連する仮定の変更が保険契約者に支払われる金額に相当な影響を与えないことから、規則的な配分額を、
契約グループの当初認識時に決定した割引率により算定しております。また、発生保険金に係る資産または負債に対し
ては、発生保険金に係る資産または負債を認識したタイミングで決定した割引率を用いて算定しております。

（12） 従業員給付
①　確定給付制度
　確定給付負債（資産）の純額は、確定給付制度の現在価値から、制度資産の公正価値（必要な場合には、資産上限の影響
を考慮する）を控除したものであり、退職給付に係る資産または負債として連結財政状態計算書で認識しております。確定
給付制度債務の現在価値および関連する当期勤務費用および過去勤務費用は予測単位積増方式に基づき、制度ごとに算
定しております。割引率は、制度ごとの将来の給付支払見込日までの期間をもとに割引期間を設定し、当該割引期間に対
応した決算期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき設定しております。
　退職給付に係る負債（資産）の純額の再測定はその他の包括利益で認識し、発生した期においてただちに利益剰余金に
振り替えております。再測定は、数理計算上の差異ならびに純利息費用に含まれる部分を除く、制度資産に係る収益およ
び資産上限額の影響の変動で構成されます。また、勤務費用および純利息費用は発生した期に純損益として認識し、過去
勤務費用は制度改訂もしくは縮小が発生した時または関連するリストラクチャリング費用もしくは解雇給付を認識した時の、
いずれか早い方の期において純損益として認識しております。

②　確定拠出制度
　当社および一部の子会社は、確定拠出年金制度を設けております。確定拠出年金は、雇用主が一定額の掛金を定期的に
従業員の個人口座に拠出し、その拠出額以上の支払については法的または推定的債務を負わない退職後給付制度であり
ます。このため、確定拠出制度への拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識しております。

③　短期従業員給付
　短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しております。
　賞与については、その支払を行う現在の法的または推定的債務を負っており、かつ、その金額について信頼性をもって
見積ることができる場合に、その制度に基づいて支払われる将来給付額を負債として認識しております。

④　その他の長期従業員給付
　退職給付以外の長期従業員給付として、一定の勤続年数に応じた長期休暇制度や累積型有給休暇制度を有しております。
　当該長期従業員給付に対する債務は、従業員が過年度および当年度において提供したサービスの対価として稼得した
将来給付額を見積もり、金額に重要性がある場合を除き割引計算は行わず、負債として認識しております。

（13） 引当金
　引当金は、過去の事象の結果として現在の法的または推定的債務を有しており、当該債務を決済するために経済的便益の
流出が生じる可能性が高く、かつ、当該債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。
　貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合には、当該引当金は債務の決済に必要と予想される支出額の現在価値で測
定しております。現在価値は、貨幣の時間的価値とその負債に特有なリスクを反映した税引前の割引率を用いて計算しており
ます。時の経過に伴う割引額の割戻しは、その他の金融費用として認識しております。
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（14） 資本
①　普通株式
　当社が発行する資本性金融商品は、発行価額を資本金および資本剰余金で認識し、直接発行費用は資本剰余金から控
除しております。

②　自己株式
　自己株式を取得した場合には、取得原価で認識し、資本の控除項目としております。また、その直接取得費用は、資本剰
余金から控除しております。自己株式を売却した場合は、帳簿価額と売却時の対価の差額を資本剰余金として認識してお
ります。

（15） 株式報酬
①　ストック・オプション
　当社グループは、取締役および執行役員に対するインセンティブ制度として、持分決済型のストック・オプション制度を
導入しております。ストック・オプションは付与日における公正価値で測定しており、ストック・オプションの公正価値は、ブラッ
ク・ショールズモデル等を用いて算定しております。ストック・オプションの付与日に決定した公正価値は、最終的に権利が
確定すると予想されるストック・オプションの数の見積りに基づき、権利確定期間にわたって費用として認識し、同額を資本
の増加として認識しております。

②　株式給付信託（BBT）
　当社グループは、業績連動型株式報酬制度として株式給付信託（Board Benefit Trust）（以下「株式給付信託（BBT）」と
いいます。）を導入しており、取締役（非業務執行社内取締役および社外取締役を除く）、執行役および執行役員の役務に基
づいて株式および現金で支給されており、その支給方法により次のとおり分類しております。

（a） 持分決済型
　受領した役務を付与された資本性金融商品の付与日における公正価値で測定し、権利確定期間にわたって費用として認
識し、同額を資本の増加として認識しております。

（b） 現金決済型
　受領した役務および発生した負債は、当該負債の公正価値で測定されます。負債に分類される報酬の公正価値は、権利
確定期間にわたって費用として認識し、同額を負債の増加として認識しております。また、当該負債の公正価値を期末日お
よび決済日に再測定し、公正価値の変動を純損益として認識しております。

③　株価連動型報酬（ファントムストック）制度
　当社グループは、取締役（非業務執行社内取締役および社外取締役を除く）、執行役および執行役員に対する報酬の付
与において、権利確定時の当社株式の株価を基礎とした金額を現金で決済するファントムストック制度を導入しております。
期末日に付与が見込まれるユニット数に基づく支払額の公正価値を負債として認識し、負債が決済されるまで、当該負債の
公正価値の変動を期末日に再測定し純損益として認識しております。

（16） 収益の認識
　介護事業においては、介護施設入居者等に、介護付きホームなどでの各種介護サービスや、入居者への福祉用具販売サー
ビスが提供された時点で履行義務が充足され、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　なお、介護施設入居者等に対するサービスについて、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代
理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとして
おります。
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（17） 法人所得税
　法人所得税費用は、当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するものおよび直接資本ま
たはその他の包括利益に認識する項目を除き、純損益に認識しております。
①　当期税金
　当期税金は、税務当局に対する納付または税務当局からの還付が予想される金額で測定しております。税額の算定に使
用する税率および税法は、決算日までに制定または実質的に制定されたものであります。

②　繰延税金
　繰延税金は、連結会計年度の末日における資産および負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との間の一時差異等に基
づいて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除および繰越欠損金について、それ
らを回収できる課税所得が生じると見込まれる範囲において認識し、繰延税金負債は、原則として、将来加算一時差異に
ついて認識しております。
　なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産および負債を認識しておりません。
・ のれんの当初認識から生じる一時差異
・  子会社、関連会社に対する投資および共同支配の取決めに対する持分に係る将来加算一時差異のうち、解消する時期

をコントロールでき、かつ、予測可能な将来にその差異が解消されない可能性が高いもの
・  子会社、関連会社に対する投資および共同支配の取決めに対する持分に係る将来減算一時差異のうち、予測可能な

将来に当該一時差異が解消する可能性が高くないものまたは当該一時差異の使用対象となる課税所得が稼得される
可能性が高くないもの

　繰延税金資産および負債は、決算日において制定または実質的に制定されている法人所得税法令に基づいて、繰延税
金資産が回収される期または繰延税金負債が決済される期に適用されると見込まれる税率に基づいて算定しております。
　繰延税金資産および負債は、当社グループが当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有し、
かつ、法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合または異なる納税主体に課されているも
のの、これらの納税主体が当期税金資産および負債を純額ベースで決済することを意図している場合もしくはこれら税金
資産および税金負債が同時に実現する予定である場合には、連結財政状態計算書において相殺して表示しております。

（18） 1株当たり利益
　基本的1株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、各報告期間の自己株式を調整した発行済普通株
式の加重平均株式数で除して算定しております。希薄化後1株当たり当期利益は、希薄化効果を有するすべての潜在株式の
影響を調整して算定しております。
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4. 重要な会計上の見積りおよび判断
　連結財務諸表の作成において、経営者は、当社グループの会計方針の適用ならびに資産、負債、収益および費用の報告額に
影響を及ぼす判断、会計上の見積りおよび仮定の設定を行っており、実際の結果は当該見積りとは異なる可能性があります。
見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直されます。見積りの変更による影響は、当該見積りの見直しを行った期およ
び将来に向かって認識されます。

　経営者が行った連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積りおよび判断は、次のとおりであります。
（1） 金融商品の公正価値評価

①　2025年度の連結財務諸表に計上した金額
　注記「12. 金融商品の公正価値」に記載しております。

②　見積りの算出方法
　注記「12. 1 公正価値で測定される金融商品」の「（3）レベル3に関する開示」の「②　観察不能なインプット」および「③　
公正価値の評価プロセス」に記載しております。

③　金額の算出に用いた主要な仮定
　注記「12. 1 公正価値で測定される金融商品」の「（3）レベル3に関する開示」の「②　観察不能なインプット」および「③　
公正価値の評価プロセス」に記載しております。

④　2026年度の連結財務諸表に与える影響
　上記の仮定の前提となる状況の変化により、金融商品の公正価値に重要な影響を及ぼす可能性があります。なお、重要
な観察不能インプットが公正価値評価に与える影響については、注記「12. 1 公正価値で測定される金融商品」の「（3）レベ
ル3に関する開示」の「④　観察不能なインプットの影響」に記載しております。

（2） のれんの減損
①　2025年度の連結財務諸表に計上した金額
　注記「15. のれん及び無形資産」に記載しております。

②　見積りの算出方法
　注記「15. のれん及び無形資産」に記載しております。

③　金額の算出に用いた主要な仮定
　注記「15. のれん及び無形資産」に記載しております。

④　2026年度の連結財務諸表に与える影響
　上記の仮定の前提となる状況の変化により、のれんの減損に係る回収可能価額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
なお、回収可能価額の変動がのれんの減損に与える影響については、注記「15. のれん及び無形資産」に記載しております。

（3） 保険契約および再保険契約に係る履行キャッシュ・フローの見積り
①　2025年度の連結財務諸表に計上した金額
　注記「18. 保険契約および再保険契約」に記載しております。

②　見積りの算出方法
　注記「18. 1 保険契約および再保険契約の測定に使用したインプット、仮定および見積技法」に記載しております。

③　金額の算出に用いた主要な仮定
　注記「18. 1 保険契約および再保険契約の測定に使用したインプット、仮定および見積技法」に記載しております。

④　2026年度の連結財務諸表に与える影響
　上記の仮定の前提となる状況の変化により、履行キャッシュ・フローの見積り金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
こうした前提の変化が税引前利益および税引前その他の包括利益に与える影響については、注記「38. 2 保険リスク」に記
載しております。
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5. セグメント情報
（1） 報告セグメントの概要

　当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、
経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当社グループでは、独立した経営単位である関係会社が、当社の経営方針のもと、それぞれの事業における包括的な戦略
を立案し、事業活動を展開しております。
　したがって、当社グループは、個々の関係会社を最小単位とした事業別のセグメントから構成されており、「国内損害保険
事業」、「海外保険事業」、「国内生命保険事業」および「介護事業」の4つを報告セグメントとしております。なお、報告セグメン
トに含まれていない当社、デジタル関連事業、アセットマネジメント事業等は「その他」の区分に集約しております。
　「国内損害保険事業」は、主として日本国内の損害保険引受業務、資産運用業務およびそれらに関連する業務を、「海外保
険事業」は、主として海外の保険引受業務および資産運用業務を、「国内生命保険事業」は、主として日本国内の生命保険引
受業務および資産運用業務を、「介護事業」は、主として介護および介護周辺サービスの提供業務をそれぞれ行っております。

（2） 報告セグメントごとの収益、利益または損失その他の項目の金額の算定方法
　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、注記「3. 重要性がある会計方針」における記載と同一であります。報
告セグメントの利益または損失は親会社の所有者に帰属する当期利益をベースとした数値としております。
　セグメント間の内部収益は、第三者間取引価格等に基づいております。

（3） 報告セグメントごとの収益、利益または損失その他の項目の金額に関する情報
　2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：百万円）

報告セグメント
その他 
（注2） 合計 調整額 

（注4）
連結財務 
諸表計上額国内損害 

保険事業
海外 

保険事業
国内生命 
保険事業 介護事業 計

収益（注1）

外部顧客からの収益 2,590,896 2,219,907 254,716 181,364 5,246,885 39,184 5,286,069 140 5,286,210

セグメント間の内部 
収益または振替高 43,581 7,796 － 3 51,382 26,830 78,212 △78,212 －

計 2,634,478 2,227,704 254,716 181,368 5,298,267 66,015 5,364,282 △78,072 5,286,210

セグメント利益 
または損失（△） 58,338 177,771 29,876 5,303 271,289 △27,551 243,737 △605 243,132

その他の項目

金利収益 31,132 18,102 56,470 81 105,787 30 105,817 － 105,817

支払利息 6,911 6,444 476 3,790 17,622 365 17,987 － 17,987

減価償却費及び 
償却費（注3） 53,125 18,284 3,684 26,316 101,411 1,952 103,363 － 103,363

持分法による投資損益 147 △111 － － 36 △24,786 △24,749 － △24,749

減損損失 861 － － 2,420 3,282 47 3,329 － 3,329

法人所得税費用 15,049 36,624 28,649 2,918 83,240 1,828 85,068 － 85,068

持分法適用会社への 
投資額 2,667 14,505 － － 17,172 25,002 42,175 － 42,175

資本的支出（注3） 40,138 25,692 3,174 23,447 92,453 1,524 93,978 － 93,978

セグメント資産 6,311,943 5,243,189 3,392,431 429,136 15,376,700 513,338 15,890,039 － 15,890,039

（注1） 収益は、保険事業にあっては保険収益、その他の事業にあってはその他の営業収益、連結財務諸表計上額にあっては保険収益とその他の営業
収益の合計金額を記載しております。

（注2）  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、当社（保険持株会社）、延長保証事業、デジタル関連事業、アセットマ
ネジメント事業等であります。

（注3） 減価償却費及び償却費、資本的支出には、使用権資産に係る金額が含まれております。
（注4）  収益の調整額は、国内損害保険事業、海外保険事業および国内生命保険事業に係るその他の営業収益140百万円およびセグメント間取引消

去△78,212百万円であります。セグメント利益または損失（△）の調整額は、全額セグメント間取引消去によるものであります。
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　2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

報告セグメント
その他 
（注2） 合計 調整額 

（注4）
連結財務 
諸表計上額国内損害 

保険事業
海外 
保険事業

国内生命 
保険事業 介護事業 計

収益（注1）

外部顧客からの収益 2,685,496 2,428,717 258,707 186,207 5,559,129 41,989 5,601,118 378 5,601,496

セグメント間の内部 
収益または振替高 45,076 12,435 － 12 57,524 27,644 85,168 △85,168 －

計 2,730,572 2,441,152 258,707 186,220 5,616,653 69,633 5,686,286 △84,789 5,601,496

セグメント利益 268,112 294,489 68,605 7,951 639,158 1,319 640,478 △391 640,086

その他の項目

金利収益 33,760 14,568 58,087 106 106,522 60 106,582 － 106,582

支払利息 6,930 13,044 346 3,701 24,022 365 24,387 － 24,387

減価償却費及び 
償却費（注3） 56,795 20,163 2,206 26,079 105,245 2,041 107,286 － 107,286

持分法による投資損益 77 1,788 － － 1,865 1,706 3,571 － 3,571

減損損失 8 2,013 － 4,061 6,083 200 6,283 － 6,283

法人所得税費用 94,895 75,001 27,066 4,057 201,020 △749 200,270 － 200,270

持分法適用会社への 
投資額 2,711 15,244 － － 17,956 24,912 42,869 － 42,869

資本的支出（注3） 34,155 30,018 2,049 30,105 96,328 3,130 99,458 － 99,458

セグメント資産 6,444,135 8,164,339 3,029,729 431,191 18,069,396 534,308 18,603,704 － 18,603,704

（注1）  収益は、保険事業にあっては保険収益、その他の事業にあってはその他の営業収益、連結財務諸表計上額にあっては保険収益とその他の営業
収益の合計金額を記載しております。

（注2）  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、当社（保険持株会社）、デジタル関連事業、アセットマネジメント事業
等であります。

（注3） 減価償却費及び償却費、資本的支出には、使用権資産に係る金額が含まれております。
（注4）  収益の調整額は、国内損害保険事業、海外保険事業および国内生命保険事業に係るその他の営業収益378百万円およびセグメント間取引消

去△85,168百万円であります。セグメント利益の調整額は、全額セグメント間取引消去によるものであります。

（4） 製品およびサービスごとの情報
（単位：百万円）

保険収益
2024年度

2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

損害保険事業

火災 1,057,846 1,093,695

海上 191,381 193,809

傷害 161,523 162,043

自動車 1,328,861 1,412,948

自動車損害賠償責任 225,955 223,236

その他（注） 1,845,236 2,028,481

生命保険事業

個人保険 243,420 247,722

個人年金保険 1,245 1,109

団体保険 10,050 9,875

団体年金保険 － －

合計 5,065,520 5,372,921

（注） 主に海外保険事業における保険収益であり、農業保険、賠償責任保険などが含まれております。

( ) ( )
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（5） 地域ごとの情報
①　収益

（単位：百万円）

2024年度
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

日本 3,034,937 3,139,014

海外 2,251,273 2,462,482

合計 5,286,210 5,601,496

（注1） 主に顧客の所在地を基礎とした社内管理区分により分類しております。
（注2）  連結損益計算書における保険収益およびその他の営業収益の合計金額を記載しております。その他の営業収益は主に介護事業に

おける収益であり、国内で生じております。

②　非流動資産
（単位：百万円）

2024年度
（2025年3月31日）

2025年度
（2026年3月31日）

日本 938,772 935,804

海外 216,793 309,824

合計 1,155,565 1,245,628

（注） 主に各社の所在地を基礎とした社内管理区分により分類しております。

（6） 主要な顧客ごとの情報
該当事項はありません。

6. 企業結合
　2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
　該当事項はありません。

　2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（Aspen Insurance Holdings Limited株式の取得）
（1） 企業結合の概要

①　被取得企業の名称およびその事業の内容
　被取得企業の名称：Aspen Insurance Holdings Limited

　事業の内容：海外保険事業

②　取得日
　2026年2月24日

③　取得した議決権付資本持分の割合
　100%

④　企業結合を行った主な理由
　Aspen Insurance Holdings Limitedの買収により、海外保険事業の事業領域拡大に貢献し、これにより、海外保険
事業はさらに地域分散の効いたポートフォリオとなります。また、多様な保険種目で構成される元受事業に加えて、再保
険事業を有しており、広範な機会獲得による収益性の拡大と、機動的な再保険戦略の強化を実現します。

⑤　被取得企業の支配の獲得方法
　現金を対価とする株式取得

( ) ( )
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（2） 取得日現在における支払対価、取得資産および引受負債の公正価値、非支配持分およびのれん
（単位：百万円）

金額

支払対価の公正価値

現金 536,600

合計 536,600

資産

現金及び現金同等物 248,251

投資有価証券 1,064,414

再保険契約資産（注3） 997,122

保険契約資産（注3） 159,992

無形資産（注1） 42,598

その他 74,848

負債

保険契約負債（注3） 1,567,538

再保険契約負債（注3） 290,190

社債及び借入金 58,488

その他 60,765

取得資産および引受負債の公正価値（純額） 610,244

非支配持分（注2） 95,711

のれん 22,067

（注1）  無形資産への配分額は主に、顧客関連資産および契約関連資産であります。無形資産の公正価値は、外部の専門家を利用し、インカ
ム・アプローチおよびマーケット・アプローチにより算定しております。公正価値算定の際に使用した主要な仮定には、将来正味収入
保険料、損害率および事業費率、投資収益率、契約更新率、割引率および成長率が含まれております。

（注2） 非支配持分は、被取得企業が発行する優先株式を公正価値で測定した金額であります。
（注3）  企業結合で取得した保険契約の扱いについては、注記「3. 重要性がある会計方針（11）保険契約および再保険契約」に記載しており

ます。
  なお、保険金支払期間中に取得した契約は、取得日に取得企業によって引き受けられた新契約であるかのように評価され、すでに発

生しているが財務的影響が依然として不確実な保険金請求事象の不利な進展に対する保険カバーを提供する契約として取り扱われ
ることから、保険金および再保険金の決済に係る資産および負債を、残存カバーに係る資産および負債として認識しております。

　当該企業結合に係る取得関連費用は4,596百万円であり、全て連結損益計算書の「一般管理費」に計上しております。
　当該企業結合により生じたのれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力および既存事業とのシナジー
を反映したものです。
　なお、のれんについて、税務上損金算入を見込んでいる金額はありません。

（3） 取得に伴うキャッシュ・フロー
（単位：百万円）

金額

取得により支出した現金及び現金同等物 536,600

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 248,251

子会社の取得による支出 288,348

（4） 業績に与える影響
　2025年度における連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の保険収益および当期利益の金額はそれ
ぞれ49,048百万円および△1,867百万円であります。また、監査対象外の領域である、企業結合が期首に実施されたと仮
定した場合における、2025年度の当社グループの保険収益および当期利益については、買収前の当該会社の正確な財務情
報の入手が困難であるため、記載しておりません。
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7. 現金及び現金同等物
　現金及び現金同等物の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

現金及び預貯金 754,280 831,134

短期投資 273,347 303,862

現金及び現金同等物　合計 1,027,628 1,134,996

現金及び現金同等物の範囲
　当社グループでは、連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物を、手許現金、随時引き出し可能な預金
および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動において僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または償還日まで
の期間が3か月以内の定期預金等の短期投資としております。また、連結財政状態計算書における「現金及び現金同等物」
の残高と一致しております。

非資金取引
　2024年度および2025年度における重要な非資金取引については、リース取引による使用権資産の取得が該当し、注記

「16．リース」に記載しております。この他に重要な非資金取引はありません。

利用制限
　保険子会社は所在国における法令や規制の対象となっており、配当規制等の適用により資金移動が制限される場合があ
りますが、当社グループの流動性に重要な影響はありません。
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8. 投資有価証券
投資有価証券の分類別の内訳は、次のとおりであります。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

FVTPL
資本性 

FVTOCI 
（注1）

負債性  
FVTOCI

合計

投資有価証券

国債 4,291 － 2,928,451 2,932,743

地方債 189 － 68,195 68,384

社債 126,964 － 589,401 716,365

外国債券 3,022,676 － 763,962 3,786,639

株式 175,502 1,620,545 － 1,796,047

その他（注2） 1,730,787 2,020 36,008 1,768,815

信用損失引当金（注3） － － － －

投資有価証券　計（注4） 5,060,411 1,622,566 4,386,019 11,068,996

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

FVTPL
資本性 

FVTOCI 
（注1）

負債性 
FVTOCI

合計

投資有価証券

国債 4,644 － 2,418,742 2,423,387

地方債 182 － 60,988 61,171

社債 116,423 － 553,116 669,540

外国債券 4,399,373 － 736,282 5,135,656

株式 213,269 1,707,006 － 1,920,276

その他（注2） 2,202,465 2,012 37,365 2,241,843

信用損失引当金（注3） － － － －

投資有価証券　計（注4） 6,936,360 1,709,019 3,806,496 12,451,875
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（注1） 資本性FVTOCI

　保険取引の維持や保険販売チャネルにおける関係維持、グループ戦略実現に向けたアライアンス強化等を目的として保有する資本性金

融資産については、資本性FVTOCIとして分類しており、主な銘柄および公正価値は下記のとおりであります。
（単位：百万円）

銘柄 2024年度 
（2025年3月31日）

Palantir Technologies, Inc. 262,824

伊藤忠商事株式会社 94,056

信越化学工業株式会社 63,086

トヨタ自動車株式会社 62,319

キヤノン株式会社 60,757

スズキ株式会社 56,193

丸紅株式会社 53,538

イオン株式会社 29,655

川崎汽船株式会社 25,318

株式会社千葉銀行 19,639

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社 18,129

LPI CAPITAL BERHAD MYR1 16,521

株式会社小松製作所 15,768

トーア再保険株式会社 14,843

株式会社日立製作所 14,589

その他 815,324

合計 1,622,566

（単位：百万円）

銘柄 2025年度 
（2026年3月31日）

Palantir Technologies, Inc. 253,210

伊藤忠商事株式会社 134,555

丸紅株式会社 126,405

トヨタ自動車株式会社 75,326

信越化学工業株式会社 65,249

イオン株式会社 45,171

キヤノン株式会社 42,742

川崎汽船株式会社 33,020

株式会社千葉銀行 23,828

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社 23,622

株式会社小松製作所 22,019

株式会社レゾナック・ホールディングス 20,630

LPI CAPITAL BERHAD MTR1 19,212

株式会社日立製作所 18,833

トーア再保険株式会社 17,821

その他 787,367

合計 1,709,019
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　認識を中止した資本性FVTOCIに分類される有価証券の公正価値および累計利得または損失は次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

認識中止時点の公正価値 466,023 524,050

認識中止時点の累計利得（△は損失） 362,894 441,367

　なお、認識の中止によるその他の包括利益累積額の利益剰余金への税引後振替額（純額）は、2024年度および2025年度でそれぞれ、

264,305百万円（利得）および314,562百万円（利得）であります。これらは、公正な競争を阻害する要因となりうる政策保有株式の削減に

加え、財務健全性の維持・向上および資本効率の向上等を目的として売却したものであります。

　なお、資本性FVTOCIに係る受取配当金のうち、期中に認識を中止した銘柄に係るものは、2024年度および2025年度においてそれぞ

れ1,668百万円および3,152百万円であります。

（注2） 主に投資信託への投資であります。

（注3） 負債性FVTOCIに係る予想信用損失

　負債性FVTOCIは公正価値で測定されるため、信用損失引当金の金額には負債性FVTOCIに対するものは含まれておりません。負債

性FVTOCIに係る信用損失引当金の金額は、2024年度および2025年度においてそれぞれ713百万円および675百万円であります。

（注4） 予想回収期間による分類

　2024年度末および2025年度末における残高のうち、1年以内に期限が到来するものは、それぞれ354,160百万円および504,659

百万円であります。

（注5） 受入担保

　債券貸借取引に関連し、担保として受け入れた金融資産のうち、債務不履行がなくても当社グループが売却または再担保に供すること

ができるものの公正価値は、2024年度末は該当がなく、2025年度末は35,728百万円であります。このうち、売却または再担保に供して

いるものはありません。これらの取引は債券貸借取引における一般的な慣行に基づき、取引完了時に同等の有価証券を返還することを条

件に、当該受け入れた担保を売却または再担保に差入れする権利を有しており、当社グループは同等の債券を返還する義務を有しており

ます。

( ) ( )
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9. 貸付金等
貸付金等の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

償却原価 508,407 545,995

信用損失引当金 △43 △37

貸付金等　合計（注） 508,363 545,958

（注）  2024年度末および2025年度末における残高のうち、1年以内に期限が到来するものは、それぞれ205,502百万円および228,003
百万円であります。

10. デリバティブ
　当社グループは、為替予約、通貨スワップ、通貨オプション、金利スワップおよび株価指数先物などの様々なデリバティブ取
引を行っております。
　当社グループは、通常業務として、（a）金利リスクの管理、（b）為替リスクの管理および（c）その他の目的でデリバティブを利
用しております。これらのデリバティブは当社グループのリスクを経済的にヘッジしておりますが、その一部はIFRS第9号「金
融商品」（以下「 IFRS第9号」といいます。）におけるヘッジ会計の要件を満たしておりません。このため、ヘッジ会計が適用され
るものを除き、連結財政状態計算書に「デリバティブ資産」または「デリバティブ負債」として公正価値で計上されており、公正価
値の変動は「その他の投資損益」として連結損益計算書に計上されております。

　デリバティブ資産およびデリバティブ負債の内訳は、次のとおりであります。
　なお、ヘッジ会計を適用していないデリバティブに係るデリバティブ資産はFVTPLの金融資産、デリバティブ負債はFVTPL

の金融負債に分類されております。
（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

公正価値（資産） 公正価値（負債） 公正価値（資産） 公正価値（負債）

通貨関連 7,987 4,662 4,970 15,738

金利関連 1,294 － 485 －

株式関連 － － － －

債券関連 － － － －

信用関連 － － － －

その他 237 747 198 683

合計 9,519 5,410 5,654 16,421
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11. ヘッジ会計
（1） リスク管理戦略

　当社グループでは、外貨建予定取引に関するエクスポージャーから為替リスクが生じており、当該リスクを管理するために、
為替予約によりキャッシュ・フロー・ヘッジを行っております。
　為替リスクをヘッジするため1：1のヘッジ比率を適用しており、先渡要素についてはヘッジ手段の指定から除外しておりま
す。ヘッジ手段とヘッジ対象の主要な条件が一致しているため、当該ヘッジ関係から生じる非有効となり得る原因は、デリバティ
ブの取引相手および当社グループの信用リスクの影響のみであります。このため、当社グループでは、信用リスクに大幅な
変動があった場合にのみ、ヘッジ手段とヘッジ対象間の経済的関係を定量的に評価しております。

（2） 将来キャッシュ・フローの金額、時期および不確実性
　ヘッジ手段のキャッシュ・フローが発生し、純損益に影響を与えると予想される時期は、次のとおりであります。

2024年度（2025年3月31日）
　該当事項はありません。

2025年度（2026年3月31日）

1年以内 1年超

為替予約
想定元本（百万円） 22,395 －

平均レート（米ドル/英ポンド） 1.34 －

　ヘッジ手段とヘッジ対象に係る主要な契約条件が一致していることから、為替レートによるキャッシュ・フローの変動は
完全に相殺されると想定されるものの、信用リスクその他の市場要因により非有効部分が発生する可能性があります。当
社グループでは、発生した非有効部分はただちに純損益に計上しております。
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（3） ヘッジ会計の影響
　上記のヘッジ会計に用いたヘッジ手段の詳細は、次のとおりであります。

2024年度（2025年3月31日）
　該当事項はありません。

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

想定元本
帳簿価額 連結財政状態計算書上の

表示科目

ヘッジ非有効部分の算定
に用いた公正価値変動

（注）資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ

為替リスク 為替予約 22,395 － 348 デリバティブ負債 －

（注）  2025年度において、純損益に認識したヘッジ非有効部分の金額に重要性はないため、ヘッジ非有効部分を認識する基礎として用いた
ヘッジ手段の公正価値の変動の記載は省略しております。

　ヘッジ対象として指定された項目に関する金額は、次のとおりであります。

2024年度（2025年3月31日）
　該当事項はありません。

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

キャッシュ・フロー・ヘッジ
ヘッジ会計を適用しなくなった 
ヘッジ関係から生じた 
キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ非有効部分の算定
に用いた公正価値変動

（注）

キャッシュ・フロー・ヘッジ

為替リスク 外貨建 
予定取引 △503 － －

（注）  2025年度において、純損益に認識したヘッジ非有効部分の金額に重要性はないため、ヘッジ非有効部分を認識する基礎として用いた
ヘッジ対象の公正価値の変動の記載は省略しております。

　ヘッジ会計の適用による連結損益計算書および連結包括利益計算書への影響は、次のとおりであります。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
　該当事項はありません。

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

その他の包括利益発生額 
（税効果調整前）（注1）

その他の包括利益から純損益への 
組替調整額（税効果調整前）（注2）

組替調整額の連結損益 
計算書上の表示科目

キャッシュ・フロー・ヘッジ

為替リスク 外貨建 
予定取引 △671 － －

（注1）  資本の部において計上されるキャッシュ・フロー・ヘッジの期首から期末への調整表は、注記「33. その他の包括利益」に記載しており
ます。

（注2） 2025年度において、ヘッジの非有効部分に関して純損益に認識した金額に重要性はありません。
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12. 金融商品の公正価値

12. 1 公正価値で測定される金融商品
　活発な市場で取引される金融資産および金融負債の公正価値は、市場価格に基づいております。その他すべての金融商品
については、当社グループはその他の評価技法を用いて公正価値を決定しております。
　取引頻度が低く、価格の透明性が低い金融商品の公正価値については、客観性が低く、流動性、集中、市場要因の不確実性、
価格設定の仮定および特定の金融商品に影響を与えるその他のリスクにより、様々な判断が求められます。

（1） 公正価値ヒエラルキー
　公正価値測定を行ううえで使用するインプットの重要性を反映した以下の公正価値ヒエラルキーを用いて公正価値を分類
しております。レベル間の振替は各報告期間の期末時点で発生したものとして認識しております。
　レベル1：活発な市場における同一資産・負債の公表された調整前の市場価格
　レベル2：レベル1に含まれる市場価格以外のインプットのうち、直接的または間接的に観察可能なもの
　レベル3：観察不能なインプット

Sompo Holdings

43



財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト

事
業
の
概
況（
連
結
）

経
理
の
概
況（
連
結
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

（2） レベル別開示
　公正価値ヒエラルキーにおけるレベルごとの公正価値は、次のとおりであります。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

負債性FVTOCI

国債 2,928,451 － － 2,928,451

地方債 － 68,195 － 68,195

社債 － 589,401 － 589,401

外国債券 402,859 361,102 － 763,962

その他 6,716 18,577 10,713 36,008

資本性FVTOCI

株式 1,436,462 － 184,083 1,620,545

その他 1,098 － 921 2,020

FVTPL

国債 4,291 － － 4,291

地方債 － 189 － 189

社債 － 126,964 － 126,964

外国債券（注1） 10,470 2,881,301 130,905 3,022,676

株式 163,314 12,187 － 175,502

その他（注2） 401,915 25,666 1,303,204 1,730,787

投資有価証券　合計 5,355,581 4,083,586 1,629,828 11,068,996

デリバティブ資産

通貨関連 － 7,987 － 7,987

金利関連 － 1,294 － 1,294

株式関連 － － － －

債券関連 － － － －

信用関連 － － － －

その他 － － 237 237

金融資産　合計 5,355,581 4,092,868 1,630,065 11,078,515

デリバティブ負債

通貨関連 － 4,662 － 4,662

金利関連 － － － －

株式関連 － － － －

債券関連 － － － －

信用関連 － － － －

その他 － 34 712 747

金融負債　合計 － 4,697 712 5,410
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2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

負債性FVTOCI

国債 2,418,742 － － 2,418,742

地方債 － 60,988 － 60,988

社債 － 553,116 － 553,116

外国債券 306,880 429,402 － 736,282

その他 7,560 19,958 9,846 37,365

資本性FVTOCI

株式 1,514,226 － 192,779 1,707,006

その他 1,035 － 976 2,012

FVTPL

国債 4,644 － － 4,644

地方債 － 182 － 182

社債 － 116,423 － 116,423

外国債券（注1） 65,531 4,191,035 142,806 4,399,373

株式 199,171 13,868 229 213,269

その他（注2） 451,640 24,793 1,726,031 2,202,465

投資有価証券　合計 4,969,434 5,409,770 2,072,670 12,451,875

デリバティブ資産

通貨関連 － 4,970 － 4,970

金利関連 － 485 － 485

株式関連 － － － －

債券関連 － － － －

信用関連 － － － －

その他 － － 198 198

金融資産　合計 4,969,434 5,415,226 2,072,868 12,457,530

デリバティブ負債

通貨関連 － 15,738 － 15,738

金利関連 － － － －

株式関連 － － － －

債券関連 － － － －

信用関連 － － － －

その他 － 29 653 683

金融負債　合計 － 15,768 653 16,421

（注1）  2024年度において、市場における活発な取引が行われなくなったことから、外国債券24,440百万円についてレベル1からレベル2
に振り替えております。また、2025年度において、市場における活発な取引が行われなくなったことから、外国債券11,399百万円
についてレベル1からレベル2に振り替えております。

（注2） 主に投資信託への投資であります。
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　公正価値の算定に用いた主な評価技法およびインプットは、次のとおりであります。
投資有価証券
　活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1に分類しております。主に上場株式、国債、上場投資
信託がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル2に分類しております。
主に地方債、社債がこれに含まれます。非上場投資信託等については、委託会社から提示された基準価額等によっており、
主に信託財産の構成物のレベルに基づきレベル2またはレベル3に分類しております。私募債については、第三者から入手し
た価格に基づき算出した価額を公正価値としており、入手した価格に使用されたインプットが観察可能なインプットを用いて
いる場合または観察できないインプットの影響が重要でない場合については、レベル2の公正価値に分類しており、重要な観
察できないインプットを用いている場合については、レベル3の公正価値に分類しております。買入金銭債権については、第
三者から入手した価格に基づき算出した価額を公正価値としており、入手した価格に使用されたインプットに基づきレベル2

に分類しております。非上場株式等、活発な市場または活発でない市場における同一銘柄の市場価格が入手できない場合の
公正価値は、マルチプル法などの適切な評価技法により測定しており、類似会社における株価純資産倍率および株価収益率
などの重要な観察できないインプットを用いていることから、レベル3に分類しております。

デリバティブ
　取引所取引については、取引所等における最終の価格をもって公正価値としております。店頭取引については、金利、外
国為替相場等のインプットを用いて、将来キャッシュ・フローの割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定した
価額をもって公正価値としております。取引所取引については、主にレベル1に分類しております。店頭取引のうち観察可能
なインプットを用いている場合または観察できないインプットの影響が重要でない場合については、レベル2に分類しており、
重要な観察できないインプットを用いている場合については、レベル3に分類しております。

業績・コーポレートデータレポート2026

46



（3） レベル3に関する開示
①　調整表

レベル3に分類された金融商品の期首と期末との調整表は、次のとおりであります。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

投資有価証券 デリバティブ 
資産／負債（注7）外国債券 株式 その他（注6）

期首残高 132,834 197,007 1,180,905 △584

利得または損失（注1）

純損益 △1,863 0 9,558 943

その他の包括利益 △1,616 △9,672 △1,778 －

購入 62,656 195 279,666 △834

売却および償還 △61,062 △1,903 △153,675 －

決済 － － － －

レベル3からの振替（注3） － △1,543 － －

その他 △42 △0 164 －

期末残高 130,905 184,083 1,314,840 △475

期末日に保有する資産について純損益
に計上された未実現損益の変動（注5） 2,592 － △5,574 359

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

投資有価証券 デリバティブ 
資産／負債（注7）外国債券 株式 その他（注6）

期首残高 130,905 184,083 1,314,840 △475

利得または損失（注1）

純損益 △354 △0 122,860 822

その他の包括利益 8,951 24,956 16,226 －

購入 50,539 45 340,660 △801

売却および償還 △76,746 △14,320 △107,283 －

決済 － － － －

レベル3への振替（注2） 2,282 217 － －

レベル3からの振替（注3） － △1,971 － －

その他（注4） 27,229 △0 49,550 －

期末残高 142,806 193,009 1,736,854 △455

期末日に保有する資産について純損益
に計上された未実現損益の変動（注5） △943 △0 109,090 346

（注1）  純損益に認識した利得または損失は、連結損益計算書上の「金利収益」および「その他の投資損益」に含まれております。その他の
包括利益に認識した利得または損失は、連結包括利益計算書上の「資本性金融商品に対する投資」および「負債性金融商品に対す
る投資」に含まれております。

（注2） レベル3への振替は、活発な市場における相場価格が入手できなくなったこと等に起因するものであります。
（注3） レベル3からの振替は、投資先が取引所に上場されたこと等に起因するものであります。
（注4） 主に企業結合による取得であります。
（注5）連結損益計算書上の「その他の投資損益」に含まれております。
（注6） 主に投資信託への投資であります。
（注7） 純額で表示しております。
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②　観察不能なインプット
レベル3に分類された金融商品の測定に用いられた重要な観察不能なインプットに関する情報は、次のとおりであります。

商品
期末公正価値（単位：百万円）

主な評価技法 重要な観察不能 
インプット

見積り範囲

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

非上場株式 184,083 193,009
マルチプル法 

または 
簿価純資産法

株価純資産倍率 50%－150% 90%－180%

株価収益率 740%－1,320% 1,260%－1,970%

非流動性 
ディスカウント 30% 30%

③　公正価値の評価プロセス
　金融商品の公正価値について、グループ各社が定める基本的方針に従い、各担当部署において算定および検証が行わ
れます。算定された結果は、各担当部署における適切な責任者が承認しております。
　公正価値の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性およびリスクが最も適切に反映されるよう算定しております。ま
た、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法およびインプットの確認などの適
切な方法により価格の妥当性を検証しております。

④　観察不能なインプットの影響
　レベル3に区分された金融資産を測定するための重要な観察不能なインプットの影響は、次のとおりであります。

非上場株式
　マルチプル法により評価される非上場株式の公正価値は、観察不能なインプットである株価純資産倍率および株価収
益率の上昇（下落）により、増加（減少）します。また、非流動性ディスカウントの上昇（下落）により、減少（増加）します。
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12. 2 公正価値で測定されない金融商品
　償却原価で測定される金融商品の公正価値を、公正価値ヒエラルキーのレベル別に分析したものは、次のとおりであります。
なお、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている項目については、表に含めておりません。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

公正価値
帳簿価額

レベル1 レベル2 レベル3 合計

貸付金等 － 120,874 388,941 509,816 508,363

金融資産　合計 － 120,874 388,941 509,816 508,363

社債 － 681,986 － 681,986 684,686

借入金 － 6,485 － 6,485 6,515

金融負債　合計 － 688,471 － 688,471 691,201

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

公正価値
帳簿価額

レベル1 レベル2 レベル3 合計

貸付金等 － 154,444 389,597 544,042 545,958

金融資産　合計 － 154,444 389,597 544,042 545,958

社債 － 677,108 － 677,108 740,153

借入金 － 4,761 － 4,761 4,793

金融負債　合計 － 681,869 － 681,869 744,946

　公正価値の算定に用いた主な評価技法およびインプットは、次のとおりであります。
貸付金等
　帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている場合を除き、貸付金等の案件ごとに将来の回収予定キャッシュ・フロー
を、期間に対応したリスクフリーレートに内部格付けに基づく信用リスクプレミアムと流動性プレミアムを付加した割引率によ
り割り引いた金額としており、レベル3に分類しております。
社債
　取引所の価格および業界団体等より公表されている価格等を基に算定した価額をもって公正価値としており、レベル2に
分類しております。
借入金
　帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている場合を除き、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リス
クを加味した利率を基に、割引キャッシュ・フロー法により算定しており、レベル2に分類しております。
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13. その他の資産および負債
その他の資産の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

保険債権（注1） 296,432 322,744

未収入金 157,163 123,087

未収収益 57,392 71,685

仮払金 142,746 160,239

その他 115,842 89,940

その他の資産　合計 769,576 767,698

その他の負債の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

保険債務（注2） 55,563 54,537

未払金 197,097 223,005

従業員給付債務 80,587 101,759

前受収益 11,749 15,485

仮受金 41,550 40,615

リース負債 334,622 354,800

その他 70,539 69,616

その他の負債　合計 791,711 859,821

（注1） 主に代理店に対する債権および共同保険における他の引受保険会社に対する債権であります。
（注2） 主に共同保険における他の引受保険会社に対する債務であります。
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14. 有形固定資産
有形固定資産の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

土地および建物 276,084 285,344

建設仮勘定 5,290 3,783

その他 31,287 38,042

使用権資産（注） 307,107 319,377

有形固定資産　合計 619,769 646,548

（注） 使用権資産に係る定量的な開示は、注記「16. リース」に記載しております。

　有形固定資産（使用権資産を除く）の帳簿価額の増減および取得原価、減価償却累計額および減損損失累計額は、次のとお
りであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

土地および 
建物 建設仮勘定 その他 合計 土地および 

建物 建設仮勘定 その他 合計

期首

取得原価 632,512 5,658 96,372 734,542 642,660 5,290 94,486 742,437

減価償却累計額 △313,797 － △64,615 △378,412 △320,790 － △62,931 △383,721

減損損失累計額 △46,004 － △241 △46,246 △45,786 － △268 △46,054

期首帳簿価額 272,710 5,658 31,515 309,884 276,084 5,290 31,287 312,662

帳
簿
価
額
の
増
減

取得 6,095 14,997 4,361 25,455 6,125 18,165 10,587 34,879

処分 △1,849 － △1,430 △3,280 △1,844 － △1,096 △2,940

科目振替 13,380 △15,318 1,782 △154 17,476 △19,653 2,102 △74

減損損失 
（注1） △802 － △37 △839 △205 － △50 △255

減価償却費 
（注2） △13,502 － △4,849 △18,352 △14,108 － △5,305 △19,414

為替換算差額 △748 △28 △108 △885 1,113 56 540 1,710

その他 800 △18 53 835 701 △76 △22 602

正味帳簿価額
増減 3,373 △367 △228 2,777 9,259 △1,507 6,755 14,508

期末

取得原価 642,660 5,290 94,486 742,437 660,460 3,783 99,049 763,294

減価償却累計額 △320,790 － △62,931 △383,721 △330,404 － △60,709 △391,114

減損損失累計額 △45,786 － △268 △46,054 △44,711 － △297 △45,008

期末帳簿価額 276,084 5,290 31,287 312,662 285,344 3,783 38,042 327,170

（注1） 減損損失については、連結損益計算書における「その他の費用」に計上しております。
（注2）  減価償却費については、連結損益計算書における「保険サービス費用」、「投資経費」、「一般管理費」および「その他の費用」に計上してお

ります。

　2024年度および2025年度において、重要な減損損失はありません。
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15. のれん及び無形資産
のれん及び無形資産の帳簿価額の増減および取得原価、償却累計額および減損損失累計額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

のれん ソフトウェア その他 合計 のれん ソフトウェア その他 合計

期首

取得原価 206,703 375,633 192,866 775,203 205,301 399,642 191,497 796,441

償却累計額および
減損損失累計額 △15,375 △101,580 △105,778 △222,734 △15,375 △131,811 △113,459 △260,645

期首帳簿価額 191,327 274,052 87,088 552,469 189,925 267,831 78,037 535,795

帳
簿
価
額
の
増
減

取得 － 33,023 327 33,351 － 24,388 234 24,623

企業結合に 
よる取得 － － － － 30,817 － 49,143 79,961

処分 － △1,114 △20 △1,134 － △1,145 △13 △1,158

減損損失 
（注1） － △59 △13 △73 － △423 △2,015 △2,438

償却費（注2） － △37,143 △9,117 △46,260 － △40,696 △9,006 △49,702

為替換算差額 △1,402 △371 △232 △2,006 8,317 1,005 3,288 12,610

その他 － △555 5 △549 － △620 10 △609

正味帳簿価額
増減 △1,402 △6,221 △9,050 △16,673 39,135 △17,492 41,641 63,284

期末

取得原価 205,301 399,642 191,497 796,441 244,436 416,642 251,199 912,278

償却累計額および
減損損失累計額 △15,375 △131,811 △113,459 △260,645 △15,375 △166,303 △131,519 △313,198

期末帳簿価額 189,925 267,831 78,037 535,795 229,061 250,339 119,679 599,080

（注1） 減損損失については、連結損益計算書における「その他の費用」に計上しております。
（注2） 償却費については、連結損益計算書における「保険サービス費用」、「一般管理費」および「その他の費用」に計上しております。

2024年度および2025年度において、のれんの減損損失はありません。

資金生成単位または資金生成単位グループに配分された重要なのれんの金額は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

報告セグメント 資金生成単位または 
資金生成単位グループ

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

海外保険事業 コマーシャル事業 110,942 141,327

介護事業 介護事業 30,428 30,428

介護関連ソフトウェア事業 48,555 48,555
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　のれんは資金生成単位または資金生成単位グループごとに帳簿価額と回収可能価額を比較して減損テストを行っており、回
収可能価額として使用価値または公正価値のいずれか高い金額を使用しております。使用価値は、経営者が承認した事業計画
に基づくキャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引くことにより算定しております。また、使用価値の算定に用いる事業計
画は5年を上限とし、業界の将来の趨勢に関する経営者の評価や過去の実績および企業内外からの情報に基づき作成しており
ます。使用価値の算定に用いる事業計画を超えて発生すると見込まれるキャッシュ・フローには、資金生成単位グループの市場
の長期平均成長率を加味した継続価値を用いております。税引前の割引率は、資金生成単位グループの加重平均資本コストを
基礎に算定しております。

（1） 海外保険事業
コマーシャル事業

　回収可能価額は使用価値に基づき算定しております。
　キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定には、保険料増収率、損害率、経費率、資産運用収支および税金が含まれて
おります。

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

永久成長率（%） 3.74 3.62

税引前の割引率（%） 13.12 13.15

　回収可能価額の算定に用いた永久成長率および税引前の割引率について合理的な範囲で変動があった場合でも、回収可能
価額が資金生成単位グループの帳簿価額を十分に上回っていることから、重要な減損損失が発生する可能性は低いと判断して
おります。
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（2） 介護事業
①　介護事業
　回収可能価額は使用価値に基づき算定しております。
　キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定には、施設入居率が含まれております。

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

永久成長率（%） 2.50 2.50

税引前の割引率（%） 5.06 5.46

　回収可能価額の算定に用いた永久成長率および税引前の割引率について合理的な範囲で変動があった場合でも、回収
可能価額が資金生成単位グループの帳簿価額を十分に上回っていることから、重要な減損損失が発生する可能性は低い
と判断しております。

②　介護関連ソフトウェア事業
　回収可能価額は処分コスト控除後の公正価値に基づき算定しております。
　経営者が承認した5年（2024年度は6年）の事業計画に基づくキャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引くことによ
り算定しております。
　また、公正価値の算定に用いる事業計画は、業界の将来の趨勢に関する経営者の評価や過去の実績および企業内外から
の情報に基づき作成しております。
　当該公正価値は用いた評価技法への重要なインプットに基づきレベル3に分類されます。
　キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定には、売上高成長率が含まれております。

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

永久成長率（%） 0.50 2.00

税引前の割引率（%） 8.17 9.52

　2024年度においては、回収可能価額は帳簿価額を9,652百万円上回っておりますが、回収可能価額の算定に用いた税
引前の割引率が90bp上昇した場合、減損損失が発生する可能性があります。
　2025年度においては、回収可能価額の算定に用いた永久成長率および税引前の割引率について合理的な範囲で変動
があった場合でも、回収可能価額が資金生成単位グループの帳簿価額を十分に上回っていることから、重要な減損損失が
発生する可能性は低いと判断しております。
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16. リース
リースに係る費用、キャッシュ・フローおよび使用権資産の帳簿価額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

使用権資産に係る減価償却費

土地および建物を原資産とするもの 34,676 33,914

その他を原資産とするもの 3,996 4,185

合計 38,673 38,099

使用権資産に係る減損損失

土地および建物を原資産とするもの 2,090 2,646

その他を原資産とするもの － －

合計 2,090 2,646

リース負債に係る支払利息 5,308 6,044

短期リースの例外によるリース費用 12,100 11,195

少額資産の例外によるリース費用（短期リースを除く） 9,705 8,489

リースに係るキャッシュ・アウトフロー合計 63,518 59,093

使用権資産の増加額 35,171 39,956

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

使用権資産の内訳

土地および建物を原資産とするもの 296,006 309,854

その他を原資産とするもの 11,101 9,523

合計 307,107 319,377

　当社グループは、主に介護事業において営業用不動産に係るリース取引を行っており、解約不能期間の終了後において延
長オプションが付されていることから、当該延長オプションを行使することが合理的に確実である場合には、リースの開始日
において、リース期間の見積りに含めております。

　　なお、リース負債の満期分析については、注記 「38. リスク管理に関する開示 38.5 流動性リスク」に記載しております。

( ) ( )
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17. 持分法で会計処理されている投資
（1） 個々に重要性のある関連会社または共同支配企業

　2024年度および2025年度において、個々に重要性のある関連会社または共同支配企業はありません。

（2） 個々に重要性のない関連会社または共同支配企業
　個々に重要性のない関連会社または共同支配企業に対する投資の帳簿価額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

帳簿価額

関連会社 40,752 42,869

共同支配企業 1,422 －

合計 42,175 42,869

　個々に重要性のない関連会社または共同支配企業における当期利益、その他の包括利益および当期包括利益合計に対す
る持分は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

関連会社

当期利益 △24,506 3,571

その他の包括利益 △324 △700

当期包括利益合計 △24,831 2,871

共同支配企業

当期利益 △243 －

その他の包括利益 － －

当期包括利益合計 △243 －

　2024年度において、持分法で会計処理されている投資の減損損失を21,065百万円認識し、連結損益計算書において「持
分法による投資損益」に含めて計上しております。

（3） 資金移動に関する重大な制限等
　関連会社のうち、保険会社は所在国における法令や規制の対象となっており、当該国における規制当局の監督を受けてい
ることが通常であることから、配当規制等の適用により資金移動が制限される場合があります。

( ) ( )
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18. 保険契約および再保険契約
　保険契約および再保険契約に係る資産および負債の内訳は、次のとおりであります。なお、連結財政状態計算書においては、
ポートフォリオごとに資産計上額と負債計上額を区分して表示しております。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

資産計上額 負債計上額 資産計上額 負債計上額

損害保険事業

残存カバーに係る資産または負債 13,008 3,101,534 230,181 18,071

発生保険金に係る資産または負債 △12,063 4,043,856 977,260 △16,835

損害保険事業　合計 945 7,145,390 1,207,441 1,235

うちPAAを適用せずに測定する保険契約 
および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 － 2,258,681 25,801 －

発生保険金に係る資産または負債 － 520,340 77,940 －

小計 － 2,779,021 103,742 －

うちPAAを適用して測定する保険契約 
および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 13,008 842,853 204,379 18,071

発生保険金に係る資産または負債 △12,063 3,523,516 899,319 △16,835

小計 945 4,366,369 1,103,698 1,235

生命保険事業

残存カバーに係る資産または負債 48,615 2,144,396 352 －

発生保険金に係る資産または負債 △33,266 53,848 1,518 －

生命保険事業　合計 15,349 2,198,244 1,871 －

うちPAAを適用せずに測定する 
保険契約および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 48,615 2,144,248 － －

発生保険金に係る資産または負債 △33,266 48,818 － －

小計 15,349 2,193,067 － －

うちPAAを適用して測定する保険契約 
および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 － 147 352 －

発生保険金に係る資産または負債 － 5,029 1,518 －

小計 － 5,177 1,871 －

連結財政状態計算書における計上額 16,294 9,343,635 1,209,313 1,235
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2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

資産計上額 負債計上額 資産計上額 負債計上額

損害保険事業

残存カバーに係る資産または負債 63,509 4,421,837 1,132,960 102,250

発生保険金に係る資産または負債 △18,452 4,508,326 1,059,823 △11,085

損害保険事業　合計 45,056 8,930,163 2,192,784 91,164

うちPAAを適用せずに測定する保険契約 
および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 － 3,394,541 689,263 －

発生保険金に係る資産または負債 － 498,203 55,906 －

小計 － 3,892,745 745,170 －

うちPAAを適用して測定する保険契約 
および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 63,509 1,027,295 443,697 102,250

発生保険金に係る資産または負債 △18,452 4,010,122 1,003,916 △11,085

小計 45,056 5,037,418 1,447,614 91,164

生命保険事業

残存カバーに係る資産または負債 44,292 1,756,586 315 －

発生保険金に係る資産または負債 △32,003 50,927 1,788 －

生命保険事業　合計 12,288 1,807,513 2,103 －

うちPAAを適用せずに測定する保険契約 
および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 44,292 1,756,431 － －

発生保険金に係る資産または負債 △32,003 45,950 － －

小計 12,288 1,802,381 － －

うちPAAを適用して測定する 
保険契約および再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 － 155 315 －

発生保険金に係る資産または負債 － 4,976 1,788 －

小計 － 5,132 2,103 －

連結財政状態計算書における計上額 57,345 10,737,677 2,194,887 91,164
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18. 1 保険契約および再保険契約の測定に使用したインプット、仮定および見積技法
　履行キャッシュ・フローは、次のとおりで構成されております。
・  将来キャッシュ・フローの見積り
・   貨幣の時間価値および将来キャッシュ・フローに係る金融リスク（当該金融リスクが将来キャッシュ・フローの見積りに反映さ
れていない範囲で）を反映するための調整

・  非金融リスクに係るリスク調整

（1） 将来キャッシュ・フローの見積り
　将来キャッシュ・フローの見積りの目的は、生じ得るすべての範囲の結果を反映する一定範囲のシナリオの期待値を算定す
ることであります。期待現在価値を算出するため、各シナリオから生じるキャッシュ・フローをその発生確率で加重平均したう
えで、現在価値に割り引いております。市場変数に基づいて変動するキャッシュ・フローと他のキャッシュ・フローとの間に重
大な相互依存関係がある場合には、確率論的なモデル化技法を用いてその期待現在価値を見積っております。確率論的なモ
デル化には、金利や株式配当等の市場変数について生じ得る多数の経済シナリオに基づく将来キャッシュ・フローの予測が含
まれます。
　なお、将来キャッシュ・フローは名目キャッシュ・フローであり、インフレーションの影響を含んだキャッシュ・フローとしてお
ります。
　当社グループでは、インフレ―ションの仮定は、直近に発行された物価連動国債に織り込まれたブレーク・イーブン・インフ
レ率と最新の消費者物価指数を参考に算出しております。また、金利の補外手法と整合するよう、31年目以降のインフレ率は
40年かけて終局金利のうちの期待インフレ率に収束するように線形補間しております。
損害保険事業
　将来キャッシュ・フローは次のとおり未経過期間と既経過期間に分けて見積りを行っております。
＜未経過期間＞
　将来キャッシュ・フローを見積る際に用いる損害率、維持費率などの仮定は、各会社が保有する商品の種類、契約内容、
将来キャッシュ・フローの特性などを考慮し、最近の実績値を含む過年度実績の情報を反映しております。
　損害率の仮定は、主に各会社の過年度実績値を用いることによって算出しており、一部の商品については、巨大災害の
影響および季節性の特性を考慮した調整を加えております。
　維持費率の仮定は、主に各会社の過年度実績値を用いることによって算出しており、経費ごとの特性を反映しております。
　その他、保険契約者の行動に関する仮定としての解約率等も将来キャッシュ・フローに反映しております。
＜既経過期間＞
　期末日現在において既発生未払となっている保険金請求の最終損害額、損害調査費、残存物の価値およびその他予想
される回収額について、既報告の個々の保険金請求を調査することおよび既発生未報告の保険金請求に関する引当をす
ることにより見積っております。保険金請求の最終損害額は、様々な損害見積技法（例：チェインラダー法、ボーンヒュッター・
ファーガソン法）を用いることにより見積られております。これらの技法は、各会社の保険金支払実績が将来の保険金のディ
ベロップメント・パターン、ひいては最終損害額を示すものと仮定しております。保険金請求の最終損害額は各保険種目別
に見積っております。ただし、大口の保険金請求についてはこの限りではなく、他の保険金請求と区分して個別に見積って
おります。
　使用している仮定（損害率および将来の保険金請求額の上昇率を含む）は、その予測の基礎としている過去のクレーム・ディ
ベロップメントのデータから推計しておりますが、将来において過去の傾向が適用できない程度および新たな将来の傾向
が出現する程度について判断を行っております。
　損害調査費率の仮定は、主に会社の過年度実績値を用いることによって算出しており、経費ごとの特性を反映しており
ます。
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生命保険事業
　将来キャッシュ・フローを見積る際に用いる死亡率、罹患率、維持費率および保険契約者の行動に関する仮定は、商品の
種類別に策定し、最近の実績および保険契約グループ内の保険契約者の特性を反映しております。
　死亡率および罹患率の仮定は通常、生命表のデータ、業界の傾向および各国の最近の実績を組み合わせて用いること
によって策定しております。実績は定期的な調査を通じて観測しており、その調査の結果は新商品の料率設定と既存の保
険契約の測定の両方に反映しております。
　維持費率の仮定は、主に会社の最新の実績値と過年度の実績値を組み合わせて用いており、そのうえで、経費ごとの特
性を反映しております。
　保険契約者の行動に関する仮定は、会社の契約管理情報に基づき、過去の経験および最近のデータの傾向を反映するよ
う統計的手法を用いて、算出しております。

（2） 割引率の決定
　キャッシュ・フロー特性と保険契約の流動性特性を反映するように調整したリスクフリーのイールド・カーブを用いて算定さ
れた割引率によりすべてのキャッシュ・フローを割り引いております。リスクフリーのイールド・カーブは国債等の観察可能な
市場データに基づき、長期の実質金利とインフレ予想を考慮して、利用可能な最新の市場データと終局金利とで補間計算す
ることにより算出しております。なお、2024年度および2025年度における終局金利（JPY）は、それぞれ3.20%であります。

　次の表は、保険契約のキャッシュ・フローを割り引くのに用いたイールド・カーブを、主要通貨ごとに示したものであります。

スポット・レート（JPY） 1年 3年 5年 10年 20年 30年

2024年度（2025年3月31日） 0.74% 1.00% 1.23% 1.62% 2.45% 2.81%

2025年度（2026年3月31日） 1.23% 1.63% 1.92% 2.52% 3.67% 4.22%

スポット・レート（USD） 1年 3年 5年 10年 20年 30年

2024年度（2025年3月31日） 4.53% 4.38% 4.46% 4.76% 5.14% 5.21%

2025年度（2026年3月31日） 4.08% 4.24% 4.38% 4.81% 5.42% 5.60%

スポット・レート（EUR） 1年 3年 5年 10年 20年 30年

2024年度（2025年3月31日） 2.24% 2.36% 2.58% 3.02% 3.37% 3.40%

2025年度（2026年3月31日） 2.70% 2.83% 2.93% 3.24% 3.73% 3.75%
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（3） 投資要素の決定
　保険事故が発生するかどうかにかかわらず、すべての状況において保険契約者に返済することが要求される金額を契約
管理のプロセスにおいて算定しており、これにより保険契約の投資要素を識別しております。投資要素は、保険収益および
保険サービス費用から除外しております。

（4） 非金融リスクに係るリスク調整
　非金融リスクに係るリスク調整は、非金融リスクを負担することに対する報酬を反映して決定しており、規則的かつ合理的
な方法を用いて契約グループに配分しております。また、非金融リスクに係るリスク調整には、当社グループが要求する報酬
と整合的で、かつリスク回避の程度を反映する方法によって、分散効果を反映しております。
　原則として資本コスト法を用いて非金融リスクに係るリスク調整を決定しております。資本コスト法においては、将来の各報
告日における必要資本額に資本コスト率を乗じ、非流動性を調整したリスクフリーレートで割り引いて、非金融リスクに係るリ
スク調整の金額を算定しております。当該必要資本額は、将来の各報告日において保険契約から生じる将来キャッシュ・フロー
の現在価値の確率分布を見積った上で、99.5%の信頼水準による保険契約期間にわたって生じる保険金および経費支払に
関する契約上の義務の履行に要する資本を計算しており、資本コスト率は、投資家が非金融リスクに対するエクスポージャー
に対して要求するであろう追加的な報酬として決定しております。2024年度および2025年度における資本コスト率は、そ
れぞれ6%であります。

　資本コスト法を適用した主な保険子会社における非金融リスクに係るリスク調整は、次の信頼水準に対応しております。

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

損害保険事業 76.1% 73.3%

生命保険事業 88.3% 86.0%

（5） 保険カバーと投資リターン・サービスまたは投資関連サービスとの配分の決定
　保険カバーと投資リターン・サービス（直接連動有配当保険契約については投資関連サービス）によって提供される給付の
量の評価には、損害保険事業については、保険カバーとして既経過保険料を、投資リターン・サービスとして投資要素に該当
する解約返戻金をそれぞれ用い、また、生命保険事業については、平準払かつ全期払換算した保険料にカバー期間内におけ
る主たる保障金額の比を反映させたうえで、保険カバーとして危険保険料分と付加保険料分を、投資リターン・サービスまた
は投資関連サービスとして貯蓄保険料分をそれぞれ用いることで、給付の相対的なウェイト付けを行っております。
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18. 2 損害保険事業
（1） PAAを適用せずに測定する保険契約および再保険契約

①　PAAを適用せずに測定する保険契約および再保険契約の期首残高と期末残高との調整表

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る 
資産または負債 合計

損失要素以外 損失要素

資産計上額 － － － －

負債計上額 2,189,757 339,895 537,818 3,067,471

期首残高（△は資産） 2,189,757 339,895 537,818 3,067,471

保険収益 △1,237,562 － － △1,237,562

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － △46,660 829,518 782,858

新契約費償却額 189,205 － － 189,205

不利な契約に係る損益 － △225 － △225

発生保険金に係る資産または負債の
変動 － － 18,687 18,687

投資要素および保険料返戻 △193,322 － 193,322 －

保険金融費用（純額） △69,364 △731 △3,187 △73,283

為替換算差額 － － － －

その他 555 △103 △0 451

キャッシュ・フロー額

受取保険料 1,288,292 － － 1,288,292

支払新契約費 △201,053 － － △201,053

支払保険金およびその他費用 － － △1,055,818 △1,055,818

期末残高（△は資産） 1,966,507 292,174 520,340 2,779,021

資産計上額 － － － －

負債計上額 1,966,507 292,174 520,340 2,779,021
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（単位：百万円）

再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る 
資産または負債 合計

損失回収要素以外 損失回収要素

資産計上額 △25,797 △480 △80,811 △107,089

負債計上額 － － － －

期首残高（△は資産） △25,797 △480 △80,811 △107,089

再保険損益 113,205 263 △46,596 66,872

投資要素および保険料返戻 635 － △635 －

再保険金融収益（純額） 114 1 314 429

再保険者の不履行リスクの変動 200 － △24 175

為替換算差額 － － － －

その他 321 △0 △5,483 △5,162

キャッシュ・フロー額

支払再保険料 △114,265 － － △114,265

支払新契約費 － － － －

受取再保険金等 － － 55,296 55,296

期末残高（△は資産） △25,586 △215 △77,940 △103,742

資産計上額 △25,586 △215 △77,940 △103,742

負債計上額 － － － －
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る 
資産または負債 合計

損失要素以外 損失要素

資産計上額 － － － －

負債計上額 1,966,507 292,174 520,340 2,779,021

期首残高（△は資産） 1,966,507 292,174 520,340 2,779,021

保険収益 △1,311,842 － － △1,311,842

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － △33,708 833,472 799,763

新契約費償却額 199,863 － － 199,863

不利な契約に係る損益 － △12,436 － △12,436

発生保険金に係る資産または負債の
変動 － － 2,978 2,978

投資要素および保険料返戻 △171,812 － 171,812 －

保険金融費用（純額） △56,879 △556 954 △56,481

為替換算差額 75,164 － － 75,164

その他 △10,053 0 △181 △10,235

キャッシュ・フロー額

受取保険料 2,662,348 － － 2,662,348

支払新契約費 △204,225 － － △204,225

支払保険金およびその他費用 － － △1,031,173 △1,031,173

期末残高（△は資産） 3,149,069 245,472 498,203 3,892,745

資産計上額 － － － －

負債計上額 3,149,069 245,472 498,203 3,892,745
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（単位：百万円）

再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る 
資産または負債 合計

損失回収要素以外 損失回収要素

資産計上額 △25,586 △215 △77,940 △103,742

負債計上額 － － － －

期首残高（△は資産） △25,586 △215 △77,940 △103,742

再保険損益 128,580 133 △54,599 74,113

投資要素および保険料返戻 695 － △695 －

再保険金融収益（純額） 281 0 △226 55

再保険者の不履行リスクの変動 84 － △56 27

為替換算差額 △36,609 － － △36,609

その他 2,695 △0 8,039 10,734

キャッシュ・フロー額

支払再保険料 △759,324 － － △759,324

支払新契約費 － － － －

受取再保険金等 － － 69,573 69,573

期末残高（△は資産） △689,181 △82 △55,906 △745,170

資産計上額 △689,181 △82 △55,906 △745,170

負債計上額 － － － －
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②　上記①における保険契約および再保険契約についての構成要素別の期首残高と期末残高との調整表

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

将来キャッシュ・フロー
の期待現在価値

非金融リスクに係る 
リスク調整 CSM 合計

資産計上額 － － － －

負債計上額 2,840,015 165,970 61,484 3,067,471

期首残高（△は資産） 2,840,015 165,970 61,484 3,067,471

将来のサービスに係る変動

当初認識した契約 △125,787 43,213 93,041 10,467

CSMに係る調整額 △37,544 1,206 36,338 －

不利な契約に係る損失および 
損失の戻入れを伴う見積りの変更 △11,979 1,286 － △10,693

当期のサービスに係る変動

CSMの償却額 － － △109,279 △109,279

非金融リスクに係るリスク調整の変動 － △46,460 － △46,460

実績調整 △109,759 － － △109,759

過去のサービスに係る変動

発生保険金に係る資産または 
負債の変動 21,610 △2,922 － 18,687

保険金融費用（純額） △57,341 △16,063 121 △73,283

為替換算差額 － － － －

その他 451 － － 451

キャッシュ・フロー額 31,419 － － 31,419

期末残高（△は資産） 2,551,085 146,230 81,705 2,779,021

資産計上額 － － － －

負債計上額 2,551,085 146,230 81,705 2,779,021
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（単位：百万円）

再保険契約

将来キャッシュ・フロー
の期待現在価値

非金融リスクに係る 
リスク調整 CSM 合計

資産計上額 △78,068 △4,047 △24,973 △107,089

負債計上額 － － － －

期首残高（△は資産） △78,068 △4,047 △24,973 △107,089

将来のサービスに係る変動

当初認識した契約 41,999 △6,098 △35,943 △41

CSMに係る調整額 4,807 △29 △4,777 －

基礎となる不利な契約に係る損失 
および損失の戻入れに関する 
見積りの変更

23 2 － 26

当期のサービスに係る変動

CSMの償却額 － － 38,553 38,553

非金融リスクに係るリスク調整の変動 － 6,071 － 6,071

実績調整 33,024 － － 33,024

過去のサービスに係る変動

発生保険金に係る資産または負債の
変動 △11,185 424 － △10,760

再保険金融収益（純額） 471 5 △46 429

再保険者の不履行リスクの変動 175 － － 175

為替換算差額 － － － －

その他 △5,162 － － △5,162

キャッシュ・フロー額 △58,968 － － △58,968

期末残高（△は資産） △72,884 △3,670 △27,187 △103,742

資産計上額 △72,884 △3,670 △27,187 △103,742

負債計上額 － － － －
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

将来キャッシュ・フロー
の期待現在価値

非金融リスクに係る 
リスク調整 CSM 合計

資産計上額 － － － －

負債計上額 2,551,085 146,230 81,705 2,779,021

期首残高（△は資産） 2,551,085 146,230 81,705 2,779,021

将来のサービスに係る変動

当初認識した契約 △402,785 140,439 263,711 1,365

CSMに係る調整額 △59,400 △1,742 61,143 －

不利な契約に係る損失および 
損失の戻入れを伴う見積りの変更 △12,852 △948 － △13,801

当期のサービスに係る変動

CSMの償却額 － － △146,378 △146,378

非金融リスクに係るリスク調整の変動 － △47,283 － △47,283

実績調整 △118,554 － － △118,554

過去のサービスに係る変動

発生保険金に係る資産または 
負債の変動 5,703 △2,724 － 2,978

保険金融費用（純額） △40,600 △17,016 1,135 △56,481

為替換算差額 61,803 5,485 7,875 75,164

その他 △1,168 △29 △9,037 △10,235

キャッシュ・フロー額 1,426,949 － － 1,426,949

期末残高（△は資産） 3,410,179 222,410 260,155 3,892,745

資産計上額 － － － －

負債計上額 3,410,179 222,410 260,155 3,892,745
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（単位：百万円）

再保険契約

将来キャッシュ・フロー
の期待現在価値

非金融リスクに係る 
リスク調整 CSM 合計

資産計上額 △72,884 △3,670 △27,187 △103,742

負債計上額 － － － －

期首残高（△は資産） △72,884 △3,670 △27,187 △103,742

将来のサービスに係る変動

当初認識した契約 168,880 △49,297 △119,584 △0

CSMに係る調整額 20,159 1,664 △21,824 －

基礎となる不利な契約に係る損失 
および損失の戻入れに関する 
見積りの変更

4 2 － 6

当期のサービスに係る変動

CSMの償却額 － － 45,351 45,351

非金融リスクに係るリスク調整の変動 － 6,633 － 6,633

実績調整 16,849 － － 16,849

過去のサービスに係る変動

発生保険金に係る資産または負債の
変動 4,887 385 － 5,273

再保険金融収益（純額） 478 37 △460 55

再保険者の不履行リスクの変動 27 － － 27

為替換算差額 △28,960 △2,389 △5,259 △36,609

その他 6,460 11 4,262 10,734

キャッシュ・フロー額 △689,750 － － △689,750

期末残高（△は資産） △573,845 △46,622 △124,702 △745,170

資産計上額 △573,845 △46,622 △124,702 △745,170

負債計上額 － － － －
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③　当初認識した契約の影響
　当初認識した保険契約および再保険契約に係る影響は、次のとおりであります。

企業結合または契約の移転により取得した契約以外の契約
2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

不利な契約以外 不利な契約
当初認識において 
損失回収要素を 
伴わない契約

当初認識において 
損失回収要素を 

伴う契約

予想支払・受取保険金および 
その他費用 720,150 175,351 △64,021 △1,180

新契約費 145,249 50,360 － －

予想受取・支払保険料 △991,207 △225,692 105,888 1,311

非金融リスクに係るリスク調整 32,765 10,448 △6,003 △94

CSM 93,041 － △35,864 △78

当初認識時における損失（△は利益） － 10,467 － △41

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

不利な契約以外 不利な契約
当初認識において 
損失回収要素を 
伴わない契約

当初認識において 
損失回収要素を 
伴う契約

予想支払・受取保険金および 
その他費用 875,081 15,512 △60,566 △15

新契約費 193,028 4,343 － －

予想受取・支払保険料 △1,234,595 △18,767 103,980 18

非金融リスクに係るリスク調整 42,492 276 △5,551 △0

CSM 123,993 － △37,863 △3

当初認識時における損失（△は利益） － 1,365 － △0
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企業結合または契約の移転により取得した契約
2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

不利な契約以外 不利な契約
当初認識において 
損失回収要素を 
伴わない契約

当初認識において 
損失回収要素を 

伴う契約

予想支払・受取保険金および 
その他費用 － － － －

新契約費 － － － －

予想受取・支払保険料 － － － －

非金融リスクに係るリスク調整 － － － －

CSM － － － －

当初認識時における損失（△は利益） － － － －

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

不利な契約以外 不利な契約
当初認識において 
損失回収要素を 
伴わない契約

当初認識において 
損失回収要素を 
伴う契約

予想支払・受取保険金および 
その他費用 1,096,690 － △522,155 －

新契約費 － － － －

予想受取・支払保険料 △1,334,078 － 647,618 －

非金融リスクに係るリスク調整 97,670 － △43,745 －

CSM 139,717 － △81,717 －

当初認識時における損失（△は利益） － － － －

④　CSMの償却時期
　CSMが純損益に認識されると予想される時期は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度（2025年3月31日） 2025年度（2026年3月31日）

保険契約 再保険契約 保険契約 再保険契約

　1年以内 55,227 △19,003 96,267 △34,725

　1年超2年以内 9,565 △3,321 41,927 △19,546

　2年超3年以内 6,388 △2,073 32,188 △15,316

　3年超4年以内 4,490 △1,243 24,784 △12,124

　4年超5年以内 2,600 △665 16,621 △9,534

　5年超 3,433 △879 48,365 △33,455

CSM　合計 81,705 △27,187 260,155 △124,702

Sompo Holdings

71



財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト

事
業
の
概
況（
連
結
）

経
理
の
概
況（
連
結
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

（2） PAAを適用して測定する保険契約および再保険契約
　PAAを適用して測定する保険契約および再保険契約の期首残高と期末残高との調整表

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失要素以外 損失要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 － － － － －

負債計上額 768,422 16,434 3,115,264 137,543 4,037,666

期首残高（△は資産） 768,422 16,434 3,115,264 137,543 4,037,666

保険収益 △3,573,241 － － － △3,573,241

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － － 2,590,853 46,680 2,637,533

新契約費償却額 640,633 － － － 640,633

不利な契約に係る損益 － △2,214 － － △2,214

発生保険金に係る資産 
または負債の変動 － － 869 △40,588 △39,718

投資要素および保険料返戻 △63,555 － 63,555 － －

保険金融費用（純額） 3,987 2,026 181,377 8,713 196,104

為替換算差額 △32,683 △1,556 △18,580 △2,368 △55,189

その他 △1,652 △235 △3,598 △50 △5,537

キャッシュ・フロー額

受取保険料 3,739,888 － － － 3,739,888

支払新契約費 △666,410 － － － △666,410

支払保険金およびその他費用 － － △2,544,090 － △2,544,090

期末残高（△は資産） 815,389 14,454 3,385,650 149,929 4,365,424

資産計上額 △13,008 0 11,537 526 △945

負債計上額 828,398 14,454 3,374,112 149,403 4,366,369
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（単位：百万円）

再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失回収要素以外 損失回収要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 △202,974 △4,656 △865,980 △46,915 △1,120,527

負債計上額 － － － － －

期首残高（△は資産） △202,974 △4,656 △865,980 △46,915 △1,120,527

再保険損益 779,380 1,183 △489,275 1,697 292,986

投資要素および保険料返戻 9,393 － △9,393 － －

再保険金融収益（純額） 162 △550 △61,951 △3,012 △65,352

再保険者の不履行リスクの変動 － － △31 － △31

為替換算差額 14,094 533 2,568 861 18,058

その他 △857 △225 1,155 △213 △141

キャッシュ・フロー額

支払再保険料 △781,793 － － － △781,793

支払新契約費 － － － － －

受取再保険金等 － － 554,337 － 554,337

期末残高（△は資産） △182,593 △3,714 △868,571 △47,583 △1,102,463

資産計上額 △200,664 △3,714 △852,595 △46,723 △1,103,698

負債計上額 18,071 － △15,976 △859 1,235
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失要素以外 損失要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 △13,008 0 11,537 526 △945

負債計上額 828,398 14,454 3,374,112 149,403 4,366,369

期首残高（△は資産） 815,389 14,454 3,385,650 149,929 4,365,424

保険収益 △3,802,370 － － － △3,802,370

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － － 2,571,555 45,675 2,617,231

新契約費償却額 679,552 － － － 679,552

不利な契約に係る損益 － 7,866 － － 7,866

発生保険金に係る資産 
または負債の変動 － － 27,071 △39,357 △12,285

投資要素および保険料返戻 △64,858 － 64,858 － －

保険金融費用（純額） △822 899 208,841 9,881 218,799

為替換算差額 26,403 △399 214,538 11,091 251,634

その他 16,500 △42 △10,243 △1,261 4,952

キャッシュ・フロー額

受取保険料 3,964,582 － － － 3,964,582

支払新契約費 △693,369 － － － △693,369

支払保険金およびその他費用 － － △2,609,657 － △2,609,657

期末残高（△は資産） 941,007 22,778 3,852,615 175,959 4,992,361

資産計上額 △63,520 11 17,398 1,053 △45,056

負債計上額 1,004,528 22,767 3,835,216 174,906 5,037,418

業績・コーポレートデータレポート2026

74



（単位：百万円）

再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失回収要素以外 損失回収要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 △200,664 △3,714 △852,595 △46,723 △1,103,698

負債計上額 18,071 － △15,976 △859 1,235

期首残高（△は資産） △182,593 △3,714 △868,571 △47,583 △1,102,463

再保険損益 780,710 2,672 △534,312 1,288 250,359

投資要素および保険料返戻 5,157 － △5,157 － －

再保険金融収益（純額） 1,155 △77 △65,090 △3,386 △67,400

再保険者の不履行リスクの変動 － － △38 － △38

為替換算差額 △25,038 50 △68,580 △3,992 △97,561

その他 △4,077 417 644 784 △2,230

キャッシュ・フロー額

支払再保険料 △916,107 － － － △916,107

支払新契約費 － － － － －

受取再保険金等 － － 578,993 － 578,993

期末残高（△は資産） △340,794 △652 △962,113 △52,889 △1,356,449

資産計上額 △443,044 △652 △951,452 △52,464 △1,447,614

負債計上額 102,250 － △10,661 △424 91,164
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（3） 実際の保険金と保険金の割引前金額の従前の見積りとの比較（クレーム・ディベロップメント）
　保険契約に係るクレーム・ディベロップメント（再保険契約考慮前）は、次のとおりであります。なお、移行措置の適用により、
事故発生年度が2019年度以前となるものについてはクレーム・ディベロップメントに関する開示を行っておりません。

（単位：百万円）

経過年数
事故発生年度

合計 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

発生年度末 ―― 2,113,294 2,406,245 3,034,349 2,917,391 2,940,632 3,025,008

1年後 ―― 2,147,828 2,432,549 3,098,437 2,874,955 2,936,556 ――

2年後 ―― 2,178,035 2,427,708 3,079,708 2,888,629 ―― ――

3年後 ―― 2,190,136 2,450,508 3,082,585 ―― ―― ――

4年後 ―― 2,242,283 2,480,502 ―― ―― ―― ――

5年後 ―― 2,263,126 ―― ―― ―― ―― ――

割引前累計見積保険金 16,676,409 2,263,126 2,480,502 3,082,585 2,888,629 2,936,556 3,025,008

累計支払保険金 12,278,379 2,086,795 2,222,987 2,609,616 2,232,071 1,902,218 1,224,689

割引前将来キャッシュ・ 
アウトフロー 4,398,029 176,330 257,515 472,968 656,558 1,034,337 1,800,318

2019年度以前の累計額 423,802

割引による影響 △510,681

その他 215,627

発生保険金に係る資産 
または負債 4,526,778
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18. 3 生命保険事業
（1） PAAを適用せずに測定する保険契約

①　PAAを適用せずに測定する保険契約の期首残高と期末残高との調整表

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る 
資産または負債 合計

損失要素以外 損失要素

資産計上額 △53,347 － 33,826 △19,521

負債計上額 2,496,282 4,221 50,781 2,551,285

期首残高（△は資産） 2,442,934 4,221 84,608 2,531,764

保険収益 △244,665 － － △244,665

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － △531 114,062 113,530

新契約費償却額 49,324 － － 49,324

不利な契約に係る損益 － 2,120 － 2,120

発生保険金に係る資産または負債の
変動 － － 47 47

投資要素および保険料返戻 △129,873 － 129,873 －

保険金融費用（純額） △372,114 64 △1,695 △373,745

為替換算差額 － － － －

その他 399 － △5 394

キャッシュ・フロー額

受取保険料 420,082 － － 420,082

支払新契約費 △76,329 － － △76,329

支払保険金およびその他費用 － － △244,805 △244,805

期末残高（△は資産） 2,089,757 5,874 82,085 2,177,718

資産計上額 △48,615 0 33,266 △15,349

負債計上額 2,138,373 5,874 48,818 2,193,067
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る 
資産または負債 合計

損失要素以外 損失要素

資産計上額 △48,615 0 33,266 △15,349

負債計上額 2,138,373 5,874 48,818 2,193,067

期首残高（△は資産） 2,089,757 5,874 82,085 2,177,718

保険収益 △248,832 － － △248,832

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － △753 115,368 114,614

新契約費償却額 51,039 － － 51,039

不利な契約に係る損益 － 2,716 － 2,716

発生保険金に係る資産または負債の
変動 － － △352 △352

投資要素および保険料返戻 △137,056 － 137,056 －

保険金融費用（純額） △402,473 96 △1,297 △403,673

為替換算差額 － － － －

その他 968 － 2 970

キャッシュ・フロー額

受取保険料 421,884 － － 421,884

支払新契約費 △71,083 － － △71,083

支払保険金およびその他費用 － － △254,909 △254,909

期末残高（△は資産） 1,704,204 7,934 77,954 1,790,093

資産計上額 △44,292 － 32,003 △12,288

負債計上額 1,748,496 7,934 45,950 1,802,381
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②　上記①における保険契約についての構成要素別の期首残高と期末残高との調整表

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

将来キャッシュ・フロー
の期待現在価値

非金融リスクに係る 
リスク調整 CSM 合計

資産計上額 △110,085 17,042 73,521 △19,521

負債計上額 1,547,050 315,898 688,336 2,551,285

期首残高（△は資産） 1,436,965 332,940 761,858 2,531,764

将来のサービスに係る変動

当初認識した契約 △89,630 19,755 69,874 －

CSMに係る調整額 46,957 △1,239 △45,717 －

不利な契約に係る損失および 
損失の戻入れを伴う見積りの変更 2,064 56 － 2,120

当期のサービスに係る変動

CSMの償却額 － － △61,205 △61,205

非金融リスクに係るリスク調整の変動 － △22,079 － △22,079

実績調整 1,474 － － 1,474

過去のサービスに係る変動

発生保険金に係る資産または 
負債の変動 47 － － 47

保険金融費用（純額） △363,341 △22,343 11,939 △373,745

為替換算差額 － － － －

その他 394 － － 394

キャッシュ・フロー額 98,946 － － 98,946

期末残高（△は資産） 1,133,878 307,090 736,749 2,177,718

資産計上額 △102,733 15,535 71,848 △15,349

負債計上額 1,236,611 291,554 664,900 2,193,067
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

将来キャッシュ・フロー
の期待現在価値

非金融リスクに係る 
リスク調整 CSM 合計

資産計上額 △102,733 15,535 71,848 △15,349

負債計上額 1,236,611 291,554 664,900 2,193,067

期首残高（△は資産） 1,133,878 307,090 736,749 2,177,718

将来のサービスに係る変動

当初認識した契約 △69,173 14,793 54,379 －

CSMに係る調整額 44,086 55,302 △99,389 －

不利な契約に係る損失および 
損失の戻入れを伴う見積りの変更 2,617 98 － 2,716

当期のサービスに係る変動

CSMの償却額 － － △57,880 △57,880

非金融リスクに係るリスク調整の変動 － △23,217 － △23,217

実績調整 △2,079 － － △2,079

過去のサービスに係る変動

発生保険金に係る資産または 
負債の変動 △352 － － △352

保険金融費用（純額） △387,674 △35,262 19,262 △403,673

為替換算差額 － － － －

その他 970 － － 970

キャッシュ・フロー額 95,892 － － 95,892

期末残高（△は資産） 818,165 318,805 653,122 1,790,093

資産計上額 △99,341 15,576 71,475 △12,288

負債計上額 917,506 303,228 581,646 1,802,381
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③　当初認識した契約の影響
　当初認識した保険契約に係る影響は、次のとおりであります。なお、企業結合または契約の移転により取得した契約は
ありません。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

不利な契約以外 不利な契約

予想支払保険金およびその他費用 277,615 －

新契約費 59,120 －

予想受取保険料 △426,366 －

非金融リスクに係るリスク調整 19,755 －

CSM 69,874 －

当初認識時における損失（△は利益） － －

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

不利な契約以外 不利な契約

予想支払保険金およびその他費用 225,948 －

新契約費 57,400 －

予想受取保険料 △352,522 －

非金融リスクに係るリスク調整 14,793 －

CSM 54,379 －

当初認識時における損失（△は利益） － －

④　CSMの償却時期
　CSMが純損益に認識されると予想される時期は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度（2025年3月31日） 2025年度（2026年3月31日）

　1年以内 47,517 43,702

　1年超2年以内 43,659 40,046

　2年超3年以内 40,088 36,689

　3年超4年以内 36,838 33,719

　4年超5年以内 34,064 31,157

　5年超10年以内 140,149 127,276

　10年超 394,432 340,530

CSM　合計 736,749 653,122
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（2） PAAを適用して測定する保険契約および再保険契約
　PAAを適用して測定する保険契約および再保険契約の期首残高と期末残高との調整表

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失要素以外 損失要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 － － － － －

負債計上額 111 － 5,084 － 5,195

期首残高（△は資産） 111 － 5,084 － 5,195

保険収益 △10,050 － － － △10,050

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － － 9,178 － 9,178

新契約費償却額 164 － － － 164

不利な契約に係る損益 － － － － －

発生保険金に係る資産 
または負債の変動 － － － － －

投資要素および保険料返戻 － － － － －

保険金融費用（純額） － － － － －

為替換算差額 － － － － －

その他 － － － － －

キャッシュ・フロー額

受取保険料 10,087 － － － 10,087

支払新契約費 △164 － － － △164

支払保険金およびその他費用 － － △9,233 － △9,233

期末残高（△は資産） 147 － 5,029 － 5,177

資産計上額 － － － － －

負債計上額 147 － 5,029 － 5,177
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（単位：百万円）

再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失回収要素以外 損失回収要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 △128 △181 △2,010 － △2,320

負債計上額 － － － － －

期首残高（△は資産） △128 △181 △2,010 － △2,320

再保険損益 4,026 △65 △3,587 － 373

投資要素および保険料返戻 － － － － －

再保険金融収益（純額） － － － － －

再保険者の不履行リスクの変動 － － － － －

為替換算差額 － － － － －

その他 △37 － 557 － 519

キャッシュ・フロー額

支払再保険料 △3,966 － － － △3,966

支払新契約費 － － － － －

受取再保険金等 － － 3,521 － 3,521

期末残高（△は資産） △105 △247 △1,518 － △1,871

資産計上額 △105 △247 △1,518 － △1,871

負債計上額 － － － － －
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失要素以外 損失要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 － － － － －

負債計上額 147 － 5,029 － 5,177

期首残高（△は資産） 147 － 5,029 － 5,177

保険収益 △9,875 － － － △9,875

保険サービス費用

発生保険金およびその他費用 － － 9,009 － 9,009

新契約費償却額 153 － － － 153

不利な契約に係る損益 － － － － －

発生保険金に係る資産 
または負債の変動 － － － － －

投資要素および保険料返戻 － － － － －

保険金融費用（純額） － － － － －

為替換算差額 － － － － －

その他 － － － － －

キャッシュ・フロー額

受取保険料 9,883 － － － 9,883

支払新契約費 △153 － － － △153

支払保険金およびその他費用 － － △9,062 － △9,062

期末残高（△は資産） 155 － 4,976 － 5,132

資産計上額 － － － － －

負債計上額 155 － 4,976 － 5,132
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（単位：百万円）

再保険契約

残存カバーに係る資産または負債 発生保険金に係る資産または負債

合計
損失回収要素以外 損失回収要素

将来キャッシュ・ 
フローの期待 
現在価値

非金融リスクに 
係るリスク調整

資産計上額 △105 △247 △1,518 － △1,871

負債計上額 － － － － －

期首残高（△は資産） △105 △247 △1,518 － △1,871

再保険損益 3,942 18 △3,519 － 441

投資要素および保険料返戻 － － － － －

再保険金融収益（純額） － － － － －

再保険者の不履行リスクの変動 － － － － －

為替換算差額 － － － － －

その他 △22 － △196 － △219

キャッシュ・フロー額

支払再保険料 △3,901 － － － △3,901

支払新契約費 － － － － －

受取再保険金等 － － 3,447 － 3,447

期末残高（△は資産） △87 △228 △1,788 － △2,103

資産計上額 △87 △228 △1,788 － △2,103

負債計上額 － － － － －

（3） 実際の保険金と保険金の割引前金額の従前の見積りとの比較（クレーム・ディベロップメント）
　生命保険事業においては、保険金支払の金額および時期が通常1年以内に確定することから、クレーム・ディベロップメント
に関する開示を行っておりません。
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18. 4 移行に関する開示
　当社グループは、IFRS第17号への移行において、実務上可能な限り完全遡及アプローチを適用しておりますが、一部の契
約グループを識別し測定する際に、IFRS第17号を遡及適用するための合理的かつ裏付けのある情報を有していないことから、
修正遡及アプローチまたは公正価値アプローチを適用しております。
　損害保険事業のうち国内保険会社においては、2022年1月1日以降の新契約に係る保険契約グループおよび再保険契約グルー
プに完全遡及アプローチを適用しており、それ以外の保険契約グループおよび再保険契約グループには公正価値アプローチを
適用しております。また、海外保険会社においては、2020年1月1日以降の新契約に係る保険契約グループおよび再保険契約
グループに完全遡及アプローチを適用しており、それ以外の保険契約グループおよび再保険契約グループには修正遡及アプロー
チを適用しております。
　生命保険事業においては、2022年4月1日以降の新契約に係る保険契約グループに完全遡及アプローチを適用しており、そ
れ以外の保険契約グループにおいては、変額保険の保険契約グループには公正価値アプローチを適用し、変額保険以外の保
険契約グループには修正遡及アプローチを適用しております。
　修正遡及アプローチが適用される保険契約グループについては、移行日現在の残存カバーに係る負債のCSMまたは損失要
素について、移行日現在で利用可能な合理的で裏付け可能なキャッシュ・フローの仮定および見積りに基づいて決定しておりま
す。また、IFRS第3号「企業結合」の範囲に含まれる企業結合で取得した保険契約について、企業結合で取得される前に発生し
た保険金の決済に係る負債を、発生保険金に係る負債として分類しております。
　公正価値アプローチが適用される保険契約グループについては、移行日現在の残存カバーに係る負債のCSMまたは損失要
素について、移行日現在で利用可能な合理的で裏付け可能な情報に基づいて、保険契約グループの公正価値と履行キャッシュ・
フローとの差額として決定しております。また、公正価値アプローチを適用して測定するすべての保険契約グループについて、
移行日においてその他の包括利益に累積する保険金融収益または費用の金額は、ゼロとしております。

　移行日において修正遡及アプローチまたは公正価値アプローチを適用した契約グループについて、CSMおよび保険収益に
対する影響額は、次のとおりであります。
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（1） CSMに対する影響額
①　損害保険事業

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

修正遡及 
アプローチ

公正価値 
アプローチ その他 合計 修正遡及 

アプローチ
公正価値 
アプローチ その他 合計

期首残高（△は資産） － 13,342 48,142 61,484 － △5,466 △19,506 △24,973

将来のサービスに係る
変動

当初認識した契約 － － 93,041 93,041 － － △35,943 △35,943

CSMに係る調整額 － 1,339 34,998 36,338 － △271 △4,506 △4,777

当期のサービスに係る
変動

CSMの償却額 － △4,706 △104,573 △109,279 － 2,567 35,986 38,553

保険金融費用（純額） 
および再保険金融収益

（純額）
－ △2 123 121 － 0 △47 △46

為替換算差額 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

期末残高（△は資産） － 9,973 71,732 81,705 － △3,169 △24,017 △27,187

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

修正遡及 
アプローチ

公正価値 
アプローチ その他 合計 修正遡及 

アプローチ
公正価値 
アプローチ その他 合計

期首残高（△は資産） － 9,973 71,732 81,705 － △3,169 △24,017 △27,187

将来のサービスに係る
変動

当初認識した契約 － － 263,711 263,711 － － △119,584 △119,584

CSMに係る調整額 － 1,348 59,794 61,143 － △344 △21,479 △21,824

当期のサービスに係る
変動

CSMの償却額 － △4,219 △142,159 △146,378 － 1,669 43,681 45,351

保険金融費用（純額） 
および再保険金融収益

（純額）
－ △5 1,141 1,135 － 1 △462 △460

為替換算差額 － － 7,875 7,875 － － △5,259 △5,259

その他 － － △9,037 △9,037 － － 4,262 4,262

期末残高（△は資産） － 7,097 253,058 260,155 － △1,842 △122,859 △124,702
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②　生命保険事業
2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

修正遡及 
アプローチ

公正価値 
アプローチ その他 合計 修正遡及 

アプローチ
公正価値 
アプローチ その他 合計

期首残高（△は資産） 648,878 5,036 107,943 761,858 － － － －

将来のサービスに係る
変動

当初認識した契約 － － 69,874 69,874 － － － －

CSMに係る調整額 △19,850 △106 △25,760 △45,717 － － － －

当期のサービスに係る
変動

CSMの償却額 △50,752 △405 △10,047 △61,205 － － － －

保険金融費用（純額） 
および再保険金融収益

（純額）
11,742 1,666 △1,469 11,939 － － － －

為替換算差額 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

期末残高（△は資産） 590,018 6,190 140,541 736,749 － － － －

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

保険契約 再保険契約

修正遡及 
アプローチ

公正価値 
アプローチ その他 合計 修正遡及 

アプローチ
公正価値 
アプローチ その他 合計

期首残高（△は資産） 590,018 6,190 140,541 736,749 － － － －

将来のサービスに係る
変動

当初認識した契約 － － 54,379 54,379 － － － －

CSMに係る調整額 △64,492 △3,480 △31,416 △99,389 － － － －

当期のサービスに係る
変動

CSMの償却額 △45,005 △595 △12,280 △57,880 － － － －

保険金融費用（純額） 
および再保険金融収益

（純額）
11,072 6,775 1,414 19,262 － － － －

為替換算差額 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

期末残高（△は資産） 491,593 8,890 152,638 653,122 － － － －
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（2） 保険収益に対する影響額
（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

損害保険事業 生命保険事業 合計 損害保険事業 生命保険事業 合計

修正遡及アプローチ 7,570 200,937 208,508 6,002 189,987 195,989

公正価値アプローチ 147,193 686 147,879 100,663 892 101,556

その他 4,656,040 53,092 4,709,133 5,007,547 67,827 5,075,375

合計 4,810,804 254,716 5,065,520 5,114,213 258,707 5,372,921

（3） 金融資産に係るその他の包括利益の調整表
　その他の包括利益に係る移行措置を適用した保険契約に対応する金融資産について、その他の包括利益に認識された累
計額の調整表は次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

期首残高 △8,554 △5,265

当期発生額 △28,831 △21,957

組替調整額 33,227 13,166

税効果額 △1,107 2,540

期末残高 △5,265 △11,516

( ) ( )
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19. 法人所得税
（1） 繰延税金資産および繰延税金負債の内訳

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の調整表は、次のとおりであります。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

期首残高 純損益 
として認識

その他の包括利益
として認識 その他 期末残高

繰延税金資産

保険契約または再保険契約 197,402 1,275 △100,166 － 98,510

投資有価証券 107,036 △12,415 98,144 － 192,766

固定資産 104,617 2,051 △777 24 105,915

従業員給付 42,875 1,316 3,367 － 47,559

リース負債 73,250 △468 △0 － 72,782

その他 28,183 21,246 △53 － 49,376

繰延税金資産　小計 553,365 13,006 514 24 566,910

繰延税金負債

保険契約または再保険契約 368,566 27,015 48,304 － 443,886

投資有価証券 562,392 △23,194 △66,296 － 472,901

従業員給付 16,353 △51 183 － 16,486

使用権資産 74,189 △347 － － 73,842

その他 20,818 1,863 △111 △203 22,366

繰延税金負債　小計 1,042,321 5,285 △17,919 △203 1,029,482

繰延税金資産（△負債）の純額 △488,955 7,721 18,434 227 △462,572
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

期首残高 純損益 
として認識

その他の包括利益
として認識 その他（注） 期末残高

繰延税金資産

保険契約または再保険契約 98,510 △30,966 291 － 67,836

投資有価証券 192,766 3,391 111,336 － 307,494

固定資産 105,915 △1,358 5,078 16,050 125,686

従業員給付 47,559 △314 1,118 1,641 50,004

リース負債 72,782 1,982 122 2,086 76,974

その他 49,376 △2,318 1,846 22,450 71,354

繰延税金資産　小計 566,910 △29,583 119,793 42,229 699,350

繰延税金負債

保険契約または再保険契約 443,886 10,727 157,963 582 613,160

投資有価証券 472,901 48,118 39,862 1,696 562,579

従業員給付 16,486 △81 3,114 － 19,519

使用権資産 73,842 1,695 － － 75,537

その他 22,366 △4,183 378 1,265 19,827

繰延税金負債　小計 1,029,482 56,276 201,318 3,544 1,290,622

繰延税金資産（△負債）の純額 △462,572 △85,859 △81,525 38,684 △591,272

（注） 主に企業結合による取得であります。

　繰延税金資産の認識にあたり、将来減算一時差異、繰越欠損金および繰越税額控除の一部または全部が、将来課税所得
に対して利用できる可能性を考慮しております。繰延税金資産の回収可能性の評価においては、繰延税金負債の取り崩し、
予測される将来課税所得およびタックス・プランニングを考慮しております。過去の課税所得水準および繰延税金資産が控
除可能な期間における将来課税所得の見込みに基づき、2025年度末に認識された繰延税金資産は、回収される可能性が高
いものと判断しております。
　なお、繰延税金資産は、将来減算一時差異等を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しておりますが、
当該回収可能性の判断は、当社グループの事業計画に基づいて決定した各将来事業年度の課税所得の見積りを前提として
おります。当該将来事業年度の課税所得の見積りは、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、
将来にわたり、繰延税金資産の計上額に重要な修正を生じさせるリスクを有しております。
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（2） 未認識の繰延税金資産および繰延税金負債
　繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金およびその失効期限は、次のとおりであります。
なお、金額は税額により記載しております。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

将来減算一時差異 29,659 29,385

税務上の繰越欠損金

1年以内 1,629 1,471

1年超2年以内 1,494 －

2年超3年以内 － 1,321

3年超4年以内 1,333 908

4年超5年以内 3,539 1,219

5年超（注） 20,067 21,351

（注） 主に海外保険事業において生じた失効期限のない繰越欠損金であります。

　繰延税金負債を認識していない子会社等に対する投資に係る将来加算一時差異の合計額は、2024年度および2025年度
において、それぞれ2,276,251百万円および2,926,190百万円であります。これらは当社グループが一時差異を解消する
時期をコントロールでき、かつ、予測可能な期間内に当該一時差異が解消しない可能性が高いことから、繰延税金負債を認
識しておりません。
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（3） 法人所得税費用
　連結損益計算書に計上された法人所得税費用の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

当期税金費用 92,790 114,411

繰延税金費用

一時差異の発生および解消 △24,496 84,304

税率変更による影響 9,454 321

繰越欠損金の増減 2,374 4,231

未認識の繰延税金資産の増減 4,946 △2,998

繰延税金費用　小計 △7,721 85,859

連結損益計算書に計上された法人所得税費用 85,068 200,270

（注）  2024年度の当期税金費用には、グローバル・ミニマム課税による税金費用が4,527百万円含まれております。2025年度においては、
グローバル・ミニマム課税による税金費用は認識しておりません。

（4） 実効税率の調整
　法定実効税率と平均実際負担税率との調整は、次のとおりであります。

（単位：%）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

国内の法定実効税率 30.6 30.6

子会社との税率差異 △13.0 △5.7

その他 8.2 △1.1

平均実際負担税率 25.8 23.8

　当社は、主に法人税、住民税および事業税を課されており、これらを基礎とした法定実効税率は2024年度および2025年
度において30.6%であります。また、海外子会社についてはその所在地国における法人税等が課されております。

（5） グローバル・ミニマム課税
　2021年10月に経済協力開発機構（OECD）が合意したグローバル・ミニマム課税へ対応するため、我が国においても国際
最低課税額に対する法人税等が創設され、2024年4月1日より施行されました。当社グループは、2023年5月に公表された
改訂IAS第12号を適用しております。当該改訂に従い、グローバル・ミニマム課税制度から生じる法人所得税については、こ
れに関する繰延税金資産および負債を認識しておらず、開示にも含めておりません。
　当社グループは、当社に課税されるグローバル・ミニマム課税に関連して、2024年度において4,527百万円の税金費用を
認識しましたが、2025年度においては、グローバル・ミニマム課税による税金費用は認識しておりません。

( )

( )

( )

( )
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20. 従業員給付
（1） 採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度のほか、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。
　子会社の損害保険ジャパン株式会社は、確定拠出年金制度のほか、確定給付型の制度として、退職一時金制度ならびに既
年金受給者および受給待期者を対象とする規約型企業年金制度および自社運営の退職年金制度を設けております。国内に
おける企業年金制度では、積立基準、受託者責任、情報開示等の統一的な規約があり、年金資産の運用に関する基本方針に
基づき、運用方針および結果について、所管部門が適時にミーティングを行っております。会社の財務状況や資産運用の見
通し等を基に少なくとも5年ごとに財政再計算を行い、積立基準に満たない場合は掛金の引上げを行っております。
　制度資産は当社グループより法的に分離されており、資産運用受託者は制度資産に対し責任を負い、年金制度加入者等に
対する忠実義務、分散投資義務等の運営上の責任および利益相反行為の禁止を義務付けられております。また、退職給付信
託の設定を行っております。
　そのほかの国内子会社では、確定拠出年金制度のほか、確定給付型の制度として非積立型の退職一時金制度を設けてお
ります。一部の海外子会社は確定拠出型および確定給付型の退職給付制度を設けております。

（2） 確定給付制度
①　確定給付制度債務の現在価値の増減

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

期首残高 156,215 147,455

当期勤務費用 9,902 9,355

利息費用 2,178 3,213

確定給付債務の再測定

人口統計上の仮定の変更 △705 2,117

財務上の仮定の変更 △6,693 △8,612

実績修正 2,305 496

退職給付の支払額 △19,526 △18,091

過去勤務費用 4,085 △0

為替換算差額 △299 502

その他 △6 1,322

期末残高 147,455 137,759

　確定給付制度に係る退職給付費用については、連結損益計算書における「保険サービス費用」、「投資経費」、「一般管理費」
および「その他の費用」に計上しております。
　なお、2024年度において、退職一時金制度の一部改訂等に伴い、過去勤務費用4,085百万円が発生し純損益で認識し
ております。

( ) ( )

業績・コーポレートデータレポート2026

94



　主要な子会社である損害保険ジャパン株式会社の確定給付制度債務の加重平均デュレーションは、2024年度および
2025年度において、それぞれ主として6.6年および6.2年であります。また、確定給付制度債務の現在価値の算定に使用
した重要な数理計算上の仮定は、次のとおりであります。

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

割引率

国内会社 1.60%～2.20% 2.42%～3.30%

海外会社 2.30%～7.74% 1.80%～10.85%

　主要な子会社である損害保険ジャパン株式会社における割引率が変動した場合における確定給付制度債務の現在価値
への主な影響は、次のとおりであります。この感応度分析は、他のすべての変数が一定であることを前提としていますが、
実際には他の数理計算上の仮定の変化が影響する可能性があります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

割引率0.5%の上昇 △4,183 △3,525

割引率0.5%の低下 4,416 3,709

②　制度資産の公正価値の増減
（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

期首残高 135,563 120,810

利息収益 1,904 2,626

制度資産の再測定

制度資産に係る収益 △16,371 1,284

退職給付の支払額 △2,055 △2,095

事業主からの拠出額 2,131 2,492

為替換算差額 △390 445

その他 28 △30

期末残高 120,810 125,532

( ) ( )
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　制度資産の種類別の公正価値は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

活発な市場に 
おける公表市場
価格があるもの

活発な市場に 
おける公表市場
価格がないもの

合計
活発な市場に 
おける公表市場
価格があるもの

活発な市場に 
おける公表市場
価格がないもの

合計

株式 22,933 － 22,933 24,170 － 24,170

株式型投資信託 － － － － 40,530 40,530

債券 19,402 21,730 41,132 21,526 21,039 42,566

現金及び現金同等物 45,769 － 45,769 6,298 － 6,298

その他 － 10,974 10,974 94 11,872 11,967

合計 88,105 32,705 120,810 52,089 73,442 125,532

　当社グループの主要な制度資産に係る資産運用方針は、将来にわたる確定給付制度債務の支払を確実に行うために、
中長期的に安定的な収益を確保することを目的としております。そのため、許容されるリスクの程度について十分な検証を
行い、当該リスクの範囲内で最適な資産構成割合を定め、主に国内の株式および債券に幅広く分散投資を行っております。
制度資産の運用状況は、定期的にモニタリングされ、確定給付型年金制度の財政状況や運用環境を勘案しながら、必要に
応じて資産配分の見直し等を実施しております。なお、2026年度における掛金の拠出予定額は1,900百万円であります。

③　連結財政状態計算書において認識した金額
　確定給付制度について連結財政状態計算書に認識した金額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

積立型制度の確定給付制度債務の現在価値 137,263 126,172

制度資産の公正価値 △120,810 △125,532

小計 16,453 639

非積立型制度の確定給付制度債務の現在価値 10,192 11,587

資産上限額の影響 616 1,079

その他 389 86

連結財政状態計算書に認識した確定給付負債（資産）の純額 27,651 13,393

退職給付に係る負債 28,338 14,659

退職給付に係る資産 △687 △1,266

④　資産上限額の影響
　資産上限額の影響の変動は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

期首における影響額 528 616

利息費用 49 69

資産上限額の影響の変動（利息費用を除く） 117 259

その他 △79 133

期末における影響額 616 1,079

（注）  確定給付制度が積立超過である場合に、連結財政状態計算書に計上する確定給付資産は確定給付制度に対する将来掛金の減額と
いう形による利用可能な将来の経済的便益の現在価値を上限としております。

( ) ( )
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（3） 確定拠出制度
　確定拠出制度に関して費用として認識した金額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

確定拠出制度に係る退職給付費用 38,064 41,079

　確定拠出制度に係る退職給付費用については、連結損益計算書における「保険サービス費用」、「投資経費」、「一般管理費」
および「その他の費用」に計上しております。

21. 引当金
2025年度の引当金の内訳および増減は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

資産除去債務 その他 合計

期首残高 4,302 － 4,302

期中増加額 95 － 95

期中減少額（目的使用） △5 － △5

期中減少額（戻入） － － －

割引計算の期間利息費用 82 － 82

期末残高（注） 4,474 － 4,474

（注） 2025年度末における残高のうち、1年以内に期限が到来するものはありません。

資産除去債務
　資産除去債務は、有形固定資産の撤去または解体時に必要となる有害物質の除去に関するものであります。将来におい
て経済的便益の流出が予測される時期は、連結会計年度末日より1年を経過した後の時期であることが見込まれておりま
すが、将来の事業計画等により影響を受けるものであります。

22. 社債及び借入金
（1） 社債及び借入金

　社債及び借入金の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

区分 2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日） 平均利率（注1） 期限

社債（注2） 684,686 740,153 ―― ――

短期借入金（注2） 280 380 1.25% ――

長期借入金（注2） 6,235 4,413 1.01%
2026年4月26日～

2032年5月26日

合計 691,201 744,946 ―― ――

（注1） 平均利率については、2025年度末残高に対する加重平均利率を記載しております。
（注2） 償却原価で測定される金融負債に分類しております。

( ) ( )
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　社債の銘柄別明細は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

会社名 銘柄 2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日） 発行年月日 利率 担保 償還期限

当社

第1回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）（ソーシャル
ボンド）

69,908 69,938
2023年 
4月27日 0.48% なし 2028年 

4月27日

損害保険ジャパン
株式会社

第1回利払繰延 
条項・期限前償還 
条項付無担保社債

（劣後特約付）

99,891 99,971
2016年 
8月8日

0.84%
（注2） なし 2046年 

8月8日

損害保険ジャパン
株式会社

第2回利払繰延 
条項・期限前償還 
条項付無担保社債

（劣後特約付）

99,903 99,974
2016年 
8月8日

0.84%
（注2） なし 2076年 

8月8日

損害保険ジャパン
株式会社

第3回利払繰延 
条項・期限前償還 
条項付無担保社債

（劣後特約付）

99,851 99,922
2017年 
4月26日

1.06%
（注3） なし 2077年 

4月26日

損害保険ジャパン
株式会社

第1回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

49,937 49,961
2022年 

10月14日 0.43% なし 2027年 
10月14日

損害保険ジャパン
株式会社

第2回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

49,873 49,889
2022年 

10月14日 0.75% なし 2032年 
10月14日

損害保険ジャパン
株式会社

第4回利払繰延 
条項・期限前償還 
条項付無担保社債

（劣後特約付）

126,288 126,371
2023年 
2月13日

2.50%
（注4） なし 2083年 

2月13日

Sompo 
International 
Holdings Ltd.

米ドル建て
普通社債（注1）

33,670
［225百万米ドル］

35,663
［223百万米ドル］

2004年 
7月15日 7.00% なし 2034年 

7月15日

Sompo 
International 
Holdings Ltd.

米ドル建て
普通社債（注1）

13,951
［93百万米ドル］

14,805
［92百万米ドル］

2010年 
3月23日 7.00% なし 2034年 

7月15日

Sompo 
International 
Holdings Ltd.

米ドル建て
普通社債（注1）

41,410
［276百万米ドル］

43,886
［274百万米ドル］

2020年 
12月28日 4.50% なし 2027年 

12月31日

Sompo 
International 
Holdings Ltd.

米ドル建て
普通社債（注1）

－
［－百万米ドル］

49,769
［311百万米ドル］

2025年 
6月10日 5.75% なし 2030年 

7月1日

合計 ―― 684,686 740,153 ―― ―― ―― ――

（注1） 外国において発行したものであるため、［　 ］内に外貨建による金額を付記しております。
（注2） 2026年8月8日の翌日以降は、変動金利（ステップアップあり）であります。
（注3） 2027年4月26日の翌日以降は、変動金利（ステップアップあり）であります。
（注4） 2033年2月13日の翌日以降は、1年国債金利に3.00%を加算した利率であります。
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（2） 差入担保
　担保に供している資産は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

現金及び現金同等物ならびに貸付金等 33,324 63,800

投資有価証券（注） 596,875 951,726

有形固定資産 826 783

その他の資産 64 384

担保提供資産　合計 631,091 1,016,694

（注）  担保として差し入れた投資有価証券のうち、債券貸借取引に関連し、取引相手が再担保として差し入れるまたは再売却することができ
るものの金額は、2024年度は139,657百万円、2025年度は3,042百万円であります。

（3） 財務活動に係る負債の調整表
　財務活動に係る負債の調整表は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

レポ取引及び 
他の類似の担保
付借入（注1）

社債及び 
借入金

その他の負債
（リース負債）

レポ取引及び 
他の類似の担保
付借入（注1）

社債及び 
借入金

その他の負債
（リース負債）

期首残高 155,078 691,738 331,571 － 691,201 334,622

財務キャッシュ・フロー 
による変動（注2） △155,078 986 △37,986 － △1,722 △39,342

為替換算差額 － △1,119 △364 － 8,858 4,540

新規リース － － 36,880 － － 42,266

その他（注3） － △403 4,521 － 46,608 12,712

期末残高 － 691,201 334,622 － 744,946 354,800

（注1）  連結財政状態計算書の「レポ取引及び他の類似の担保付借入」との差額は、投資活動に係るレポ取引及び他の類似の担保付借入によ
るものです。

（注2）  その他の負債（リース負債）の財務キャッシュ・フローによる変動は、連結キャッシュ・フロー計算書における財務活動によるキャッシュ・
フローの「その他」に含まれております。

（注3） 2025年度は主に企業結合によるものであります。
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23. 資本およびその他の資本項目
（1） 発行可能株式総数および発行済株式総数

　発行可能株式総数および発行済株式総数の増減は、次のとおりであります。
（単位：千株）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

発行可能株式総数（注2）

普通株式 3,600,000 3,600,000

発行済株式総数（注1,3）

期首残高 330,160 990,482

期中増加 660,321 －

期中減少 － △56,253

期末残高 990,482 934,228

（注1）  当社が発行する株式は無額面の普通株式であり、全額払込済となっております。また、上記の発行済株式総数には自己株式が含まれ
ております。

（注2）  2024年4月1日付で株式分割に伴う定款変更および普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。これにより、2024
年度において、発行可能株式総数は2,400,000千株増加しております。

（注3）  2024年度における発行済株式総数の増加は、株式分割を行ったことによる増加660,321千株であります。2025年度における発行
済株式総数の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少56,253千株であります。

（2） 自己株式
　自己株式の増減は、次のとおりであります。

（単位：千株）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

期首残高 959 50,727

期中増加 51,022 47,617

期中減少 △1,254 △56,359

期末残高 50,727 41,985

　2024年度における増加51,022千株は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行ったことによ
る増加1,919千株、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加48,779千株、株式給付信託（BBT）の取得による増加
316千株および単元未満株式の買取りによる増加7千株であります。また、減少1,254千株は、株式給付信託（BBT）の権利
行使に伴う自己株式の処分による減少925千株、新株予約権の権利行使に伴う自己株式の処分による減少328千株および
単元未満株式の売渡しによる減少0千株であります。
　2025年度における増加47,617千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加47,540千株、株式給付信託

（BBT）の取得による増加71千株および単元未満株式の買取りによる増加5千株であります。また、減少56,359千株は、取
締役会決議に基づく自己株式の消却による減少56,253千株、株式給付信託（BBT）の権利行使に伴う自己株式の処分による
減少106千株および単元未満株式の売渡しによる減少0千株であります。
　なお、2024年度末および2025年度末における子会社および関連会社が保有する当社株式数は、いずれも5,500株であ
ります。

( )

( )

( )

( )
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（3） 剰余金
①　資本剰余金
　日本における会社法では、株式の発行に対しての払込みまたは給付の2分の1以上を資本金に組み入れ、残りは資本剰
余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定されております。また、資本準備金は、株主総会の決議により、資
本金に組み入れることができます。

②　利益剰余金
　日本における会社法では、剰余金の配当により減少する剰余金の額の10分の1を、資本準備金および利益準備金の合
計額が資本金の4分の1に達するまで資本準備金または利益準備金として積み立てることが規定されております。積み立
てられた利益準備金は、欠損填補に充当することができ、また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩すことがで
きます。
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24. 株式報酬
（1） ストック・オプション制度

①　制度の概要
　ストック・オプションは当社の取締役および執行役ならびに当社子会社の取締役および執行役員への退職給付として付
与しております。付与されたオプションの権利行使価格は1株当たり1円であり、当該オプション制度について権利確定期
間はありません。したがって、すべてのオプションは付与と同時に受給権が発生します。オプションは、新株予約権者であ
る当社の取締役および執行役、当社子会社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経
過する日までの期間に限り、新株予約権を行使することができます。当社グループは、オプションの現金清算または買戻し
に関して法的義務またはみなし義務を持ちません。なお、当社は、2016年6月27日開催の第6回定時株主総会において業
績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の導入を決議し、新規のストック・オプションの付与を行わないこととしてお
ります。

②　期中における増減
　未行使オプションおよびその加重平均行使価格の変動は次のとおりであります。

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

オプション数 加重平均行使価格
（円） オプション数 加重平均行使価格

（円）

期首未行使残高 331,575 1 2,700 1

期中の付与 － － － －

期中の失効 － － － －

期中の行使 328,875 1 － －

期中の満期消滅 － － － －

期末未行使残高 2,700 1 2,700 1

期末行使可能残高 2,700 1 2,700 1

　なお、期中に権利が行使されたストック・オプションの権利行使日時点の加重平均株価は、2024年度において、1株当た
り3,017円であります。2025年度においては行使実績がないため、該当ありません。また、2024年度および2025年度
における未行使のストック・オプションの行使価格は、いずれも1株当たり1円であり、加重平均残存契約年数は、それぞれ
15.4年および14.4年であります。

（注）  2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、オプション数および期中に権利が行使さ
れたストック・オプションの権利行使日時点の加重平均株価は、当該株式分割後の数値に換算して記載しております。

③　公正価値の測定
　2024年度中および2025年度中に付与されたオプションはありません。
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（2） 株式給付信託（BBT）
①　制度の概要
　当社グループは、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下「本制度」といいます。）を採用しております。本
制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社グループの役員に対して、当社グルー
プの取締役会が定める「役員株式給付規程」に従って、当社株式および当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が信託
を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度であります。
　当社グループの役員は、対象期間中のポイント付与日に在任していることなどを条件として、中長期的な株式価値およ
びマーケット対比の連結業績に応じたポイント（1ポイント＝3株）を付与するものであります。各役員は、その退任時に所定
の手続きを行うことにより、「役員株式給付規程」に定める要件に基づき、付与されたポイント数に相当する当社株式および
当社株式の時価相当の現金の交付を受けることができます。当該報酬制度は、株式給付部分については持分決済型株式
報酬、現金給付部分については現金決済型株式報酬として会計処理しております。
　2024年度および2025年度における持分決済型株式報酬取引に関する費用は、それぞれ828百万円、 △184百万円、
現金決済型株式報酬取引に関する費用は、それぞれ885百万円、216百万円であります。また、2024年度および2025年
度における持分決済型株式報酬に係る資本計上額は、それぞれ1,418百万円、1,090百万円、現金決済型株式報酬に係る
負債計上額は、それぞれ4,503百万円、4,572百万円であります。

（注）  2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、ポイントに応じた株式の給付数は、当該
株式分割後の数値に換算して記載しております。

②　期中におけるポイント数の変動
　期中におけるポイント数の変動は、次のとおりであります。なお、本制度は株式および現金を交付するものであるため、
権利行使価格はありません。

（単位：ポイント）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

期首残高 808,970 656,166

期中の付与 163,611 73,206

期中の行使 316,415 71,315

期中の失効 － 153,962

期末残高 656,166 504,095

③　公正価値の測定
　測定日における加重平均公正価値は、次のとおりであります。

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

持分決済型 現金決済型 持分決済型 現金決済型

測定日 付与日 期末日 付与日 期末日

加重平均公正価値（注） 1,459円 4,521円 1,450円 6,012円

（注）  公正価値は当社株式の株価に近似することから、測定日における株価を使用して測定しており、予想配当を考慮にいれた修正は行っ
ておりません。

( ) ( )
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（3） 株価連動型報酬（ファントムストック）制度（現金決済型）
　当社および一部の子会社は、報酬の付与において、権利確定時の当社株式の株価を基礎とした金額を現金で決済するファ
ントムストック制度を導入しております。
　当該制度は、当社グループの一部の役員を対象としております。権利確定条件は、付与日以降、原則として3年間勤続して
いることとなっております。なお、当該制度は、当社株式の株価を基礎として報酬額が決定され、支払がなされるものである
ため、行使価格はありません。
　2024年度および2025年度における当該制度に関する費用は、それぞれ253百万円、479百万円であります。また、2024

年度および2025年度における当該制度に関する負債の帳簿価額は、それぞれ176百万円、580百万円であります。
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25. 剰余金の配当
配当金の支払額は次のとおりであります。なお、配当の原資は利益剰余金であります。

　2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

決議日 株式の種類 配当金の総額（注1,2）
（単位：百万円）

1株当たり配当額（注5）
（単位：円） 基準日 効力発生日

2024年6月24日 
定時株主総会 普通株式 49,491 150 2024年3月31日 2024年6月25日

2024年11月19日
取締役会 普通株式 54,423 56 2024年9月30日 2024年12月4日

　2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

決議日 株式の種類 配当金の総額（注3,4）
（単位：百万円）

1株当たり配当額 
（単位：円） 基準日 効力発生日

2025年6月23日 
定時株主総会 普通株式 71,544 76 2025年3月31日 2025年6月24日

2025年11月19日
取締役会 普通株式 68,568 75 2025年9月30日 2025年12月5日

（注1）  2024年6月24日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金111百万円
が含まれております。

（注2）  2024年11月19日取締役会決議による「配当金の総額」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金90百万円が含
まれております。

（注3）  2025年6月23日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金123百万円
が含まれております。

（注4）  2025年11月19日取締役会決議による「配当金の総額」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金119百万円が含
まれております。

（注5）  当社は2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合をもって株式分割を行っております。基準日が2024年3月31日以前の1株
当たり配当額は、当該株式分割前の実際の配当金の額を掲載しております。

　配当の効力発生日が2026年度となるものは、次のとおりであります。なお、配当の原資は利益剰余金であります。

　2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

決議日 株式の種類 配当金の総額（注1）
（単位：百万円）

1株当たり配当額 
（単位：円） 基準日 効力発生日

2025年6月23日 
定時株主総会 普通株式 71,544 76 2025年3月31日 2025年6月24日

　2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

決議日 株式の種類 配当金の総額（注2）
（単位：百万円）

1株当たり配当額 
（単位：円） 基準日 効力発生日

2026年6月22日 
定時株主総会 普通株式 67,037 75 2026年3月31日 2026年6月23日

（注1）  2025年6月23日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金123百万円
が含まれております。

（注2）  2026年6月22日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金119百万円
が含まれております。
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26. 保険収益
保険収益の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

損害保険事業 生命保険事業 合計 損害保険事業 生命保険事業 合計

PAAを適用せずに測定する 
保険契約

残存カバーに係る 
資産または負債の変動

CSMの償却額 109,279 61,205 170,485 146,378 57,880 204,259

非金融リスクに係る 
リスク調整の変動 45,804 22,069 67,873 47,358 23,201 70,559

予想保険金およびその他費用 893,952 112,065 1,006,017 916,639 116,710 1,033,349

実績調整 △679 － △679 1,603 － 1,603

新契約費の回収 189,205 49,324 238,529 199,863 51,039 250,902

小計 1,237,562 244,665 1,482,227 1,311,842 248,832 1,560,675

PAAを適用して測定する 
保険契約 3,573,241 10,050 3,583,292 3,802,370 9,875 3,812,246

合計 4,810,804 254,716 5,065,520 5,114,213 258,707 5,372,921

27. 保険サービス費用
保険サービス費用の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

損害保険事業 生命保険事業 合計 損害保険事業 生命保険事業 合計

発生保険金等 3,067,250 95,692 3,162,943 3,021,221 96,724 3,117,946

直接維持費 399,801 27,548 427,349 429,482 27,652 457,135

新契約費償却額 829,838 49,488 879,327 879,416 51,193 930,609

不利な契約に係る損益等 △49,100 1,589 △47,511 △38,278 1,962 △36,315

発生保険金に係る 
資産または負債の変動 △21,031 47 △20,984 △9,306 △352 △9,658

合計 4,226,758 174,366 4,401,125 4,282,534 177,181 4,459,715

うちPAAを適用せずに 
測定する保険契約 990,524 165,023 1,155,548 990,168 168,018 1,158,187

うちPAAを適用して 
測定する保険契約 3,236,234 9,342 3,245,576 3,292,365 9,162 3,301,528

28. 再保険損益
再保険損益の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

損害保険事業 生命保険事業 合計 損害保険事業 生命保険事業 合計

再保険者からの回収額 532,727 3,653 536,380 584,817 3,501 588,318

支払再保険料の配分額 △892,586 △4,026 △896,613 △909,290 △3,942 △913,233

合計 △359,859 △373 △360,232 △324,473 △441 △324,914
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29. 投資収益および保険金融収益または費用
（1） 運用資産の分類別による投資収益の内訳

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

FVTPL 資本性FVTOCI 負債性FVTOCI 償却原価 合計

純損益に認識した投資収益

金利収益 － － 81,906 23,911 105,817

その他の投資損益 FVTPLに係る損益 256,593 － － － 256,593

受取配当金（注） － 44,017 － － 44,017

売却損益 － － △75,060 － △75,060

信用減損損失 － － △61 △154 △215

為替差損益 － － △10,019 △2,999 △13,018

小計 256,593 44,017 △85,140 △3,153 212,316

その他 ―― 23,535

合計 ―― 235,852

純損益に認識した投資収益　合計 ―― 341,670

その他の包括利益に認識した投資収益 － 57,628 △325,424 － △267,795

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

FVTPL 資本性FVTOCI 負債性FVTOCI 償却原価 合計

純損益に認識した投資収益

金利収益 － － 84,881 21,701 106,582

その他の投資損益 FVTPLに係る損益 414,751 － － － 414,751

受取配当金（注） － 38,837 － － 38,837

売却損益 － － △54,138 － △54,138

信用減損損失 － － △76 △346 △422

為替差損益 － － 60,898 14,914 75,812

小計 414,751 38,837 6,683 14,567 474,839

その他 ―― 16,213

合計 ―― 491,052

純損益に認識した投資収益　合計 ―― 597,635

その他の包括利益に認識した投資収益 － 608,681 △411,497 － 197,184

（注）  2024年度および2025年度における資本性FVTOCIに係る受取配当金のうち、期末日時点で保有する銘柄に係るものは、それぞれ
42,349百万円および35,670百万円であります。
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（2） 保険金融収益または費用の内訳
（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

保険契約 再保険契約 保険契約 再保険契約

発生利息および金融リスクに 
関連する仮定の変更による影響 278,341 69,688 281,146 60,386

為替差損益 △5,632 △4,271 24,272 6,963

再保険者の不履行リスクの変動 － △143 － 10

純損益に認識した 
保険金融費用（純額）および 
再保険金融収益（純額）

272,708 65,274 305,419 67,360

その他の包括利益に認識した 
保険金融費用（純額）および 
再保険金融収益（純額）

△523,632 △495 △546,774 △5

（3） 投資収益と保険金融収益または費用の関係

（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

保険金融費用（純額）および 
再保険金融収益（純額） 投資収益

保険金融費用（純額）および 
再保険金融収益（純額） 投資収益

保険契約 再保険契約 保険契約 再保険契約

うち純損益 272,708 65,274 341,670 305,419 67,360 597,635

うちその他の包括利益 △523,632 △495 △267,795 △546,774 △5 197,184

（4） 直接連動有配当保険契約について、基礎となる項目の内訳および公正価値
（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

国内公社債 5,754 5,887

外国公社債 1,379 1,480

国内株式 11,406 14,052

外国株式 9,015 10,841

国内投資信託 11,463 30,919

現預金 2,830 3,152

その他 31 37

合計 41,880 66,371
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30. 費用の性質別内訳
費用の性質別および配賦先別の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

従業員給付費用 537,062 581,244

減価償却費及び償却費 103,363 107,286

代理店手数料 735,648 738,123

その他 431,829 501,460

性質別費用　合計 1,807,902 1,928,115

配賦先別費用の内訳

保険サービス費用（発生保険金） 167,160 188,164

保険サービス費用（新契約費） 943,108 968,036

保険サービス費用（直接維持費） 427,349 457,135

投資経費 14,501 14,668

一般管理費 91,390 141,916

その他の費用 164,391 158,193

配賦先別費用　合計 1,807,902 1,928,115

31. その他の金融費用
その他の金融費用の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

支払利息

償却原価で測定される金融負債 12,678 18,342

リース負債 5,308 6,044

その他 38 159

その他の金融費用　合計 18,026 24,547

( )

( )

( )

( )
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32. その他の収益および費用
その他の収益の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

固定資産処分益 673 2,658

受取賃料 2,664 2,575

その他 14,126 22,271

その他の収益　合計 17,464 27,506

その他の費用の内訳は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

その他の営業費用（注） 166,520 159,900

固定資産処分損 2,200 723

減損損失 3,329 6,283

超インフレによる影響額 10,404 9,886

その他 15,150 6,368

その他の費用　合計 197,605 183,162

（注） 主に介護事業における営業費用であります。

( )

( )

( )

( )
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33. その他の包括利益
その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

純損益に振り替えられることのない項目：

資本性金融商品に対する投資

当期発生額 57,628 608,681

税効果額 △30,487 △174,718

資本性金融商品に対する投資 27,141 433,962

確定給付制度の再測定

当期発生額 △11,414 7,034

税効果額 3,258 △2,456

確定給付制度の再測定 △8,155 4,577

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

当期発生額 217 △357

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 217 △357

純損益に振り替えられる可能性のある項目：

負債性金融商品に対する投資

当期発生額 △400,549 △465,883

組替調整額 75,125 54,386

税効果額 96,590 119,023

負債性金融商品に対する投資 △228,833 △292,473

キャッシュ・フロー・ヘッジ

当期発生額 － △671

組替調整額 － －
税効果額 － 167

キャッシュ・フロー・ヘッジ － △503

在外営業活動体の換算差額

当期発生額 △25,409 159,375

組替調整額 △320 －
税効果額 － －

在外営業活動体の換算差額 △25,730 159,375

保険契約に係る割引率変動差額

当期発生額 523,632 546,774

組替調整額 － －
税効果額 △148,519 △157,929

保険契約に係る割引率変動差額 375,113 388,845

再保険契約に係る割引率変動差額

当期発生額 △495 △5

組替調整額 － －
税効果額 149 1

再保険契約に係る割引率変動差額 △345 △3

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

当期発生額 △542 △330

組替調整額 － △12

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 △542 △343

その他の包括利益　合計 138,864 693,080

( ) ( )

Sompo Holdings

111



財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト

事
業
の
概
況（
連
結
）

経
理
の
概
況（
連
結
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

34. 1株当たり利益
（1） 基本的1株当たり当期利益

　基本的1株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、当期中の発行済普通株式（自己株式として保有
されている当社グループが購入した普通株式を除く）の期中平均普通株式数で除算することによって計算されております。

（2） 希薄化後1株当たり当期利益
　希薄化後1株当たり当期利益は、すべての希薄化性潜在的普通株式の転換を想定して調整された期中平均普通株式数で
計算されており、当社グループの新株予約権も、希薄化性潜在的普通株式の計算に含まれております。

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

親会社の普通株主に帰属する当期利益（百万円） 243,132 640,086

基本的期中平均普通株式数（千株） 969,003 913,054

希薄化効果：

－ 新株予約権（千株） 3 2

希薄化後の期中平均普通株式数（千株） 969,006 913,057

基本的1株当たり当期利益 250円90銭 701円03銭

希薄化後1株当たり当期利益 250円90銭 701円03銭

逆希薄化効果を有するため、希薄化後1株当たり 
当期利益の算定に含めなかった株式の概要 － －

（注）  資本において自己株式として計上される「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、基本的1株当たり当期利益および希薄化後
1株当たり当期利益の算定上、期中平均普通株式数の計算において控除する自己株式に含めております。  
基本的1株当たり当期利益および希薄化後1株当たり当期利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均普通株式数は、2024年度
1,614千株、2025年度1,595千株であります。

( ) ( )
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35. 子会社
35. 1 主要な子会社
（1） 企業集団の構成

　当社グループを構成する主要な子会社については、「コーポレートデータ」の「当社および子会社等の概況」に記載のとおり
であります。

（2） 資金移動に関する重大な制限等
　保険子会社は所在国における法令や規制の対象となっており、当該国における規制当局の監督を受けていることが通常で
あることから、配当規制等の適用により資金移動が制限される場合があります。

（3） 重要な非支配持分を有する子会社
　当社グループは重要な非支配持分がある子会社を有しておりません。

（4） 子会社に対する支配の喪失
　子会社に対する支配の喪失に伴う所有持分の変動に係る重要な損益はありません。

35. 2 非連結ストラクチャード・エンティティへの関与
　当社グループは、ファンドを通じた資産運用等を目的として、非連結ストラクチャード・エンティティに対する関与を有しており、
これらの取引により、当社グループが連結財政状態計算書に認識した資産の帳簿価額および当社グループの潜在的な最大損
失エクスポージャーは、次のとおりであります。なお、連結財政状態計算書上、当社グループが認識した資産は主に「投資有価
証券」として表示しております。

（単位：百万円）

最大損失エクスポージャー 2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

当社が認識した資産の帳簿価額 2,792,636 3,481,062

追加投資のコミットメント契約 323,258 438,139

合計 3,115,895 3,919,201

　当該ストラクチャード・エンティティへの関与から生じる潜在的な最大損失エクスポージャーは、投資の帳簿価額および追加投
資に係るコミットメントの合計額に限定されます。最大損失エクスポージャーは生じうる最大の損失額を示すものであり、ストラ
クチャード・エンティティに関与することにより見込まれる損失の金額を意味するものではありません。
　2025年度または過年度において、当社グループは非連結のストラクチャード・エンティティに対して、契約上の義務のない財
務的支援を提供したことはありません。また、将来においてもそのような予定はありません。
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36. 関連当事者
（1） 関連当事者との取引

　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

（2） 経営幹部に対する報酬
　経営幹部に対する報酬は、次のとおりであります。なお、当該金額は、2024年度および2025年度において認識された費
用の金額を示しております。

（単位：百万円）

2024年度 
2024年4月1日から 
2025年3月31日まで

2025年度 
2025年4月1日から 
2026年3月31日まで

報酬および賞与 3,380 3,649

退職後給付 21 21

株式報酬 29 617

合計 3,432 4,288

37. コミットメント
契約を締結したが、まだ発生していない設備投資は次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

有形固定資産 2,838 10,384

( ) ( )
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38. リスク管理に関する開示
38. 1 リスク管理の概要

　当社グループのリスク管理の枠組みである戦略的リスク経営（ERM）は、経営における高性能な『羅針盤』として、次の「3つ
の機能」を強化・高度化し、損失を未然に回避するだけでなく、新規事業投資などの機会損失を低減させることで、当社グルー
プを最適な方向に導く役割を果たしております。

ア. グループが置かれた現在地を正確に把握（現状の多面的な分析）
イ. 将来起こりうるリスクを敏感に察知（重要なリスクの的確な把握と対策）
ウ. グループが取るべき航路を提示（最適な事業ポートフォリオの提示）

　戦略的リスク経営（ERM）は、資本・リスク・収益のバランスを取りながら企業価値の最大化を図る一連の経営管理プロセスと
して「戦略執行に係るリスクテイク」と「経営基盤の安定に資するリスクコントロール」の2つの側面を持っております。リスクテイ
クの側面では、リスクアペタイトフレームワークを中心に資本・リスク・収益に関する分析を重要な経営判断に活かし（上記ウ）、リ
スクコントロールの側面では、当社グループを取り巻く多様なリスクを特定、分析、評価する仕組み（リスクコントロールシステム）
を活用して（上記ア、イ）、不測の損失の極小化と利益の安定を目指しております。

（1） リスク管理に関するガバナンス体制
　当社では、取締役会が制定した「ＳＯＭＰＯグループERM基本方針」に基づき、「戦略的リスク経営（ERM）」の実効性を確保
するため、グループ戦略・経営計画と合わせて、リスクテイクの指針としてリスクアペタイト原則、中期リスクテイク戦略およ
びリスクアペタイト指標からなる「ＳＯＭＰＯグループ　リスクアペタイトステートメント」を定めております。
　グループCEOの諮問機関であるグループ執行会議では、グループのリスクアペタイトステートメント、中期グループERM

推進方針、リスク許容度に関する対応方針・対応策などのリスク管理に関する事項について定期的に経営論議しております。
　また、グループ執行会議の下部組織として、グループCROを委員長とするグループERM委員会を設置しております。グルー
プERM委員会では、リスクテイク戦略などグループの戦略的リスク経営に関する重要な事項やリスク統括部、各主管部を通
じた重大リスクのコントロールの状況等について、グループ横断で確認・議論を行っております。その結果はグループ執行会
議を経て取締役会へ報告を行っており、取締役会からの助言等も踏まえながらグループのリスク管理に関するガバナンスの
強化への不断の取組みを継続する態勢としております。
　グループCROは、「ＳＯＭＰＯグループERM基本方針」や「中期グループERM推進方針」をグループ会社に周知徹底し、ま
た、定期的なモニタリング、各社CROとのディスカッション等を通じ、グループ全体の戦略的リスク経営の実効性の向上を図っ
ております。
　グループ全体のガバナンス体制においては、グループの方針に沿ったリスク管理体制を整備し、リスク管理を各社にて自律
的に行っております。当社および主要子会社においては、施策の策定および運用を行う各部門が自律的にリスク管理を行う
第1線、専門的見地から第1線を支援・けん制するリスク統括部・各主管部による第2線、内部監査部門が独立した立場から
リスクガバナンス体制の妥当性・有効性を監査する第3線の3線体制によりリスク管理の実効性確保および強化に努めており
ます。

（2） リスクコントロールシステム
　リスクコントロールシステムにおいては、「重大リスク管理」の枠組みで当社グループを取り巻く重大リスクを網羅的に特定し、
定性的・定量的な評価を行っております。
　定量化が可能なリスクについては「自己資本管理」「ストレステスト」「リミット管理」「流動性リスク管理」の枠組みで自己資本、
流動性などに与える影響を様々な定量指標により分析・評価し、財務健全性およびその向上に必要なリスクコントロールの施
策に関する経営論議を行っております。
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①　重大リスク管理
　当社グループは、「事業に重大な影響を及ぼす可能性があるリスク」を「重大リスク」と定義し、事業の抱えるリスクをボト
ムアップのリスクアセスメントと、取締役会等によるトップダウンでの確認・議論を通じて網羅的に把握・評価しております。
リスク評価の実施にあたっては、経済的損失や業務継続に加えて、お客さま、社会などのステークホルダーの観点でのレピュ
テーション影響を重視するように基準の明確化を図っております。
　重大リスクは、グループCROがリスクアセスメントや専門家等の見解に基づいて網羅的に把握し、リスクが当社グループ
に及ぼす影響を具体的なシナリオで想定したうえで、発生可能性および影響度でリスクを定性・定量の両面から評価し、管
理状況を年2回以上、グループERM委員会にて協議のうえ、グループ執行会議および取締役会に報告しております。
　管理態勢の強化が必要なリスクについては、グループ執行会議において議論を行っております。また、現時点では具体
的な影響シナリオの想定に基づく評価は困難であるものの、環境変化などにより新たに発現または変化し、今後、当社グルー
プに大きな影響を及ぼす可能性のあるリスクを「エマージングリスク」と定め、個別の重大リスクと関連付けて適切に管理を
実施しております。エマージングリスクの選定については、官民の各種情報を将来大きな影響をもたらす可能性のある変
化の兆候などの観点から収集・分析し、リスク候補をリストアップしたうえで、その中から重要性を踏まえてリスクを選定し
ております。

②　自己資本管理
　当社グループが保有する保険引受リスク、資産運用リスク、介護リスクおよびオペレーショナル・リスクを定量化したうえ
で、自己資本がリスク量と比べて充分な水準を維持できるよう管理を行っており、必要に応じ対応策を実施する態勢を整備
しております。

③　ストレステスト
　当社グループの経営に重大な影響を及ぼし得る事象を的確に把握・管理するために、グループベースで「シナリオ・ストレ
ステスト」、「リバース・ストレステスト」および「感応度分析」を実施し、資本およびリスクへの影響度を分析して、必要に応じ
対応策を実施する態勢を整備しております。

④　リミット管理
　特定事象の発現により多額の損失が生じることを回避するため、与信リスク、出再リスク、自然災害リスクの各々に対し
てグループベースで最大限度額を定め、その範囲内でリスクの特性を踏まえたリミットを設定し、リミットを超過した場合に
は対応策を実施する態勢を整備しております。

⑤　流動性リスク管理
　日々の資金繰り管理のほか、巨大災害発生時などの最大資金流出額を予想し、それに対応できる流動性資産が十分に
確保されるよう管理しております。

（3） 保険事業に係る資本規制の枠組み
　当社グループは、保険業法で定められている資本規制の適用を受け、規制当局である金融庁によりモニタリングを受けて
おります。
　保険会社グループは、自然災害や市場の急変など、発生頻度は低いものの大きな損失が生じうるリスクに備え、十分な資
本を保有しておく必要があります。そうした「通常の予測を超えるリスク」に対して、どれだけ支払余力（ソルベンシー・マージン）
を持っているかを表したものがソルベンシー・マージン比率です。

ソルベンシー・マージン比率（%）＝適格資本÷所要資本×100

　この比率が100%以上あれば、必要な備えができているため一定の健全性が確保されていると評価されますが、100%を
下回った場合には、早期是正措置により、金融庁長官によって早期に経営の健全性の回復を図るための措置がとられます。
　2025年度決算から、この比率を資産・負債の経済価値に基づいて評価する制度が導入されました。これにより、帳簿上の
数字ではなく、実際の市場価値やリスクを反映した評価が可能になりました。
　なお、海外保険子会社は、現地の規制当局の監督のもと、所在国における資本規制の適用を受けており、当社は規制など
の遵守状況をSompo International Holdings Ltd.におけるモニタリング結果を通じて確認しております。

業績・コーポレートデータレポート2026

116



38. 2 保険リスク
38. 2. 1 保険リスクに対するエクスポージャー
（1） 損害保険事業

　保険リスクは、経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより、損失を被るリスクであ
ります。特に、地震・台風・洪水などの自然災害を原因とする保険金支払に関わるものが大部分を占めております。その他、
通常の損害に係る保険金支払に関わるリスクや、保険負債が将来見通しの変化によって変動するリスクがあります。
　損害保険事業の保険契約および再保険契約に係る保険種目別・地域別の資産または負債の計上額は、次のとおりであり
ます。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

負債計上額（△は資産計上額）
保険契約 再保険契約

国内 海外 合計 国内 海外 合計

火災 865,601 550,557 1,416,159 △38,303 △173,108 △211,412

海上 36,760 109,751 146,512 △9,517 △55,085 △64,603

傷害 948,708 356 949,065 △1,753 82 △1,671

自動車 770,681 199,487 970,169 △1,039 △18,301 △19,341

自動車損害賠償責任 505,286 － 505,286 － － －

その他 647,114 2,510,139 3,157,253 △92,455 △816,721 △909,177

合計 3,774,153 3,370,292 7,144,445 △143,070 △1,063,135 △1,206,205

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

負債計上額（△は資産計上額）
保険契約 再保険契約

国内 海外 合計 国内 海外 合計

火災 766,938 462,216 1,229,154 △23,285 △1,912 △25,197

海上 39,158 146,649 185,807 △9,121 △41,107 △50,229

傷害 852,558 476 853,034 △1,804 57 △1,746

自動車 795,609 239,936 1,035,545 △740 △19,854 △20,594

自動車損害賠償責任 480,743 － 480,743 － － －
その他 611,489 4,489,331 5,100,820 △85,142 △1,918,708 △2,003,851

合計 3,546,497 5,338,609 8,885,106 △120,093 △1,981,525 △2,101,619

（2） 生命保険事業
　保険リスクは、経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより、損失を被るリスクであ
ります。死亡率・生存率・障害発生率の変動など、人の疾病・死亡に関わるリスクに加え、長期間にわたる契約が多いことから、
解約率の変動に関わるリスクがあります。その他、事業費率の変動に関わるリスクや、自然災害やパンデミックに起因する巨
大災害リスクなどがあります。
　生命保険事業の保険契約および再保険契約に係る区分別の資産または負債の計上額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

負債計上額（△は資産計上額）
2024年度（2025年3月31日） 2025年度（2026年3月31日）

保険契約 再保険契約 保険契約 再保険契約

個人保険 2,070,964 △1,873 1,694,457 △2,107

個人年金保険 106,753 － 95,635 －
団体保険 5,177 1 5,132 3

団体年金保険 － － － －
合計 2,182,895 △1,871 1,795,225 △2,103
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38. 2. 2 感応度分析
　合理的に起こりうる保険リスクの変動による税引前利益および税引前その他の包括利益への影響額は、次のとおりであり
ます。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

損害率×1.1 △290,767 △235,611 10,148 10,123

維持費率×1.1 △31,983 △29,590 1,105 1,105

インフレ率＋50bp △68,513 △54,231 2,117 2,111

生命保険事業

死亡率×1.05 △1,564 △1,529 △4,202 △4,202

罹患率×1.05 △7,142 △7,140 11,405 11,405

維持費率×1.05 △1,762 △1,757 1,671 1,671

解約失効率×1.05 △811 △779 △6,774 △6,774

インフレ率＋50bp △2,656 △2,648 5,682 5,682

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

損害率×1.1 △314,239 △254,722 16,413 16,384

維持費率×1.1 △36,040 △33,225 1,793 1,793

インフレ率＋50bp △78,418 △60,717 3,327 3,321

生命保険事業

死亡率×1.05 △1,255 △1,221 △8,589 △8,589

罹患率×1.05 △7,827 △7,825 28,688 28,688

維持費率×1.05 △1,901 △1,895 4,876 4,876

解約失効率×1.05 △657 △630 △15,202 △15,202

インフレ率＋50bp △3,005 △2,997 14,797 14,797

　残存カバーに係る負債については、将来キャッシュ・フローの見積技法に使用されているリスク変数が変動すると、将来キャッ
シュ・フローの変動がCSMに調整されることによりCSMの償却額が変動するほか、当該保険契約（PAAを適用して測定する
ものを含む）が新たに不利な契約となるか、または損失要素が変動することにより不利な契約に係る損益が変動するため、税
引前利益にその影響（CSMの償却額については年換算額）を反映しております。また、発生保険金に係る負債については、
将来キャッシュ・フローの見積技法に使用されているリスク変数が変動すると、将来キャッシュ・フローが変動することにより
保険サービス費用が変動するため、税引前利益にその影響を反映しております。
　この際、将来キャッシュ・フローが変動するとそれに伴って割引率変動差額が変動することから、保険金融収益または費用
に係るポートフォリオごとの会計方針に応じて税引前利益または税引前その他の包括利益にその影響を反映しております。
　なお、上記のそれぞれの変数について、単一の変数のみが変動し、他のすべての変数は一定であると仮定した場合の影響
額を記載しております。生命保険事業のインフレ率については、終局金利に織り込まれている期待インフレ率を一定としつつ
直近のインフレ率を変動させております。
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38. 3 市場リスク
　市場リスクは、金利、株価および外国為替レート等の市場価格の変動により、保険契約および再保険契約の履行キャッシュ・
フローが変動するリスクおよび金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが変動するリスクであります。当社グループ
においては、保険契約、資産運用および資金調達の各取引から市場リスクが生じており、主に金利リスク、株価リスクおよび為
替リスクにさらされております。

38. 3. 1 金利リスク
　金利リスクは、保険契約、再保険契約の履行キャッシュ・フローおよび金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが
市場金利により変動するリスクであります。
　当社グループでは、債券や貸付金等の金融商品により資産運用を行っていることから、金利が上昇すると固定利付債券等
の公正価値が減少するリスクがあります。また、金利が下落すると保険契約および再保険契約に係る割引率変動により、そ
の現在価値が増加するリスクがあり、顧客に固定利回りを保証している保険商品に関しては、実際の利回りが当初保証され
た利回りを下回る場合、当社グループが損失を被るリスクがあります。
　当社グループは、資産および負債ポジションに係る金利リスクのエクスポージャーを定期的にモニタリングしており、保険
契約とこれに対応する運用資産におけるデュレーションの調整および金利スワップなどのデリバティブを用いた金利エクスポー
ジャーの調整を通じて、グループ全体における金利リスクを適切に管理しております。

感応度分析
　合理的に起こりうる市場金利の変動による税引前利益および税引前その他の包括利益への影響額は、次のとおりであり
ます。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

保険契約
金融商品

保険契約
金融商品

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

円金利+50bp 34 17 △1,543 66,278 65,329 △30,487

円金利－50bp △34 △17 1,577 △72,525 △71,557 32,520

米ドル金利+50bp 33,280 22,776 △56,010 594 507 △12,404

米ドル金利－50bp △33,280 △22,776 56,031 △604 △517 13,216

生命保険事業

円金利+50bp △400 △397 △273 211,521 211,521 △222,555

円金利－50bp 378 375 299 △253,688 △253,688 251,843

終局金利－50bp 59 58 － △19,812 △19,812 －

米ドル金利+50bp 23 23 △548 － － △6,952

米ドル金利－50bp △24 △24 564 － － 7,331
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

保険契約
金融商品

保険契約
金融商品

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

円金利+50bp 31 17 △1,872 52,537 51,733 △24,559

円金利－50bp △31 △17 1,919 △56,733 △55,913 25,830

米ドル金利+50bp 32,812 22,520 △73,033 638 527 △7,803

米ドル金利－50bp △32,812 △22,520 73,325 △651 △538 8,304

生命保険事業

円金利+50bp △1,280 △1,266 △234 161,122 161,122 △164,865

円金利－50bp 637 634 252 △185,647 △185,647 186,213

終局金利－50bp 63 63 － △13,044 △13,044 －

米ドル金利+50bp 34 34 △867 － － △8,515

米ドル金利－50bp △35 △35 895 － － 8,976

　固定利付の金融商品は金利が変動すると公正価値が変動するため、FVTPLについては税引前利益に、負債性FVTOCIに
ついては税引前その他の包括利益にその影響を反映しております。保険契約および再保険契約については、金利が変動する
と割引率の変動により期末における将来キャッシュ・フローの割引現在価値が変動するため、保険金融収益または費用に係る
ポートフォリオごとの会計方針に応じて税引前利益または税引前その他の包括利益にその影響を反映しております。また、生
命保険事業における一部の保険契約については、金利が変動するとそれに伴って将来キャッシュ・フローが変動することから、
税引前利益にその影響（CSMの償却額については年換算額）を反映しております。
 なお、損害保険事業において、感応度はイールド・カーブの平行移動による影響額を示しており、他のすべての変数は一定
であると仮定しております。また、生命保険事業において、円金利に係る感応度は終局金利を除くイールド・カーブの平行移
動による影響額、終局金利に係る感応度は終局金利のみの変動による影響額をそれぞれ区分して示しており、他のすべての
変数は一定であると仮定しております。
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38. 3. 2 株価リスク
　株価リスクは、株価の変動により金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが変動するリスクであり、株式への直
接投資またはファンドを通じた株式への投資から生じております。当社グループは、株価エクスポージャーを定期的にモニタ
リングしており、株価指数先物などのデリバティブ取引を活用し、グループ全体における株価リスクを適切に管理しております。
また、生命保険事業における一部の保険契約については、株価が変動するとそれに伴って将来キャッシュ・フローが変動する
ことから、株価リスクを有しております。

　主要な株価エクスポージャーは、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

国内株式 1,336,643 1,432,115

外国株式 459,404 488,161

その他 125,854 246,820

合計 1,921,902 2,167,096

感応度分析
　TOPIX（東証株価指数）の変動による税引前利益および税引前その他の包括利益への影響額は、次のとおりであります。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

保険契約
金融商品

保険契約
金融商品

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

TOPIX+30% － － 23,549 － － 341,722

TOPIX－30% － － △23,549 － － △341,722

生命保険事業

TOPIX+30% △3,502 △3,502 6,553 － － －

TOPIX－30% 3,498 3,498 △6,553 － － －

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

保険契約
金融商品

保険契約
金融商品

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

TOPIX+30% － － 32,813 － － 371,041

TOPIX－30% － － △32,813 － － △371,041

生命保険事業

TOPIX+30% △4,711 △4,711 11,502 － － －

TOPIX－30% 4,707 4,707 △11,502 － － －

　株価が変動するとそれに伴い金融商品の公正価値が変動するため、FVTPLについては税引前利益にその影響を反映して
おり、資本性FVTOCIについては税引前その他の包括利益にその影響を反映しております。また、生命保険事業における一
部の保険契約については、株価が変動するとそれに伴って将来キャッシュ・フローが変動することから、税引前利益にその影
響（CSMの償却額については年換算額）を反映しております。なお、感応度は国内上場株式に対する影響額を示しており、他
のすべての変数は一定であると仮定しております。
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38. 3. 3 為替リスク
　為替リスクは、保険契約、再保険契約の履行キャッシュ・フローおよび金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが
外国為替レートにより変動するリスクであり、当社グループでは、為替エクスポージャーは主に機能通貨とは異なる通貨建の
債券および保険負債について生じております。為替リスクの一部は為替予約、通貨オプションなどのデリバティブ取引を活用
し、グループ全体における為替リスクを適切に管理しております。

　主要な為替エクスポージャーは、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

米ドル（△は負債） 460,463 394,562

ユーロ（△は負債） 2,704 △38,694

感応度分析
　合理的に起こりうる機能通貨以外の為替レートの変動による税引前利益および税引前その他の包括利益への影響額は、次
のとおりであります。

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

保険契約
金融商品

保険契約
金融商品

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

米ドル －10%（注1） 9,446 6,447 △24,224 △78 △66 233

米ドル ＋10%（注2） △9,446 △6,447 23,569 78 66 △233

ユーロ －10%（注1） 20,825 13,786 △10,879 △49 △45 △32

ユーロ ＋10%（注2） △20,825 △13,786 10,879 49 45 32

生命保険事業

米ドル －10%（注1） 70 70 △26,536 － － 992

米ドル ＋10%（注2） △70 △70 25,322 － － △992

ユーロ －10%（注1） 39 39 △3,158 － － 106

ユーロ ＋10%（注2） △39 △39 3,158 － － △106
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2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

税引前利益への影響 税引前その他の包括利益への影響

保険契約
金融商品

保険契約
金融商品

再保険考慮前 再保険考慮後 再保険考慮前 再保険考慮後

損害保険事業

米ドル －10%（注1） 9,002 5,433 △14,617 △21 △20 368

米ドル +10%（注2） △9,002 △5,433 11,583 21 20 △368

ユーロ －10%（注1） 32,404 22,686 △15,453 △61 △57 △32

ユーロ +10%（注2） △32,404 △22,686 15,453 61 57 32

生命保険事業

米ドル －10%（注1） 2,078 2,078 △32,589 － － 860

米ドル +10%（注2） △2,078 △2,078 29,786 － － △860

ユーロ －10%（注1） 478 478 △3,779 － － 101

ユーロ +10%（注2） △478 △478 3,561 － － △101

（注1）  米ドルまたはユーロが-10%となった場合の影響は、日本円を機能通貨とする国内保険会社については、米ドルまたはユーロに対して
10%円高となった場合の影響を示しており、日本円以外を機能通貨とする海外保険会社については、当該機能通貨に対して10%米ド
ル安またはユーロ安となった場合の影響を示しております。

（注2）  米ドルまたはユーロが+10%となった場合の影響は、日本円を機能通貨とする国内保険会社については、米ドルまたはユーロに対して
10%円安となった場合の影響を示しており、日本円以外を機能通貨とする海外保険会社については、当該機能通貨に対して10%米ド
ル高またはユーロ高となった場合の影響を示しております。

　保険契約、再保険契約および債券等の貨幣性項目については、機能通貨以外の為替レートが変動すると、それに伴い為替
差損益が生じるため、その影響（CSMの償却額については年換算額）を税引前利益に反映しております。国内会社の保険契
約および再保険契約から生じる割引率変動差額については、機能通貨以外の為替レートが変動するとその他の包括利益に認
識された割引率変動差額が変動することから、その影響を税引前その他の包括利益に反映しております。海外会社の保険契
約および再保険契約から生じる割引率変動差額については、機能通貨以外の為替レートが変動すると為替差損益が変動する
ことから、その影響を税引前利益に反映しております。負債性FVTOCIに係る公正価値の変動から生じる評価差額については、
同様にその他の包括利益に認識された評価差額が変動することから、その影響を税引前その他の包括利益に反映しております。
また、為替リスクのヘッジ対象となる資産または負債が貨幣性であるか非貨幣性であるかにかかわらず、すべての為替デリ
バティブ取引について、為替レートが変動することに伴う為替差損益の影響を税引前利益に反映しております。なお、上記の
それぞれの変数について、単一の変数のみが変動し、他のすべての変数は一定であると仮定した場合の影響額を記載してお
ります。
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38. 4 信用リスク
　信用リスクは、当社グループが保有する債券、貸付金、デリバティブ取引等の運用資産における与信先または再保険契約に
おける出再先の財務状況の悪化や破綻等により、運用資産の価値が減少したり回収が困難となったりすること、または再保険
金の回収が困難となることにより財務上の損失を被るリスクであります。

38. 4. 1 予想信用損失モデルの適用対象となっている金融資産
（1） 信用リスクの管理

　当社グループは、予想信用損失モデルの適用対象となっている金融資産について、次のとおり信用リスクの管理を行って
おります。

与信に関する方針および信用限度の設定
　当社グループでは、内部格付制度によって与信先の信用リスクの程度を適切に把握したうえで、債券や貸付金等個々の
投融資等を実行しております。また、特定与信先への集中を管理するために、内部格付ごとに1与信先当たりの与信額の
上限を設定し適切に管理しております。
定期的な信用リスクのモニタリング
　当社グループは、与信先の財務状況や債務履行状況をモニタリングしたうえで、内部格付に適時に反映し、必要に応じて
与信の削減・保全を図るなど適切に対応しております。また、与信先ごとの管理に加え、業種や国など特定のセクターへの
与信が過度に集中しないよう管理しております。
自己査定の実施および検証
　すべての債権について自己査定（保有する資産を個別に検討して、回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合いに
応じて区分すること）を実施しております。
　自己査定では、各所管部署が自己査定（1次査定）を実施し、当該部署から独立した部署が検証（2次査定）を実施したう
えで、監査部署が監査を行うとともに、自己査定の結果に基づいて予想信用損失の測定および計上を行っております。
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（2） 格付別信用エクスポージャー
　次の表は、予想信用損失モデルの適用対象となっている金融資産を内部格付別に分析したものであり、これらの投資によ
る当社グループの最大信用エクスポージャーの総額（信用保証考慮前）を表しております。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

12か月の予想信用損失
全期間の予想信用損失

合計信用減損していない 
金融資産 信用減損金融資産

投資有価証券

AAA 86,691 － － 86,691

AA 3,995,933 － － 3,995,933

A 263,856 － － 263,856

BBB 28,196 － － 28,196

BB以下 － － － －

格付なし 11,342 － 0 11,342

帳簿価額（注） 4,386,019 － 0 4,386,019

貸付金等

AAA 18,273 － － 18,273

AA 74,087 258 － 74,346

A 304,734 500 － 305,234

BBB 7,461 500 － 7,961

BB以下 570 20 5 597

格付なし 101,893 100 － 101,993

帳簿価額（注） 507,022 1,379 5 508,407
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2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

12か月の予想信用損失
全期間の予想信用損失

合計信用減損していない 
金融資産 信用減損金融資産

投資有価証券

AAA 94,992 － － 94,992

AA 3,379,981 － － 3,379,981

A 304,575 － － 304,575

BBB 16,445 － － 16,445

BB以下 － － － －

格付なし 10,501 － 0 10,501

帳簿価額（注） 3,806,496 － 0 3,806,496

貸付金等

AAA 8,000 － － 8,000

AA 72,535 50 － 72,586

A 318,494 500 － 318,994

BBB 5,212 500 － 5,712

BB以下 326 16 2 345

格付なし 140,355 0 － 140,356

帳簿価額（注） 544,925 1,066 2 545,995

（注）  償却原価で測定される金融資産の帳簿価額は、信用損失引当金の控除前における総額による帳簿価額を示しております。

担保およびその他の信用補完
　当社グループは貸付金等の債権に対して有価証券および不動産等の担保や親会社等による保証を受け入れております。
なお、期末における信用減損金融資産については、当該担保により債権額の概ね全額が保全されております。
与信集中リスク
　与信集中リスクとは、特定の与信先に与信が集積することで、当該与信先の財務状況の悪化や破綻により、多額の損
失が発生するリスクであります。
　当社グループは、内部格付制度を導入したうえで、内部格付ごとに1与信先当たりのエクスポージャーのリミットを設
定し、与信の集中を定期的にモニタリングし適切に管理しております。また、個々の与信先への集中のみならず、業種や
地域など特定のセクターへの与信状況についても定期的にモニタリングし、過度な集中がないように管理しております。
　当社グループでは、与信の多くが国内に集中しておりますが、これ以外に特定の国・地域において与信の集中はあり
ません。また、国内における特定の業種への与信の集中はありません。
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（3） 信用損失の測定
　当社グループでは、金融商品の形態、信用格付等に基づき、類似したエクスポージャーごとにグループ化して信用リスクを
管理しており、当該グループに基づいて予想信用損失の測定を集合的に行っております。
　当社グループは、当初認識以降に信用リスクの著しい増大があった金融資産に対して、将来予測的な情報を含めたすべて
の合理的で裏付け可能な情報を考慮して、金融資産の存続期間にわたる予想信用損失を認識し、金融資産の信用リスクが当
初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に係る信用損失引当金を12か月の予想信用損失に等しい金額
で測定しております。具体的には、予想信用損失は12か月または存続期間にわたる倒産確率（PD）および倒産時損失率（LGD）
に基づいて測定しております。当社グループは、全期間のPDおよび12か月のPDを算定するため、複数の外部格付機関から
提供された格付ごとの債務者の債務不履行実績に基づくPDテーブルを使用しております。LGDは債務不履行となった場合
に発生する可能性のある損失の程度を表しております。採用するLGDは仕組み、担保、債権の優先順位等に基づいて決定し
ております。
　また、利用されるデータは過去における実績に基づいておりますが、マクロ経済情勢等の変化に応じた将来予想を適時に
反映するため、著しい経済情勢の変動等が生じた場合には、現在および将来における経済予測を、過去における実績データ
に補正することとしております。

著しい信用リスクの増大の判定方法
　当社グループは、債務者ごとに内部格付を付与して信用リスクを管理しており、S&Pおよびムーディーズなどの外部格
付と一定の整合性を維持しております。
　当社グループは、当初認識以降に一定の内部格付の引下げがある場合、反証可能な場合を除き30日超の延滞がある場合、
その他事業状況、財務状況または経済状況の不利な変化により債務者が債務を履行する能力の著しい変化を生じさせると
予想される事象が発生した場合等には、著しい信用リスクの増大があったと判定しております。
　当該判定に利用されるデータは過去における実績に基づいておりますが、マクロ経済情勢等の変化に応じた将来予想を
適時に反映するため、著しい経済情勢の変動等が生じた場合には、現在および将来における経済予測を、過去における実
績データに補正することとしております。
　なお、債券については低い信用リスクの例外を適用しており、期末日において投資適格である銘柄については著しい信
用リスクの増大はないものとみなしております。
債務不履行の定義
　当社グループは、過去における回収実績および規制上要求される自己査定における査定区分との整合性を勘案し、90

日超の延滞もしくは法的破綻またはそれに準じる事象の発生を債務不履行として定義しております。
信用減損金融資産の決定
　当社グループは、債務不履行となった債権のほか、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債権および債権
者に著しく不利益となるような条件緩和を行った債権等については、信用減損金融資産と判断しております。
直接償却
　金融資産の総額での帳簿価額は、回収の合理的な見込みがない場合に（その一部または全額を）直接償却しております。
これは通常、債務者が直接償却の対象となる金額を返済するのに十分なキャッシュ・フローを生成できるほどの資産または
収益源を有していないと当社グループが判断した場合に生じます。
条件変更された金融資産
　金融資産の契約条件は、市況の変更、現在および今後の借手の信用悪化に関連しない他の要因を含む様々な理由によっ
て変更される可能性があります。条件変更が発生した場合は変更前後での影響金額および率のモニタリングを実施し、認
識の中止に該当するか個別に検討しております。
　認識の中止に該当すると判定された場合には、再交渉された資産は新たな金融資産として公正価値により認識されます。
　金融資産の条件が変更されるのに認識の中止が行われない場合には、当該資産の信用リスクの著しい増大があったか
否かは、当初認識時と期末日それぞれにおける内部格付の比較によって決定しております。
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　投資有価証券に対する信用損失引当金の変動は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

12か月の 
予想信用損失

全期間の予想信用損失
12か月の 
予想信用損失

全期間の予想信用損失

信用減損して 
いない金融資産

信用減損金融 
資産

信用減損して 
いない金融資産

信用減損金融 
資産

期首残高 757 － － 713 － －

期首残高の振替による変動：

12か月の予想信用損失への
振替 － － － － － －

全期間の予想信用損失 
（信用減損していない金融 
資産）への振替

－ － － － － －

全期間の予想信用損失 
（信用減損金融資産）への 
振替

－ － － － － －

直接償却 － － － － － －

新規取得、認識中止および 
再測定による繰入額（純額） △43 － － △38 － －

為替換算差額 － － － － － －

その他 － － － － － －

期末残高 713 － － 675 － －

　貸付金等に対する信用損失引当金の変動は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

2024年度 
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度 
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

12か月の 
予想信用損失

全期間の予想信用損失
12か月の 
予想信用損失

全期間の予想信用損失

信用減損して 
いない金融資産

信用減損金融 
資産

信用減損して 
いない金融資産

信用減損金融 
資産

期首残高 47 4 3 36 4 2

期首残高の振替による変動：

12か月の予想信用損失への
振替 － － － 0 △0 －

全期間の予想信用損失 
（信用減損していない金融 
資産）への振替

△0 0 － △0 0 －

全期間の予想信用損失 
（信用減損金融資産）への 
振替

－ － － － － －

直接償却 － － － － － △1

新規取得、認識中止および 
再測定による繰入額（純額） △10 △0 △0 △4 △0 △0

為替換算差額 － － － － － －

その他 － － － － － －

期末残高 36 4 2 32 3 1
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38. 4. 2 再保険契約
　再保険は、保険リスクを管理するために用いられております。ただし、当社グループの保険会社としての責務が免責される
わけではありません。再保険会社が何らかの理由により保険金の支払を怠った場合でも、当社グループは保険契約者に対し
て支払を行う義務があります。再保険会社の信用力は、契約締結前に財務上の健全性を確認することにより管理しております。
　再保険契約資産はIFRS第9号における予想信用損失モデルの対象となっておりませんが、将来の履行キャッシュ・フロー
を見積る際には、信用リスクを考慮してキャッシュ・フローを見積っております。

　再保険契約資産の内部格付別の残高は、次のとおりであります。なお、最大信用リスク・エクスポージャーは再保険契約資
産の残高であります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

AAA 394 55,393

AA 557,378 767,474

A 513,414 936,030

BBB 12,983 58,524

BB以下 17,226 38,162

格付なし 107,915 339,302

合計 1,209,313 2,194,887

出再集中リスク
　出再集中リスクとは、特定の出再先に出再が集中することで、当該出再先の財務状況の悪化や破綻により、多額の損失
が発生するリスクであります。当社グループは、内部格付制度を導入したうえで、内部格付ごとに1出再先当たりの予想最
大回収額のリミットを設定し、出再集中リスクを定期的にモニタリングし適切に管理しております。
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38. 5 流動性リスク
　流動性リスクは、新契約の減少に伴う保険料収入の減少、大量ないし大口解約に伴う解約返戻金支出の増加および巨大災害
での多額の保険金支払により資金繰りが悪化し、資金の確保に通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることによ
り損失を被るリスクや、市場の混乱などで取引ができなかったりすることにより保険金支払が遅延するリスクであります。
　当社グループでは、日々の資金繰り管理のほか、巨大災害発生など、流動性リスク・シナリオ発現に伴う保険金支払などの最
大資金流出額を予想し、それに対応できる流動性資産が十分に確保されるよう管理しております。

満期分析
　非デリバティブ金融負債およびデリバティブの契約上の割引前キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

帳簿価額 契約上の割引前
キャッシュ・フロー 1年以内 1年超5年以内 5年超

非デリバティブ金融負債

レポ取引及び 
他の類似の担保付借入 139,832 139,832 139,832 － －

社債及び借入金 691,201 1,025,818 13,742 206,320 805,756

リース負債 334,622 372,277 41,431 138,015 192,830

デリバティブ

デリバティブ資産 △9,519 △9,543 △8,686 △710 △147

デリバティブ負債 5,410 5,410 5,410 － －

合計 1,161,548 1,533,796 191,730 343,625 998,440

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

帳簿価額 契約上の割引前
キャッシュ・フロー 1年以内 1年超5年以内 5年超

非デリバティブ金融負債

レポ取引及び 
他の類似の担保付借入 3,078 3,078 3,078 － －

社債及び借入金 744,946 1,079,888 16,932 263,473 799,482

リース負債 354,800 394,383 45,079 154,180 195,123

デリバティブ

デリバティブ資産 △5,654 △5,656 △5,464 △220 29

デリバティブ負債 16,421 16,421 16,210 － 211

合計 1,113,593 1,488,116 75,836 417,433 994,846

　社債及び借入金の一部には早期償還条項が付されているものがあるため、実際に生じるキャッシュ・フローの金額は、上記
における契約上のキャッシュ・フローの金額とは異なる場合があります。また、変動金利については、期末日における金利が
継続すると仮定して算定しております。
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　保険契約および再保険契約に係る割引前キャッシュ・フローの内訳は、次のとおりであります。なお、PAAを適用して測定
した残存カバーに係る資産および負債を含めておりません。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

損害保険事業 生命保険事業

保険契約 再保険契約 保険契約 再保険契約

1年以内 2,172,189 △399,840 △128,093 △1,518

1年超2年以内 1,202,056 △200,061 △133,313 －

2年超3年以内 812,993 △142,847 △108,334 －

3年超4年以内 551,113 △94,614 △88,092 －

4年超5年以内 403,335 △67,539 △67,209 －

5年超 1,469,924 △168,136 3,868,727 －

割引前キャッシュ・フロー　合計 6,611,612 △1,073,038 3,343,683 △1,518

将来キャッシュ・フローの 
期待現在価値（△は資産計上額） 5,936,735 △941,456 1,138,907 △1,518

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

損害保険事業 生命保険事業

保険契約 再保険契約 保険契約 再保険契約

1年以内 2,529,803 △553,403 △130,284 △1,788

1年超2年以内 1,458,911 △322,202 △129,401 －

2年超3年以内 1,039,776 △229,505 △105,869 －

3年超4年以内 750,211 △169,618 △82,028 －

4年超5年以内 561,604 △126,831 △62,819 －

5年超 2,001,405 △393,850 4,302,285 －

割引前キャッシュ・フロー　合計 8,341,712 △1,795,412 3,791,882 △1,788

将来キャッシュ・フローの 
期待現在価値（△は資産計上額） 7,262,794 △1,535,958 823,141 △1,788

　また、保険契約者から請求があり次第支払う要求払の金額と関連する保険契約グループの帳簿価額は、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

2024年度（2025年3月31日） 2025年度（2026年3月31日）

要求払の金額 関連する帳簿価額 要求払の金額 関連する帳簿価額

4,342,090 9,327,341 4,287,515 10,680,332

　なお、要求払の金額には、期末時点において保険契約が解約された場合に支払われるであろう解約返戻金の金額を含め
ております。
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38. 6 金融資産および金融負債の相殺
　強制可能なマスター・ネッティング契約または類似の契約の対象となっている金融資産および金融負債は、次のとおりであり
ます。

2024年度（2025年3月31日）
（単位：百万円）

取引の種類
認識済みの 

金融資産および
金融負債の総額

連結財政状態 
計算書上で 
相殺される 

認識済の金額

連結財政状態 
計算書上で表示
している純額

連結財政状態計算書上で 
相殺表示されない金額

純額
金融商品

受入現金担保 
および差入現金

担保

金融資産

デリバティブ資産 9,320 － 9,320 3,573 2,638 3,108

リバース・レポ取引及び 
他の類似の担保付貸付 － － － － － －

金融負債

デリバティブ負債 4,400 － 4,400 3,573 524 302

レポ取引及び他の類似の 
担保付借入 139,832 － 139,832 139,657 － 174

2025年度（2026年3月31日）
（単位：百万円）

取引の種類
認識済みの 
金融資産および
金融負債の総額

連結財政状態 
計算書上で 
相殺される 
認識済の金額

連結財政状態 
計算書上で表示
している純額

連結財政状態計算書上で 
相殺表示されない金額

純額
金融商品

受入現金担保 
および差入現金

担保

金融資産

デリバティブ資産 988 － 988 690 198 99

リバース・レポ取引及び 
他の類似の担保付貸付 36,065 － 36,065 35,728 － 336

金融負債

デリバティブ負債 12,390 － 12,390 690 10,788 910

レポ取引及び他の類似の 
担保付借入 3,078 － 3,078 3,042 － 36

　なお、強制可能なマスター・ネッティング契約および類似の契約において、金融資産および金融負債に関する相殺の権利は、
通常の事業活動の過程では発生が予想されていない債務不履行およびその他の特定の事象が発生した場合にのみ強制力が生
じ、個々の金融資産および金融負債の決済に影響を与えるものであります。したがって、これらの契約では相殺する法的に強
制可能な権利が現時点では生じておらず、連結財政状態計算書における相殺表示の要件を満たしておりません。
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39. 後発事象
（1） 米ドル建シニア無担保社債の発行

　当社は以下のとおり、2026年4月22日に米ドル建シニア無担保社債を発行いたしました。

1. 発行体 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社

2. 社債の種類 米ドル建シニア無担保社債（任意償還条項付）

3. 発行総額 13億米ドル

4. 発行価格 額面金額の100%

5. 利率

2036年4月22日の前日まで
固定年5.411%

2036年4月22日以降
適用される米国1年国債利回り＋2.130%（発行時スプレッド＋100bp）

6. 利払日 毎年4月22日及び10月22日

7. 償還期限
2037年4月22日

（但し、2036年4月22日及びその後のいずれかの利払日に、金融庁長官の
事前確認等を前提として、発行体の裁量により任意償還可能）

8. 優先順位
本社債は、当社の他の無担保かつ非劣後債務と同順位。但し、本社債の保
有者は当社に対してのみ請求権を主張できるため、当社の各子会社の債権
者の請求権に対して構造的に劣後する。

9. 募集方法
米国、欧州及びアジアを中心とする海外市場（但し、米国においては1933

年米国証券法に基づくルール144Aに従った適格機関投資家に対する販売
のみとする。）における募集

10. 準拠法 ニューヨーク州法

11. 上場 シンガポール取引所

12. 資金使途 損害保険ジャパン株式会社への劣後ローン貸付金に充当予定

13. 払込期日 2026年4月22日

（2） 自己株式の取得
　当社は、2026年5月20日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第
156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

①　自己株式の取得を行う理由
　当社は、財務の健全性を確保しつつ、成長事業分野への投資等により資本効率の向上を図るとともに、株主還元につき
ましては、基礎還元（修正連結利益（直近3年平均）の50%）に加え、原則として政策株式売却損益等（税後）の50%を追加
還元することとしております。さらに、リスクと資本の状況、業績動向や金融市場環境などを踏まえた資本水準調整も検討
する方針としており、配当のほか、自己株式取得も選択肢としております。この方針に基づき、基礎還元および追加還元と
しての自己株式取得を行うものであります。

②　取得に係る事項の内容
ア. 取得対象株式の種類 当社普通株式
イ. 取得し得る株式の総数 17,000,000株（上限）
ウ. 株式の取得価額の総額 69,000,000,000円（上限）
エ. 取得期間 2026年6月2日から2026年11月18日まで

Sompo Holdings

133



財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト

事
業
の
概
況（
連
結
）

経
理
の
概
況（
連
結
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

40. 会計監査
　当社は、会社法第444条第4項の規定に基づき、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書および連結注
記表について、EY新日本有限責任監査法人による監査を受け、監査報告書を受領しています。
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、
連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項およびその他の注記
について、EY新日本有限責任監査法人による監査を受け、監査報告書を受領しています。

41. 保険業法に基づく債権
　保険業法に基づく債権の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

2024年度 
（2025年3月31日）

2025年度 
（2026年3月31日）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 112 95

危険債権額 11 9

三月以上延滞債権額 21 20

貸付条件緩和債権額 － －

小計 145 125

正常債権額 575,382 527,664

合計 575,528 527,790

（注） 1.  破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始または再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権であります。

 2.  危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収お
よび利息の受取りができない可能性の高い債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない債権であります。

 3.  三月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金で破産更生債権及びこれらに
準ずる債権ならびに危険債権に該当しない債権であります。

 4.  貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権ならびに三月以上延滞
債権に該当しない債権であります。

 5.  正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、
三月以上延滞債権ならびに貸付条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。
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会社概要
コーポレートデータ

会　　社　　名 ： ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社（英文表記：Sompo Holdings, Inc.）
設　　　　　立 ： 2010年4月1日
資　　本　　金 ： 1,000億円
本　店　所　在　地 ： 〒160-8338 東京都新宿区西新宿1-26-1 TEL 03-3349-3000 （代表）
グループCEO 
取　　締　　役 ： 奥村 幹夫 
代表執行役社長
従　業　員　数 ： 497人*
事　業　内　容 ： 損害保険会社、生命保険会社その他の保険業法の規定により子会社等とした会社の経営管理 
  およびこれに附帯する業務
上場証券取引所 ： 東京証券取引所（プライム市場）
会　計　監　査　人 ： EY新日本有限責任監査法人
U　　R　　L ： https：//www.sompo-hd.com/
*2026年3月31日現在

組織図 （2026年7月1日現在）

グループCEOをはじめとする各役職は以下の英語表記を略したものです。グループCEO：Group Chief Executive Officer/グループCFO：Group Chief Financial Officer/グループ 
CHRO：Group Chief Human Resource Officer/グループCRO：Group Chief Risk Officer/グループCDO：Group Chief Digital Officer/グループCSuO： Group Chief Sustainability
Officer/グループCDaO：Group Chief Data Officer/グループCIO：Group Chief Information Officer/グループCAE：Group Chief Audit Executive

SOMPO Wellbeing CEO

グループCFO

グループCHRO

グループCRO

グループCDO

グループCSuO

グループCDaO

グループCIO

グループCAE

株主総会

取締役会

指名委員会 報酬委員会

グループ執行会議

任意委員会

監査委員会室 グループCEO 代表執行役 社長

内部監査部 経営企画部 事業開発部

ウェルビーイング 
事業部

秘書部

コンプライアンス部

海外戦略部

デジタル・データ 
戦略部

調査企画部

サステナブル 
経営推進部

広報部

経理部

財務企画部

IT企画部

法務部

資産運用部

人事部

リスク統括部

監査委員会

グ
ル
ー
プ
・
チ
ー
フ
オ
フ
ィ
サ
ー

国
内
損
害
保
険
事
業
担
当

海
外
保
険
事
業
担
当

国
内
生
命
保
険
事
業
担
当

介
護
事
業
担
当

ＳＯＭＰＯウェルビーイングCEOＳＯＭＰＯ P&C CEO
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株式・株主の状況

株式の基本事項
1. 事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
2. 定時株主総会開催時期 毎事業年度終了後3か月以内に開催します。
3.  期末配当および 

議決権の基準日 
3月31日（中間配当の基準日は9月30日）

4. 単元株式数 100株
5. 株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社
6. 公告方法  電子公告により行います。 

（https：//www.sompo-hd.com/） 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって、電子公告による公告をすることが
できないときは、日本経済新聞に掲載して行います。

7. 上場証券取引所 東京証券取引所（プライム市場）

株式分布情報
1. 発行株式の概況

（1）発行する株式の内容 普通株式
（2）発行可能株式総数 3,600,000,000株
（3）発行済株式総数 934,228,767株（自己株式を含む）
（4）総株主数 77,874人

2. 所有者別状況

3. 地域別状況

株主総会議案等
第16回定時株主総会が2026年6月22日（月）に開催されました。報告事項および決議事項は以下のとおりです。

報告事項
1.  2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで） 

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および
監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2.  2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで） 
計算書類報告の件

上記について報告いたしました。

決議事項
【 会社提案】 
第1号議案　剰余金の処分の件 
第2号議案　定款の一部変更の件 
第3号議案　取締役11名選任の件

上記各議案はすべて原案どおり承認可決されました。
【 株主提案】 
第4号議案　定款の一部変更の件

上記議案は否決されました。

（2026年3月31日現在）

区　分 株主数（人） 株式数（千株）*1 発行済株式総数に対する 
株式数の割合（%）*2

政府・地方公共団体 2 24 0.00

金融機関 122 266,706 28.55

金融商品取引業者 55 37,912 4.06

その他の法人 1,157 47,475 5.08

外国法人等 1,279 434,305 46.49

個人・その他 75,259 147,803 15.82

合計 77,874 934,228 100.00

区　分 株主数（人） 株式数（千株）*1 発行済株式総数に対する 
株式数の割合（%）*2

北海道 1,623 1,637 0.18

東北 2,315 4,069 0.44

関東 37,983 440,314 47.13

中部 11,347 19,790 2.12

近畿 14,137 19,658 2.10

中国 3,194 4,027 0.43

四国 1,843 4,781 0.51

九州 4,320 5,615 0.60

外国 1,112 434,335 46.49

合計 77,874 934,228 100.00
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4. 所有株式数別状況 区　分 株主数（人） 株式数（千株）*1 発行済株式総数に対する 
株式数の割合（%）*2

500,000株以上 179 759,880 81.34

100,000株以上 286 66,306 7.10

50,000株以上 191 13,631 1.46

10,000株以上 1,783 33,259 3.56

5,000株以上 2,658 18,368 1.97

1,000株以上 12,736 28,904 3.09

500株以上 11,123 7,789 0.83

100株以上 26,528 5,572 0.60

100株未満 22,390 515 0.06

合計 77,874 934,228 100.00

*1.  株式数は、記載単位未満を切り捨てて表示しています。
*2.  発行済株式総数に対する株式数の割合は、記載単位未満を四捨五入して表示しています。

上位10名の株主
（2026年3月31日現在）

氏名又は名称 住　所 所有株式数
（千株）

発行済株式 
（自己株式を除く）の 
総数に対する 

所有株式数の割合（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区赤坂1丁目8番1号 赤坂インターシティAIR 145,863 16.32

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-12 52,168 5.84

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505103 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON, 
MASSACHUSETTS 

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA棟）
30,465 3.41

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON, 
MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA棟）
24,830 2.78

ＳＯＭＰＯホールディングス従業員持株会
東京都新宿区西新宿1丁目26-1  
ＳＯＭＰＯコーポレートサービス株式会社  
人事シェアードサービスセンター部内

20,726 2.32

JP MORGAN CHASE BANK 380055 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,  
UNITED STATES OF AMERICA

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA棟）
16,561 1.85

THE CHASE MANHATTAN BANK, 
N.A. LONDONSECS LENDING  
OMNIBUS ACCOUNT 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA棟）
15,441 1.73

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK，NY 10286, 
U.S.A. 

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA棟）
13,061 1.46

GOVERNMENT OF NORWAY 
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107 NO 
（東京都新宿区新宿6丁目27番30号） 12,767 1.43

JP MORGAN CHASE BANK 385781 
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

25 BANK STREET，CANARY WHARF，LONDON， 
E14 5JP，UNITED KINGDOM

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA棟）
12,701 1.42

※ 上記のほか当社所有の自己株式40,398千株があります。
 なお、当該自己株式数には「株式給付信託（BBT）」制度のために設定したみずほ信託銀行株式会社（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行（信託E口））が所有する
当社株式1,587千株は含まれていません。

※ 発行済株式の総数に対する所有株式数の割合は、自己株式（40,398千株）を控除して計算しています。

資本金の推移
年　月　日 資本金 備　考

2010年4月1日 100,000,000,000円 設立時点

2010年4月1日 100,035,468,550円 新株式の発行に伴う増加

2010年4月5日 100,045,733,000円 新株式の発行に伴う増加

最近の社債発行
銘　柄（発行年月日） 発行総額

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社第1回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（ソーシャルボンド）（2023年4月27日） 70,000百万円
ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社米ドル建シニア無担保社債（任意償還条項付）（2026年4月22日） 13億米ドル

最近の新株発行
種　類 発行年月日 発行株式数 備　考

普通株式 2010年4月1日 116,100株 新株予約権の権利行使に伴う
発行

普通株式 2010年4月5日 29,800株 新株予約権の権利行使に伴う
発行
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当社および子会社等の概況 （2026年3月31日現在）

ＳＯＭＰＯグループは、当社（保険持株会社）および関係会社（子会社165社、関連会社22社）によって構成
されており、国内損害保険事業、海外保険事業、国内生命保険事業、介護事業、デジタル関連事業、アセット
マネジメント事業等を営んでおります。主なグループ会社は以下のとおりです。

 

国内損害保険事業
◎ 損害保険ジャパン株式会社
◎ ＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社
海外保険事業
◎ Sompo International Holdings Ltd.
◎ Endurance Specialty Insurance Ltd.
◎ Aspen Insurance Holdings Limited
◎ Endurance Assurance Corporation
◎ Endurance Worldwide Insurance Limited
◎ SI Insurance（Europe）, SA
◎ Sompo Holdings（Asia） Pte. Ltd.
◎ Sompo Sigorta Anonim Sirketi
◎ Sompo Seguros S.A.

国内生命保険事業
◎ ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社
介護事業
◎ ＳＯＭＰＯケア株式会社
◎ エヌ・デーソフトウェア株式会社
その他

（デジタル関連事業）
◎ ＳＯＭＰＯ Light Vortex株式会社

（アセットマネジメント事業）
◎ ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社

（確定拠出年金事業）
◎ 損保ジャパンDC証券株式会社

（ヘルスケア事業）
◎ ＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社

（ソフトウェア販売事業）
★ Palantir Technologies Japan株式会社

※ 各記号の意味は次のとおりです。　◎：連結子会社　★：持分法適用関連会社
※ 上記は、重要な連結子会社および持分法適用関連会社について記載しています。

Ｓ
Ｏ
Ｍ
Ｐ
Ｏ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
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子会社等の状況

連結子会社

会社名 本社所在地 設立年月日 資本金 主要な事業の 
内容

当社が所有する 
議决権の割合
（%）*1

当社子会社等が 
所有する議決権の

割合（%）*1

損害保険ジャパン株式会社 東京都新宿区
1944年 

2月12日
167,500 
百万円

国内損害保険
事業

100.0 ̶

SOMPOダイレクト損害保険 
株式会社

東京都新宿区
1982年 

9月22日
40,260 
百万円

国内損害保険
事業

100.0 100.0

Sompo International  
Holdings Ltd.

ペンブローク 
（英国領バミューダ）

2017年 
3月24日

0 
千米ドル

海外保険事業 100.0 100.0

Endurance Specialty  
Insurance Ltd.

ペンブローク 
（英国領バミューダ）

2001年
11月30日

12,000 
千米ドル

海外保険事業 100.0 100.0

Aspen Insurance  
Holdings Limited

ペンブローク 
（英国領バミューダ）

2002年 
5月23日

91 
千米ドル

海外保険事業 100.0 100.0

Endurance Assurance 
Corporation

デラウェア州ウィルミントン
（アメリカ）

2002年 
9月5日

5,000 
千米ドル

海外保険事業 100.0 100.0

Endurance Worldwide  
Insurance Limited

ロンドン 
（イギリス）

2002年 
4月10日

346,320 
千米ドル

海外保険事業 100.0 100.0

SI Insurance（Europe）, SA
ルクセンブルク 

（ルクセンブルク）
2018年 

1月12日
30 

千ユーロ
海外保険事業 100.0 100.0

Sompo Holdings（Asia）Pte.  
Ltd.

シンガポール 
（シンガポール）

2008年 
8月1日

685,899 
千シンガポールドル

海外保険事業 100.0 100.0

Sompo Sigorta Anonim  
Sirketi

イスタンブール 
（トルコ）

2001年 
3月30日

195,498 
千トルコリラ

海外保険事業 100.0 100.0

Sompo Seguros S.A.
サンパウロ 

（ブラジル）
1943年

10月8日
1,872,552 

千レアル
海外保険事業 100.0 100.0

SOMPOひまわり生命保険 
株式会社

東京都千代田区
1981年 
7月7日

17,250 
百万円

国内生命保険
事業

100.0 ̶

SOMPOケア株式会社 東京都品川区
1997年 

5月26日
3,925 
百万円

介護事業 100.0 ̶

エヌ・デーソフトウェア株式会社 山形県南陽市
2018年 

12月20日
100 

百万円
介護事業 100.0 ̶

SOMPO Ｌｉｇｈｔ Ｖｏｒｔｅｘ 
株式会社

東京都新宿区
2021年 
7月1日

18,898 
百万円

その他 
（デジタル 
関連事業）

100.0 ̶

SOMPOアセットマネジメント 
株式会社

東京都中央区
1986年 

2月25日
1,550 
百万円

その他（アセット
マネジメント 
事業）

100.0 ̶

損保ジャパンDC証券 
株式会社

東京都新宿区
1999年 

5月10日
3,000 
百万円

その他（確定 
拠出年金事業）

100.0 100.0

SOMPOヘルスサポート 
株式会社

東京都千代田区
2018年

10月1日
10 

百万円
その他 

（ヘルスケア事業）
100.0 ̶

その他147社
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持分法適用関連会社等

会社名 本社所在地 設立年月日 資本金 主要な事業の 
内容

当社が所有する 
議决権の割合
（%）*1

当社子会社等が 
所有する議決権の

割合（%）*1

Palantir Technologies Japan 
株式会社

東京都渋谷区
2019年

10月15日
5,432 
百万円

その他 
（ソフトウェア 
販売事業）

50.0 ̶

その他21社

※ 「子会社等」とは、保険業法および保険業法施行令に定める子会社、子法人等および関連法人等を指します。
*1 所有する議決権の割合は、記載単位未満を四捨五入して表示しています。
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役員一覧 （2026年6月22日現在）

取締役
氏　名 役　職

奥村　幹夫 取締役

原　伸一 取締役
指名委員会委員・報酬委員会委員

田尻　克至 取締役

東　和浩
取締役（社外取締役）
取締役会議長・報酬委員会委員長・ 
指名委員会委員

柴田　美鈴 取締役（社外取締役）
監査委員会委員長

山田　メユミ 取締役（社外取締役）
指名委員会委員長・報酬委員会委員

和賀　昌之 取締役（社外取締役）
監査委員会委員

梶川　融 取締役（社外取締役）
監査委員会委員

ジェフリー・ヘイマン 取締役（社外取締役）

川内　雄次 取締役
監査委員会委員

今邨　忍 取締役
監査委員会委員

※ 取締役のうち東和浩氏、柴田美鈴氏、山田メユミ氏、和賀昌之氏、梶川融氏およ
びジェフリー・ヘイマン氏の6名は、社外取締役です。

 また、当社は各氏を株式会社東京証券取引所に一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない独立役員として届け出ています。

執行役・執行役員
氏　名 役　職

奥村　幹夫 グループCEO
代表執行役社長

原　伸一 グループCHRO
代表執行役副社長

田尻　克至 グループCFO
代表執行役副社長

ジェイムス・シェイ*1

ＳＯＭＰＯ P&C CEO 
執行役員
ＳＯＭＰＯ Ｐ＆Ｃ（最高責任者）
海外保険事業担当（責任者）
＜Sompo International Holdings CEO＞

大場　康弘*2

ＳＯＭＰＯウェルビーイングCEO 
執行役員
ＳＯＭＰＯウェルビーイング（最高責任者）
＜ＳＯＭＰＯひまわり生命取締役会長＞

石川　耕治*3

執行役員
ＳＯＭＰＯ Ｐ＆Ｃ担当
国内損害保険事業担当（責任者）
＜損害保険ジャパン代表取締役社長＞

久米　康樹*4

執行役員
ウェルビーイングビジネス担当
国内生命保険事業担当（責任者）
＜ＳＯＭＰＯひまわり生命代表取締役社長＞

鷲見　隆充*5

執行役員
ウェルビーイングビジネス担当
介護事業担当（責任者）
＜ＳＯＭＰＯケア代表取締役社長＞

楢﨑　浩一
執行役専務
デジタル・新規事業開発担当（責任者）
投資担当
事業開発部長

酒井　香世子 グループCSuO
執行役員専務

氏　名 役　職

高橋　幸嗣 グループCRO
執行役常務

木村　将之 グループCo－CDO
執行役員常務

吉村　竜一
グループCo－CDO
執行役員常務
ウェルビーイングビジネス担当 

（デジタル・AI統括責任者）

村上　明子 グループCDaO
執行役員常務

鈴木　義泰
グループCIO
執行役員常務
IT企画部長

デイビッド・カンプート グループCAE
執行役員

広瀬　杏太郎
執行役員
ダイレクト保険事業担当（責任者）
経営企画部長

中川　勝史*6
執行役員
ダイレクト保険事業担当
＜ＳＯＭＰＯダイレクト代表取締役社長＞

大原　克之*7
執行役員
デジタル事業担当
＜Palantir Technologies Japan CEO＞

下川　亮子*8
執行役員
ウェルビーイングビジネス担当
＜ＳＯＭＰＯヘルスサポート代表取締役社長＞

堀江　裕志*9 執行役員専務
コンプライアンス担当

ニコラス・バーネット
執行役員常務
ＳＯＭＰＯ Ｐ＆Ｃ担当
グループDeputy CFO

小池　淳介 執行役員常務
グループDeputy CFO

リチャード　比嘉
執行役員
グループDeputy CAE
内部監査部長

シーナ・マーテンス
執行役員
コミュニケーション担当 

（Group Head of Communications）

並木　洋平 執行役員
ウェルビーイングビジネス担当

笹野　剛宏
執行役員
パブリックリレーション担当
広報部長

森戸　哲也
執行役員
海外M&A担当
海外戦略部長

*1 ジェイムス・シェイ氏はSompo International Holdings Ltd.のChief Executive 
Officer and Executive Directorを兼任しています。

*2 大場 康弘氏はＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社の取締役会長を兼任してい
ます。

*3 石川 耕治氏は損害保険ジャパン株式会社の代表取締役社長 社長執行役員を兼
任しています。

*4 久米 康樹氏はＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社の代表取締役社長 社長執行
役員を兼任しています。

*5 鷲見 隆充氏はＳＯＭＰＯケア株式会社の代表取締役社長を兼任しています。
*6 中川 勝史氏はＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社の代表取締役社長を兼任し

ています。
*7 大原 克之氏はPalantir Technologies Japan株式会社のCEOを兼任しています。
*8 下川 亮子氏はＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社の代表取締役社長を兼任してい

ます。
*9 堀江 裕志氏は損害保険ジャパン株式会社の代表取締役専務執行役員を兼任して

います。
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リスク管理体制
当社グループでは、取締役会が制定した「ＳＯＭＰＯグループERM基本方針」に基づき、リスク管理の枠組みである戦略的リスク経営（ERM）

の実践を通じて、不測の損失を極小化するとともに、資本の有効活用による収益向上を図り、企業価値の最大化を目指しています。

（1） リスク管理の全体像
　当社グループのリスク管理の枠組みである戦略的リスク経営（ERM）は、経営における高性能な『羅針盤』として、次の「3つの
機能」を強化・高度化し、損失を未然に回避するだけでなく、新規事業投資などの機会損失を低減させることで、当社グループを
最適な方向に導く役割を果たしております。

ア. グループが置かれた現在地を正確に把握（現状の多面的な分析）

イ. 将来起こりうるリスクを敏感に察知（重要なリスクの的確な把握と対策）

ウ. グループが取るべき航路を提示（最適な事業ポートフォリオの提示）

　戦略的リスク経営（ERM）は、資本・リスク・収益のバランスを取りながら企業価値の最大化を図る一連の経営管理プロセスと
して「戦略執行に係るリスクテイク」と「経営基盤の安定に資するリスクコントロール」の2つの側面を持っております。リスクテイク
の側面では、リスクアペタイトフレームワークを中心に資本・リスク・収益に関する分析を重要な経営判断に活かし（上記ウ）、リス
クコントロールの側面では、当社グループを取り巻く多様なリスクを特定、分析、評価する仕組み（リスクコントロールシステム）を
活用して（上記ア、イ）、不測の損失の極小化と利益の安定を目指しております。

※ 上記の図は、2026年5月以降の体制

SOMPOグループの戦略的リスク経営（ERM）の全体像
グループ中期経営計画の策定

リスクアペタイトフレームワーク
SOMPOのパーパスおよびグループ経営計画を実現するための枠組み

SOMPOグループ　リスクアペタイトステートメント
「取るリスク」や「回避するリスク」を定量・定性の両面から明文化したもの

経営計画の策定
リスクアペタイト指標とグループ全体最適観点に基づく事業との対話

ROE
EPS成長率 健全性 リスクリミット 利益安定性 主要リスクの

保有水準

SOMPOホールディングス
資本配賦

国内損保事業 海外保険事業 国内生保事業 介護事業

ＳＯＭＰＯ
Ｐ＆Ｃ

ＳＯＭＰＯ
ウェルビーイング

事業運営・モニタリング
戦略的リスク経営(ERM)を支えるリスクコントロールシステム

重大リスク管理
リスクアセスメントと外部専門家の見解に基づき、定性的・
定量的にリスクを把握・評価。変化が大きいリスクや対策
が必要なリスクは経営陣で議論

エマージングリスク管理
環境変化により、新たに発現・変化するリスクが、重大リ
スクとなる予兆を捉えて管理

自己資本管理
統一的なリスク尺度（VaR）で定量化したリスク量と比べ、
充分な資本が維持されるように管理

ストレス・テスト
ストレス・シナリオが顕在化した場合でも、財務健全性が
維持されるように管理

リミット管理
与信、出再および自然災害リスクがリミットを超過しない
ように管理

流動性リスク管理
流動性資産が十分に確保されるように管理

戦
略
執
行(

リ
ス
ク
テ
イ
ク
）

基
盤（
リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
シ
ス
テ
ム
）

振
り
返
り
と
計
画
見
直
し

定
性
的

定
量
的
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（2） リスク管理に関するガバナンス体制
　当社では、取締役会が制定した「ＳＯＭＰＯグループERM基本方針」に基づき、「戦略的リスク経営（ERM）」の実効性を確保す
るため、グループ戦略・経営計画と合わせて、リスクテイクの指針としてリスクアペタイト原則、中期リスクテイク戦略およびリス
クアペタイト指標からなる「ＳＯＭＰＯグループリスクアペタイトステートメント」を定めております。
　グループCEOの諮問機関であるグループ執行会議では、グループのリスクアペタイトステートメント、中期グループERM推進
方針、リスク許容度に関する対応方針・対応策などのリスク管理に関する事項について定期的に経営論議しております。
　また、グループ執行会議の下部組織として、グループCROを委員長とするグループERM委員会を設置しております。グルー
プERM委員会では、リスクテイク戦略などグループの戦略的リスク経営に関する重要な事項やリスク統括部、各主管部を通じた
重大リスクのコントロールの状況等について、グループ横断で確認・議論を行っております。その結果はグループ執行会議を経
て取締役会へ報告を行っており、取締役会からの助言等も踏まえながらグループのリスク管理に関するガバナンスの強化への不
断の取組みを継続する態勢としております。
　グループCROは、「ＳＯＭＰＯグループERM基本方針」や「中期グループERM推進方針」をグループ会社に周知徹底し、また定
期的なモニタリング、各社CROとのディスカッション等を通じ、グループ全体の戦略的リスク経営の実効性の向上を図っておりま
す。
　グループ全体のガバナンス体制においては、グループの方針に沿ったリスク管理体制を整備し、リスク管理を各社にて自律的
に行っております。当社および主要子会社においては、施策の策定および運用を行う各部門が自律的にリスク管理を行う第1線、
専門的見地から第1線を支援・牽制するリスク統括部・各主管部による第2線、内部監査部門が独立した立場からリスクガバナン
ス体制の妥当性・有効性を監査する第3線の3線体制によりリスク管理の実効性確保および強化に努めております。

＜リスク管理に関するガバナンス体制＞

監督機関

執行機関

グループの
各事業

取締役会 監査委員会
監査

報告 監督

グループCEO グループ執行会議

グループERM委員会
＜構成＞

委員長 委員 審議委員

グループCRO グループCFO 議案に応じて委員長
が招集

監査委員（委員会に出席して意見を述べることが可能）

報告

リスク統括部、各主管部（第２線）

監査

内部監査
部門

（第３線）

監査

監査

経営戦略リスク

・外部環境に関するリスク
・事業戦略に関するリスク
・人材・要員に関するリスク

財務・運用リスク

・市場リスク
・信用集中リスク
・流動性リスク

オペレーショナルリスク
・コンプライアンスリスク

・事務リスク
・システムリスク
・コンプライアンスリスク

事業固有リスク

・保険引受リスク
・介護事業リスク

報告 監督・指導

グループ会社

損保ジャパン SOMPO
インターナショナル SOMPOひまわり生命 SOMPOケア その他事業会社

※ 主要なグループ会社を掲載

そ
の
他
リ
ス
ク
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（3） リスクコントロールシステム、リスクと資本の状況
　リスクコントロールシステムにおいては、「重大リスク管理」の枠組みで当社グループを取り巻く重大リスクを網羅的に特定し、定
性的・定量的な評価を行っております。
　定量化が可能なリスクについては「自己資本管理」「ストレステスト」「リミット管理」「流動性リスク管理」の枠組みで自己資本、流
動性などに与える影響を様々な定量指標により分析・評価し、財務健全性およびその向上に必要なリスクコントロールの施策に
関する経営論議を行っております。

ア. 重大リスク管理
　当社グループは、「事業に重大な影響を及ぼす可能性があるリスク」を「重大リスク」と定義し、事業の抱えるリスクをボトムアッ
プのリスクアセスメントと、取締役会等によるトップダウンでの確認・議論を通じて網羅的に把握・評価しております。リスク評価
の実施にあたっては、経済的損失や業務継続に加えて、お客さま、社会などのステークホルダーの観点でのレピュテーション影
響を重視するように基準の明確化を図っております。
　重大リスクは、グループCROがリスクアセスメントや専門家等の見解に基づいて網羅的に把握し、リスクが当社グループに及
ぼす影響を具体的なシナリオで想定したうえで、発生可能性および影響度でリスクを定性・定量の両面から評価し、管理状況を年
2回以上、グループERM委員会にて協議のうえ、グループ執行会議および取締役会に報告しております。
　管理態勢の強化が必要なリスクについては、グループ執行会議において議論を行っております。
　また、現時点では具体的な影響シナリオの想定に基づく評価は困難であるものの、環境変化などにより新たに発現または変化し、
今後、当社グループに大きな影響を及ぼす可能性のあるリスクを「エマージングリスク」と定め、個別の重大リスクと関連付けて適
切に管理を実施しております。エマージングリスクの選定については、官民の各種情報を将来大きな影響をもたらす可能性のあ
る変化の兆候などの観点から収集・分析し、リスク候補をリストアップしたうえで、その中から重要性を踏まえてリスクを選定して
おります。

＜重大リスクおよびエマージングリスクの管理プロセス＞

研究機関の
レポート等

グループ各社の
リスクアセスメント

（年１回）

既存の重大リスク､
エマージングリスク

具体的に影響
シナリオを
想定可能?

エマージング
リスク・

レジスター

影響度等の
基準で

スクリーニング

専門家
との対話

国内外グループ
会社の意見

想定されるリスク
シナリオおよび評価
をアップデートし、

コントロール状況を検証

エマージングリスク

エマージングリスク 考えられる脅威と機会

●●● ▲▲▲
●●● ▲▲▲
●●● ▲▲▲

エマージングリスクは個別の
重大リスクと関連付け、重大
リスクへの変化の予兆を

捉えて管理

重大リスク

重大
リスク

リスク
シナリオ

リスク評価
発生
可能性 影響度

●●● ▲▲▲ 小 小
●●● ▲▲▲ 小 中
●●● ▲▲▲ 小 中
●●● ▲▲▲ 中 中
●●● ▲▲▲ 中 大
●●● ▲▲▲ 大 大

年2回の定期、および随時実施

No

Yes
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イ.  自己資本管理
　当社グループが保有する保険引受リスク、資産運用リスク、介護リスクおよびオペレーショナル・リスクを定量化したうえで、自
己資本がリスク量と比べて充分な水準を維持できるよう管理を行っており、必要に応じ対応策を実施する態勢を整備しております。

リスクと資本の状況
2025年度においては、Aspen Insurance Holdings Limited買収によるマイナス影響がある一方、政策保有株式の売却

によるリスク減少や利益の積上げの結果、2026年3月末時点の当社グループのESR（注1）は270%とターゲット資本水準
（200%以上、注2）を上回っており、十分な財務健全性を示す水準となっております。

今後も、財務健全性を維持しつつ資本効率・利益安定性の更なる向上を目指すため、グループ収益の拡大と適切なリスクコ
ントロールに取り組んでまいります。

（注） 1 ESR（Economic Solvency Ratio）は、リスクに対して確保している資本の十分性を示す指標であり、当社グループでは、事業ポートフォ
リオに即した内部モデルを用いて独自のESRを計算し、経営上の重要な指標の一つとして管理しております。2025年度から「経済価値
ベース」に移行する規制上のソルベンシー・マージン比率につきましても、健全性の目安となる100%以上を確保するよう管理しており
ます。

 2  2025年度通期決算から、ターゲットレンジおよびレンジ上限（250%）を撤廃し、これまでのレンジ下限である200%をターゲット資本
水準として設定しております。

ウ. ストレステスト
　当社グループの経営に重大な影響を及ぼし得る事象を的確に把握・管理するために、グループベースで「シナリオ・ストレステス
ト」、「リバース・ストレステスト」および「感応度分析」を実施し、資本およびリスクへの影響度を分析して、必要に応じ対応策を実施
する態勢を整備しております。また、2026年3月末時点で、当社の想定するストレス下においても十分な資本を有していることを
確認しております。

シナリオ・ストレステスト
大規模な自然災害や金融市場の混乱など、経営に重大な影響を及ぼすストレスシナリオが顕在化した際の
影響を評価し、資本の十分性やリスク軽減策の有効性検証などに活用することを目的として実施しており
ます。なお、環境変化などに適切に対応するため、ストレスシナリオの妥当性を定期的に検証しております。

リバース・ストレステスト リスク許容度などに抵触する具体的な事象を探索することで脆弱性を特定し、あらかじめ具体的なストレ
ス事象を想定した対策を検討することを目的として実施しております。

感応度分析 主なリスク要因の変動が資本とリスクに与える影響を把握するとともに、内部モデルが算出した理論値と
実績値との比較を行い、内部モデルの妥当性を検証することを目的として実施しております。

ターゲット資本水準 200%以上
200%：ストレステストをふまえても財務健全性を安定的に

確保可能な水準

5.8兆円
実質自己資本

2.1兆円
リスク量

2026年3月末

ESR 270%

ESRの感応度分析
ターゲット資本水準

200% 2026年3月末時点
270%

株価
（国内）

30%上昇 △2pt
30%低下 +0pt

円
金利

50bp上昇 △2pt
50bp低下 +1pt

米国
金利

50bp上昇 △1pt
50bp低下 +1pt

為替 10%円安 +2pt
10%円高 △2pt

クレジット
スプレッド

50bp拡大 △3pt
50bp縮小 +3pt
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エ. リミット管理
　特定事象の発現により多額の損失が生じることを回避するため、与信リスク、出再リスク、自然災害リスクの各々に対してグルー
プベースで最大限度額を定め、その範囲内でリスクの特性を踏まえたリミットを設定し、リミットを超過した場合には対応策を実施
する態勢を整備しております。なお、2026年3月末時点で各リスクを適切にコントロールできていることを確認しております。

オ. 流動性リスク管理
　日々の資金繰り管理のほか、巨大災害発生時などの最大資金流出額を予想し、それに対応できる流動性資産が十分に確保さ
れるよう管理しており、2026年3月末時点で各保険子会社は最大の資金流出をもたらすシナリオに対しても、十分な流動性資産
を有していることを確認しております。
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